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2020年度の活動状況
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

 地域の講演会への講師派遣や検討会の委員就任
 地方公共団体等を対象とした研修や意見交換会の開催
 地域気候変動適応センター訪問・ヒアリング
 地方公共団体等の作成した計画やパンフレットに対する助言 等を実施

適応関連講師派遣 適応関連検討会等への対応
• 48件の講師派遣を行い、計3,600名超の参加
者に向け講演（ 2018/9-2020/7）

• 今年度の派遣先：滋賀県、茨城県、富山県、
愛媛県、白井市、印西市、岐阜市 他

• 今年度の対応先：長崎県、新潟県、栃木県
、滋賀県、神奈川県、愛媛県、茨城県、川崎
市、船橋市、千代田区 他

研修会の実施
• 気候変動適応研修の実施（東北 7/31、中国
四国 8/7、近畿地域 8/28）

• 全国約90の地方公共団体・地域適応センター・
関連団体等から約140名参加（3か所合計）

地域適応センターとの意見交換会
• 計21センターと意見交換会を対面もしくはオ
ンラインにて実施。（2020/4-9）

• センターの要望・課題をヒアリング

今後の研修会開催予定
• 民間事業者を対象とした気候変動適応推進シ
ンポジウム 10/23

• 第３回地域の気候変動適応推進に向けた意見
交換会 10/30

• 中級者向け気候変動適応研修 2021/1下旬
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担当窓口の設置
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応
推進室

気候変動適応
戦略研究室

気候変動影響観測
・監視研究室

気候変動影響
評価研究室

国環研・気候変動適応センター

地域適応センター
（全国）

東日本担当
（北海道、東北、関東）

西日本担当
（中部、近畿、中国四国、九州・沖縄）

浅野 砂川 大山田中 根本 北畠
お問い合わせ先(共通)

電話番号：029-850-2475 ／ メール：a-plat@nies.go.jp

意見交換会でいただいたご意見を踏まえ、
地域ごとの担当窓口を設置

岩渕



4※網掛けした部分はA-PLAT等を通じ、既に支援開始しているメニュー。

支援メニューの検討 (各地域センターからの要望を整理）
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM



地域適応計画策定・
適応策の検討

地域適応計画や適応策を策定
または策定支援を行うにあた
り、策定を支援するツールや
既存の事例などをご覧いただ
けます。

普及啓発、ステークホ
ルダーへの情報提供

地域住民や事業者への情報提
供を行うにあたり、利用可能
な講演資料の雛形や写真・イ
ラスト素材などをご覧いただ
けます。

地域適応センターの運営

センターの運営全般にあたり、
Webやパンフレット作成時の参考
資料や運営における注意事項など
をご覧いただけます。

HOME > 地域の適応 > 地域支援
https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/index.html

地域で気候変動影響や適応につい
ての科学的知見を収集・整理する
にあたり、将来予測データや関連
する情報、情報収集時の参考資料
などをご覧いただけます。

科学的知見の収集・整理

地域支援

支援メニュー一覧 >
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A-PLAT「地域支援」サイトTOPページ
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/index.html


地域気候変動適応センター等に期待される業務の具体事例に対して、NIESが提供
できる支援メニューを紐づけ、「支援メニュー一覧」として掲載。
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HOME > 地域の適応 > 地域支援> 地域支援メニュー一覧
https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/menu.html

1.科学的知見の収集・整理 
適応に関する知見の収集 
• 気候変動適応とは 
• e-ラーニング 
• 気候変動適応用語集 

観測・予測データの収集 
• 気候変動の観測・予測データ 
• 将来予測（WebGIS）の指標 
• 様々な観測データ 
• 経済的な評価に関する研究成果/マニュアル 
• 気候変動影響観測・影響予測の研究成果 

関連情報の収集 
• 政府の取組 
• 関係省庁等の適応に関する取組 
• 関連統計データ 
• 地域ブロック・分野別の研究成果 

2.地域適応計画策定・適応策の検討 
地域適応計画の策定 
• 地域気候変動適応計画一覧 
• 適応策事例集 
• 計画策定マニュアル 
• 地域気候変動適応計画オート出力機能 
• 地域ごとの影響情報の収集 
適応策の検討 
• 適応に関する情報一覧 
• 適応策データベース 

 
  
  
  
  

 

3.普及啓発、ステークホルダーへの情報提供 
プレゼンテーション資料の作成 
• プレゼンテーション支援（ガイドブック、スライド集） 
• 庁内関係者、事業者、一般向けプレゼンテーション 
普及啓発の取組み 
• 普及啓発等に使える図表・イラスト一覧 
• 環境学習・自由研究素材一覧 
• 住民参加型の情報収集 
• GISを用いた情報発信 
• ステークホルダーとの連携 
関連情報の収集 
• 個人の適応 
• 事業者の適応 

4.地域適応センターの運営 
センター運営に関する情報収集 
• 地域気候変動適応センター一覧 
• 活動内容に関する注意事項 
• 組織紹介用パンフレットの雛形 
ウェブサイト開設ツール 

 
  
  

関連情報の収集 
• 都道府県別情報検索プログラム 
• アンケート調査実施時の参考資料 
• インタビュー 
• 地域適応コンソーシアム事業、気候 
変動適応広域協議会 

支援メニュー一覧
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/menu.html


気候変動影響の観測・予測に係る様々な研究成果を整理しています。各地域にお
ける適応を検討する際、関連する研究成果を見つけるきっかけとしていただけます。

○影響予測に関する学術研究論文について（2020年3月時点）イメージ（計109論文）

○影響予測に関する国等の研究プロジェクトについて（2020年3月時点）イメージ（計20論文）
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HOME > 地域の適応 > 地域支援 > 科学的知見の収集・整理 > 気候変動影響観測・影響予測の研究成果
https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/observation_projection.html

農業・
林業・
水産業

農業 水稲

わが国における温
暖化のコメ等穀物
生産への影響と適
応策（S-8）

石郷岡康史
（農業環境技
術研究所）

地域ごとのコメ生産に関する詳細な統計データや水田水利用および水管理に関する
データ、および高解像度気象メッシュデータと土地利用データを整理する。また、気
象、農業統計、地理情報データに基づき、コメおよびコメ以外の作物生産に関する影
響評価モデルのプロトタイプを構築する。さらに、複数の気候モデル予測の不確実性
を考慮に入れたより高度な評価手法により、穀物生産の広域的で確率的な影響予測と
影響軽減のための方策が実施された場合の効果を評価する。

分野 大項目 小項目
研究プロジェクト

のタイトル
代表研究者 研究内容

農業・
林業・
水産業

農業 水稲

気候変動が日本の水資
源に与える影響推計
(Ⅱ)－水需給・米生産
変化と適応策－

2013年
小槻峻司（京都大
学大学院）ら

提案する日本全域水資源モデルと、超高解像度GCMを用いて、
気候変動が日本の水資源に与える影響を推計した。温暖化が米
収穫量に与える影響を推計した結果、北・東・中日本では収量
が増加するが，西日本では逆に減少する傾向が見られた。適応
策として移植日の変化を検討したところ、北日本・西日本では
移植遅延化により収量増加を見込めることを示した。

検索結果の中から、
論文そのもの（J-
STAGE中）を選択

○

論文名称 発行年 執筆者 検索方法
全文
表示

分野 大項目 小項目 研究内容

気候変動影響の観測・予測に関する研究成果
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/observation_projection.html

研究プロジェクト

		気候変動影響予測に関する国等の研究プロジェクトについて（2020年3月時点） キコウヘンドウ エイキョウ ヨソク カン クニ トウ ケンキュウ ネン ガツ ジテン

																								※　　　：現時点で、A-PLAT上のWebGISデータに反映されている項目 ゲンジテン ジョウ ハンエイ コウモク

																								※各プロジェクトについて、以下表記で示す。 カク イカ ヒョウキ シメ

																								　S-8：温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究（環境省） カンキョウショウ

																								　RECCA：気候変動適応研究推進プログラム（文部科学省）

																								　S-15：社会・生態システムの統合化による自然資本・生態系サービスの予測評価（環境省）

																								　気候変動適応研究プログラム：気候変動適応研究プログラム（国立環境研究所）　



		分野		大項目		小項目		研究プロジェクトのタイトル ケンキュウ		URL		代表研究者 ケンキュウ		研究内容 ケンキュウ ナイヨウ		気候モデル キコウ				排出シナリオ ハイシュツ				影響予測モデル
の情報 エイキョウ ヨソク		対象とする期間		時間解像度		空間解像度		対象領域 タイショウ リョウイキ		基準年		備考 ビコウ

																モデルの数 カズ		モデルの名称 メイショウ		シナリオの数 カズ		シナリオの名称 メイショウ

		農業・林業・水産業		農業		水稲		わが国における温暖化のコメ等穀物生産への影響と適応策（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group06.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(6).pdf		石郷岡康史（農業環境技術研究所）		地域ごとのコメ生産に関する詳細な統計データや水田水利用および水管理に関するデータ、および高解像度気象メッシュデータと土地利用データを整理する。また、気象、農業統計、地理情報データに基づき、コメおよびコメ以外の作物生産に関する影響評価モデルのプロトタイプを構築する。さらに、複数の気候モデル予測の不確実性を考慮に入れたより高度な評価手法により、穀物生産の広域的で確率的な影響予測と影響軽減のための方策が実施された場合の効果を評価する。		6種類のGCM シュルイ		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES、CSIRO-Mk3-6-0、bcc-csm1-1		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		国内主要15品種に適用可能なプロセスモデル		1981～2100年 ネン		20年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ		日本 ニホン		1981～2000年

				水産業		回遊性魚介類（魚類等の生態）		気候変動に伴う水産資源・海況変動予測技術の革新と実利用化（RECCA）		https://www.restec.or.jp/recca/staticpages/index/awaji.html		淡路敏之（京都大学理学研究科（元海洋研究開発機構））		本研究は、青森県の主力魚種であるアカイカを対象に、温暖化に伴う漁場や水産資源量の変動の推定を行うとともに、適応策を作るために必要な情報を青森県の漁業者に提供することを目的として、次の2つを研究テーマとして実施してきた。
　・ピンポイント漁場予測として、日々の漁場がどこにどのような形でできるのかを推定する技術を確立する
　・アカイカの漁獲量が毎年どのように変動するのか、また温暖化に伴うアカイカの増減などについて調べる ゾウゲン																						土木学会論文集G(環境) Vol.67 no.5 page.9-15 (2011)に詳細が記載されているはずだが、学会ホームページからもアクセス不可のためI列～P列は記載なし ドボク ガッカイ ロンブン シュウ カンキョウ ショウサイ キサイ ガッカイ フカ

								気候変動による日本周辺海域における海洋環境と生態系への影響評価（気候変動適応研究プログラム）		http://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-4.html		荒巻能史（国立環境研究所） コクリツカンキョウケンキュウショ		大学練習船に協力を得て、気候変動に脆弱な日本海を中心とした沿岸域における環境変化検出のためのプラットフォームを確立し、その永続的なモニタリングを開始する。地方自治体の環境研究所等と連携して、各所で収集されている動植物プランクトン、魚種・漁獲量データ、あるいは海象・気象データを整理・分析する。これら知見の統合から、気候変動による日本周辺海域における環境変化や、それに伴う海洋生態系への影響を把握する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		水環境・水資源		水環境		湖沼・ダム湖　		水源における水質影響評価（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group03.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(3).pdf		梅田信（東北大学大学院）		水源（ダム湖）の水質に関わるデータを収集、整理する。また個別のダム湖における現地調査を実施する。
ダム湖の水質の影響評価のための数値解析モデルを構築する。将来の気候シナリオに基づいて、水文条件等の変化による水質変化を検討し，全国的な水源水質の影響評価を実施する。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		2つの評価指標と流入河川の栄養塩濃度の実測 データを用いたクロロフィルa濃度の評価		2050年期(2031-2050), 2100年期(2081-2100) 		20年単位 ネン タンイ		37ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		2000年期(1981-2000)

				水資源		水供給（地表水）　		気候変動下における四国の水資源政策決定支援システムの開発（RECCA）		https://www.restec.or.jp/recca/staticpages/index/nasu.html
http://www.skr.mlit.go.jp/kikaku/mizu/pdf/17_nasu01.pdf		那須清吾（高知工科大学）		気象学、水文学、経済学等の多様な学問を統合したシミュレーションモデルを開発することで、グローバルな気候変動の情報から、四国、吉野川流域、各市町村といったローカルな地域が受ける影響を予測する方法を確立した。具体的には、地球全体の気候変動の将来予測結果に基づき、四国地方の気候が将来どのように変化するのかを予測できる気候変動予測モデルを作成した。		IPCCの気候変動報告全球規模気候変動予測モデル（25種類のモデル） キコウ ヘンドウ ホウコク ゼン キュウ キボ キコウ ヘンドウ ヨソク シュルイ				不明 フメイ				水文モデル、社会経済モデルの統合モデル シャカイ ケイザイ トウゴウ		2046～2065年 ネン		20年単位 ネン タンイ		市町村単位 シチョウソン タンイ		日本 ニホン		1981～2000年 ネン

		自然生態系		陸域生態系		高山帯・亜高山帯		温暖化が日本の主要な自然植生に及ぼす影響評価（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group05.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(5).pdf		田中信行（森林総合研究所）		植物分布データと環境データベースを用いて優占種など生態系の要となるキーストーン種の空間統計モデルを構築し、潜在生育域を予測する。予測精度を高めるために、(ⅰ)モデルに組み込む説明変数の種類、(ⅱ)応答変数と検証に使用する分布データ（点数、空間配置、解像度、標高）、(ⅲ)予測モデルの種類の３点について検討するとともに、分布移動を組み込んだモデルの構築を行う。キーストーン種の温暖化影響の伴う生態系の変化についても評価する。		20 種類の GCM		不明		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		キーストーン種の空間統計モデル(分布予測モデル)		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ		日本（吉野川流域に限定） ニホン ヨシノ ガワ リュウイキ ゲンテイ		不明 フメイ

						物質収支		山岳凍土動態変化の長期的監視と気候変動による土地脆弱性評価（気候変動適応研究プログラム）		https://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-7.html		内田昌男（国立環境研究所）		日本の山岳永久・季節凍土帯にて、凍土動態の現状把握と将来予測および凍結融解による地表面破壊の長期的監視のための技術開発を行う。また、衛星データ、地形・微気象データ、モデル解析を統合した凍土帯の凍結融解による地表面変位（凍上および沈下量）のマップを作成する。これらの知見により、現状及び将来の凍土融解による地形浸食につながる凍土の脆弱性をより正確に予測することが可能となる、より適切な気候変動適応策の推進において有益な情報の提供が期待される。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

				沿岸生態系、海洋生態系				気候変動等を考慮した将来シナリオにもとづく海域の自然資本・生態系サービスの予測評価（S-15）		http://pances.net/top/テーマ3/サブテーマ3-3/
https://www.nies.go.jp/subjects/2019/24784_fy2019.html		山野博哉（国立環境研究所）		地球環境変動にともなう水温上昇、海洋酸性化、海面上昇等が、海域の自然資本・生態系サービスに与える影響を評価。水温上昇による海洋生物の分布変化など気候変動影響に関する観測データを整備して解析を行い、気候変動に対する海洋生物の応答を明らかにする。海域の環境要因の予測結果と海洋生物の応答に基づいて、日本～アジアスケールで自然資本・生態系サービスの時間変動を評価・推定し、将来の保護区の設定などの適応策の立案につなげる。		各種気候変動モデル・シナリオに基づく								気候モデル出力結果に基づき浅海域の地形・生物の変化予測		短期（～2030年）・中期（2030〜2050年）・長期（2050〜2100年）		10年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		日本 ニホン		2000年代、2010年代 ネン ダイ ネン ダイ

								気候変動による日本周辺海域における海洋環境と生態系への影響評価（気候変動適応研究プログラム）（再掲） サイケイ		http://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-4.html		荒巻能史（国立環境研究所） コクリツカンキョウケンキュウショ		大学練習船に協力を得て、気候変動に脆弱な日本海を中心とした沿岸域における環境変化検出のためのプラットフォームを確立し、その永続的なモニタリングを開始する。地方自治体の環境研究所等と連携して、各所で収集されている動植物プランクトン、魚種・漁獲量データ、あるいは海象・気象データを整理・分析する。これら知見の統合から、気候変動による日本周辺海域における環境変化や、それに伴う海洋生態系への影響を把握する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

				分布・個体群の変動				生物・生態系の変化の検出と予測の高度化（気候変動適応研究プログラム）		https://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj2-4.html		山野博哉（国立環境研究所）		各種生物に関して、気候変動等の影響を検出するため、全国規模で過去から現在にかけての分布データの収集を行う。気候モデルの出力結果等環境変化に関するデータを用いて、将来の分布予測を行う。分布予測に関しては、生物の特性を考慮した予測の高度化を行う。また、気候変動の生物分布への直接影響に加えて、気候変動による感染症の侵入と拡大が生物多様性に与える影響も考慮する。以上より、想定される生物の変化に関する地域からの要望に対応できる体制を整える。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		自然災害・沿岸域		河川 カセン		洪水		全国の洪水氾濫リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(4).pdf		風間聡（東北大学大学院）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。過去に開発した洪水氾濫リスク推定モデルをマルチスケールに適応できるよう改良し、マルチスケールモデルの開発を行う。これを洪水氾濫の脆弱な地域において適用し、検証を行う。この際、各地域が簡便に被害を推定できる手法を提案する。豪雨のダウンスケーリングした結果を入力し、将来の洪水氾濫の被害予測をマルチスケールで行う。精緻と簡易モデルの検証ならびに改良を行う。		3種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		最大確率流量を生じさせる降雨を用いて氾濫計算を行い、日本全国における洪水被害額を算出		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		流域単位 リュウイキ タンイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

								ゲリラ豪雨の予測手法の開発（九州地域）（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group11.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-2(2).pdf		小松利光（九州大学大学院）		ゲリラ豪雨に影響を与えると考えられる都市熱環境の変化を評価するため、福岡都市圏において長期多点同時観測を行うとともに、過去の観測データとの比較により都市の発展による熱環境の変化を評価する。気象モデルおよび雲解像モデルを用いて、ゲリラ豪雨の事例解析を行い、ゲリラ豪雨の発生機構およびその特性を明らかにする。都市の熱環境の変化がゲリラ豪雨の発生頻度などへ与える影響を推定し、ゲリラ豪雨の高頻度化などに伴う都市の降雨災害の予測解析を行う。		不明 フメイ				不明 フメイ				メソ気象モデルを用いた再現シミュレーションおよび人工排熱量を3通りに変化させたシミュレーション		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1時間単位 ジカン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本（九州地方に限定） ニホン キュウシュウ チホウ ゲンテイ		不明 フメイ

				高潮・高波等		高潮・高波		全国の高潮災害リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(4).pdf		浅井正（元国土技術政策総合研究所）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。高潮災害の被害予測モデルの空間解像度を高めるとともに、対象地域を全国に拡張する。土地利用と高潮災害の関係を分析し、一部地域を対象に土地利用を考慮した高潮災害の被害予測モデルを構築する。土地利用を考慮した高潮被害予測モデルを全国に拡張し、ダウンスケーリングした気象データをもとに将来の高潮災害の被害予測を行う。		不明 フメイ				4種類のシナリオ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		護岸等の越波・越流量を、様々な平均水位と波浪条件を設定し数値波動水路でシミュレーション		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		標高15m以下の地域、893の計算セルを設定（セルの大きさは不明） オオ フメイ		日本 ニホン		2000年

						海岸侵食　		全国の沿岸侵食リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(4).pdf		有働恵子（東北大学）		全国の海岸侵食状況等に関する資料を収集し、これと数値地図情報のデータ書式を統一する。また、広域海岸海浜変形モデルの構築を行う。全国砂浜後退災害を現地データで検証した後、全国の地図データに展開する。モデルの精緻化を行い、海岸構造物を考慮した構造に改良する。全国の砂浜侵食マップを作成し、沿岸侵食リスクマップの作成を行う。精緻化されたモデルは、仙台南部海岸で構造物の侵食効果を検証する。		3種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		将来予測される海面上昇に対する全国の砂浜消失被害関数を、海面上昇量を全国一律と仮定し、設定 セッテイ		2081～2100年		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

				山地 サンチ		土石流・地すべり等　		全国の土砂災害リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(4).pdf		川越清樹（福島大学大学院）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。すでに開発した斜面崩壊リスク推定モデルをマルチスケールに適応できるよう改良を行う。このマルチスケールモデルの再現性と検証を行う。この際、降雨強度と被害の関係式のチャートを作成し、各地域が簡便に被害を推定できる手法（簡易モデル）を提案する。豪雨のダウンスケーリングした結果を入力し、将来の斜面災害の被害予測をマルチスケールで行う。簡易な両モデルの検証ならびに改良を行う。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		降雨変化に応じて斜面崩壊の危険性を求める斜面崩壊モデルを用い、被害額や曝露人口を予測 ヒガイ ガク バクロ ジンコウ ヨソク		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

		健康 ケンコウ		暑熱		死亡リスク　		温暖化死亡影響モデルの精緻化・簡易化（S-8）		https://www.nies.go.jp/s8_project/group/group07.html
www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(7).pdf		本田靖（筑波大学）		評価モデルに遅延効果および大気汚染の影響を組み込んだモデルのプロトタイプを完成させる。
感染症の影響を適切に評価できるモデルを完成させつつ、極端な気温における超過死亡推定の精度を高めたモデルを完成させる。気象パターンをいくつかに分け、それぞれの気象パターンごとに、数値モデルによりオゾン発生量を推定、予測を行う。対象を東アジアに広げ、モデルの問題点を確認する。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		大循環モデルに従って気温が上昇した場合の「気候変化で引き起こされる熱関連死亡数」を予測		2030年、2050年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		アジアの中の日本 ナカ ニホン		1961～1990年

				感染症		節足動物媒介感染症　		節足動物媒介性感染症に及ぼす温暖化影響評価と適応政策、国民への成果発信に関する研究（S-8）		https://www.nies.go.jp/s8_project/group/group08.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(8).pdf		倉根一郎（国立感染症研究所）		日本脳炎ウイルス増幅動物であるブタの抗体陽性率の調査を継続し、指標として、夏季の温度のみでなく、年間気温や冬季気温との関係、雨量との関係等を明らかにする。日本脳炎患者数への温暖化影響評価手法を開発し影響評価を行う。自治体レベル、アジアで行ないうる影響評価手法を開発する。さらに、アジアで影響評価が可能である日本脳炎患者数への温暖化影響評価手法を台湾とタイに技術移転し温暖化影響を明らかにする。		気候モデルは利用していない								ブタの抗体陽性率を指標として、気温あるいは雨量との関係性等を重回帰などで分析 ジュウカイキ ブンセキ		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								感染症媒介昆虫の活動に及ぼす温暖化影響に関する研究（S-8）		https://www.nies.go.jp/s8_project/group/group08.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(8).pdf		小林睦生（国立感染症研究所）		感染症媒介蚊であるヒトスジシマカの東北地方における分布地域をさらに詳細に調査し、これまでの調査結果と今回の結果から地球温暖化影響を明らかにする。媒介蚊の分布域調査に加えて、蚊の密度に及ぼす温暖化影響手法を開発し温暖化影響を明らかにする。さらに、地方自治体においても可能な影響評価手法を開発し技術移転する。また、各地方自治体との共同研究によって、新たに侵入した地域における定着と分布域拡大に対する温暖化影響について明らかにする。		1種類のGCM		MIROC K1 		2種類のシナリオ シュルイ		RCP（6.0、2.6）		GISを利用して媒介動物の分布域拡大を解析し、感染症流行の将来予測を行う		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		2014年 ネン

				その他				気候変動による日本およびアジア太平洋域の大気汚染の変化とその環境影響評価（気候変動適応研究プログラム）		https://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj2-3.html		永島達也（国立環境研究所）		アジア太平洋地域を対象として、都市域や森林火災域における大気汚染状況を観測またはデータベース化することにより汚染物質排出量や気象・反応パラメータを再評価する。また、過去における日本の観測データと大気化学モデルの計算結果を解析して気候変動に対する大気汚染の感度とその決定機構を明らかにする。植物実験を行って植生影響評価モデルの高度化に取り組み、将来の気候変動による大気汚染変化のモデル計算を行って、それを用いた健康や農作物生産への影響を評価する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		国民生活・都市生活		都市インフラ・ライフライン等 トシ		水道、交通等　		大都市における水道への影響評価に関する研究（S-8）		https://www.nies.go.jp/s8_project/group/group03.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(3).pdf		秋葉道宏（国立保健医療科学院）		大都市における水利用の長期的動向を明らかにするとともに、気温と水需要量、原水水質と薬品・エネルギー使用量との関係を明らかにする。水需要や薬品・エネルギー使用量と気温以外の気象条件との関連性について検証を行う。様々なシナリオによる都市用水需要変化や、水道事業における薬品・エネルギー使用量変化を評価できるモデルを開発する。全国の都市を対象として評価を行い、地域性、サイズファクター等の影響など明らかにする。		不明 フメイ				不明 フメイ				・ダム湖への流入河川流入量・ダム湖内濁度を予測する準分布型水文水質モデル
・ここでは、1日当たり給水制限率100%という前提を与えた		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1日単位 ニチ タンイ		市町村単位 シチョウソン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ
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研究プロジェクト (2)

		気候変動影響予測に関する国等の研究プロジェクトについて（2020年3月時点） キコウヘンドウ エイキョウ ヨソク カン クニ トウ ケンキュウ ネン ガツ ジテン

																						※　　　：現時点で、A-PLAT上のWebGISデータに反映されている項目 ゲンジテン ジョウ ハンエイ コウモク

																						※各プロジェクトについて、以下表記で示す。 カク イカ ヒョウキ シメ

																						　S-8：温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究（環境省） カンキョウショウ

																						　RECCA：気候変動適応研究推進プログラム（文部科学省）

																						　S-15：社会・生態システムの統合化による自然資本・生態系サービスの予測評価（環境省）

																						　気候変動適応研究プログラム：気候変動適応研究プログラム（国立環境研究所）　



		分野		大項目		小項目		研究プロジェクト
のタイトル ケンキュウ		代表研究者 ケンキュウ		研究内容 ケンキュウ ナイヨウ		気候モデル キコウ				排出シナリオ ハイシュツ				影響予測モデル
の情報 エイキョウ ヨソク		対象とする期間		時間解像度		空間解像度		対象領域 タイショウ リョウイキ		基準年		備考 ビコウ

														モデルの数 カズ		モデルの名称 メイショウ		シナリオの数 カズ		シナリオの名称 メイショウ

		農業・林業・水産業		農業		水稲		わが国における温暖化のコメ等穀物生産への影響と適応策（S-8）		石郷岡康史（農業環境技術研究所）		地域ごとのコメ生産に関する詳細な統計データや水田水利用および水管理に関するデータ、および高解像度気象メッシュデータと土地利用データを整理する。また、気象、農業統計、地理情報データに基づき、コメおよびコメ以外の作物生産に関する影響評価モデルのプロトタイプを構築する。さらに、複数の気候モデル予測の不確実性を考慮に入れたより高度な評価手法により、穀物生産の広域的で確率的な影響予測と影響軽減のための方策が実施された場合の効果を評価する。		6種類のGCM シュルイ		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES、CSIRO-Mk3-6-0、bcc-csm1-1		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		国内主要15品種に適用可能なプロセスモデル		1981～2100年 ネン		20年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ		日本 ニホン		1981～2000年

				水産業		回遊性魚介類（魚類等の生態）		気候変動に伴う水産資源・海況変動予測技術の革新と実利用化（RECCA）		淡路敏之（京都大学理学研究科（元海洋研究開発機構））		本研究は、青森県の主力魚種であるアカイカを対象に、温暖化に伴う漁場や水産資源量の変動の推定を行うとともに、適応策を作るために必要な情報を青森県の漁業者に提供することを目的として、次の2つを研究テーマとして実施してきた。
　・ピンポイント漁場予測として、日々の漁場がどこにどのような形でできるのかを推定する技術を確立する
　・アカイカの漁獲量が毎年どのように変動するのか、また温暖化に伴うアカイカの増減などについて調べる ゾウゲン																						土木学会論文集G(環境) Vol.67 no.5 page.9-15 (2011)に詳細が記載されているはずだが、学会ホームページからもアクセス不可のためI列～P列は記載なし ドボク ガッカイ ロンブン シュウ カンキョウ ショウサイ キサイ ガッカイ フカ

								気候変動による日本周辺海域における海洋環境と生態系への影響評価（気候変動適応研究プログラム）		荒巻能史（国立環境研究所） コクリツカンキョウケンキュウショ		大学練習船に協力を得て、気候変動に脆弱な日本海を中心とした沿岸域における環境変化検出のためのプラットフォームを確立し、その永続的なモニタリングを開始する。地方自治体の環境研究所等と連携して、各所で収集されている動植物プランクトン、魚種・漁獲量データ、あるいは海象・気象データを整理・分析する。これら知見の統合から、気候変動による日本周辺海域における環境変化や、それに伴う海洋生態系への影響を把握する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		水環境・水資源		水環境		湖沼・ダム湖　		水源における水質影響評価（S-8）		梅田信（東北大学大学院）		水源（ダム湖）の水質に関わるデータを収集、整理する。また個別のダム湖における現地調査を実施する。
ダム湖の水質の影響評価のための数値解析モデルを構築する。将来の気候シナリオに基づいて、水文条件等の変化による水質変化を検討し，全国的な水源水質の影響評価を実施する。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		2つの評価指標と流入河川の栄養塩濃度の実測 データを用いたクロロフィルa濃度の評価		2050年期(2031-2050), 2100年期(2081-2100) 		20年単位 ネン タンイ		37ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		2000年期(1981-2000)

				水資源		水供給（地表水）　		気候変動下における四国の水資源政策決定支援システムの開発（RECCA）		那須清吾（高知工科大学）		気象学、水文学、経済学等の多様な学問を統合したシミュレーションモデルを開発することで、グローバルな気候変動の情報から、四国、吉野川流域、各市町村といったローカルな地域が受ける影響を予測する方法を確立した。具体的には、地球全体の気候変動の将来予測結果に基づき、四国地方の気候が将来どのように変化するのかを予測できる気候変動予測モデルを作成した。		IPCCの気候変動報告全球規模気候変動予測モデル（25種類のモデル） キコウ ヘンドウ ホウコク ゼン キュウ キボ キコウ ヘンドウ ヨソク シュルイ				不明 フメイ				水文モデル、社会経済モデルの統合モデル シャカイ ケイザイ トウゴウ		2046～2065年 ネン		20年単位 ネン タンイ		市町村単位 シチョウソン タンイ		日本 ニホン		1981～2000年 ネン

		自然生態系		陸域生態系		高山帯・亜高山帯		温暖化が日本の主要な自然植生に及ぼす影響評価（S-8）		田中信行（森林総合研究所）		植物分布データと環境データベースを用いて優占種など生態系の要となるキーストーン種の空間統計モデルを構築し、潜在生育域を予測する。予測精度を高めるために、(ⅰ)モデルに組み込む説明変数の種類、(ⅱ)応答変数と検証に使用する分布データ（点数、空間配置、解像度、標高）、(ⅲ)予測モデルの種類の３点について検討するとともに、分布移動を組み込んだモデルの構築を行う。キーストーン種の温暖化影響の伴う生態系の変化についても評価する。		20 種類の GCM		不明		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		キーストーン種の空間統計モデル(分布予測モデル)		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ		日本（吉野川流域に限定） ニホン ヨシノ ガワ リュウイキ ゲンテイ		不明 フメイ

						物質収支		山岳凍土動態変化の長期的監視と気候変動による土地脆弱性評価（気候変動適応研究プログラム）		内田昌男（国立環境研究所）		日本の山岳永久・季節凍土帯にて、凍土動態の現状把握と将来予測および凍結融解による地表面破壊の長期的監視のための技術開発を行う。また、衛星データ、地形・微気象データ、モデル解析を統合した凍土帯の凍結融解による地表面変位（凍上および沈下量）のマップを作成する。これらの知見により、現状及び将来の凍土融解による地形浸食につながる凍土の脆弱性をより正確に予測することが可能となる、より適切な気候変動適応策の推進において有益な情報の提供が期待される。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

				沿岸生態系、海洋生態系				気候変動等を考慮した将来シナリオにもとづく海域の自然資本・生態系サービスの予測評価（S-15）		山野博哉（国立環境研究所）		地球環境変動にともなう水温上昇、海洋酸性化、海面上昇等が、海域の自然資本・生態系サービスに与える影響を評価。水温上昇による海洋生物の分布変化など気候変動影響に関する観測データを整備して解析を行い、気候変動に対する海洋生物の応答を明らかにする。海域の環境要因の予測結果と海洋生物の応答に基づいて、日本～アジアスケールで自然資本・生態系サービスの時間変動を評価・推定し、将来の保護区の設定などの適応策の立案につなげる。		各種気候変動モデル・シナリオに基づく								気候モデル出力結果に基づき浅海域の地形・生物の変化予測		短期（～2030年）・中期（2030〜2050年）・長期（2050〜2100年）		10年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		日本 ニホン		2000年代、2010年代 ネン ダイ ネン ダイ

								気候変動による日本周辺海域における海洋環境と生態系への影響評価（気候変動適応研究プログラム）（再掲） サイケイ		荒巻能史（国立環境研究所） コクリツカンキョウケンキュウショ		大学練習船に協力を得て、気候変動に脆弱な日本海を中心とした沿岸域における環境変化検出のためのプラットフォームを確立し、その永続的なモニタリングを開始する。地方自治体の環境研究所等と連携して、各所で収集されている動植物プランクトン、魚種・漁獲量データ、あるいは海象・気象データを整理・分析する。これら知見の統合から、気候変動による日本周辺海域における環境変化や、それに伴う海洋生態系への影響を把握する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

				分布・個体群の変動				生物・生態系の変化の検出と予測の高度化（気候変動適応研究プログラム）		山野博哉（国立環境研究所）		各種生物に関して、気候変動等の影響を検出するため、全国規模で過去から現在にかけての分布データの収集を行う。気候モデルの出力結果等環境変化に関するデータを用いて、将来の分布予測を行う。分布予測に関しては、生物の特性を考慮した予測の高度化を行う。また、気候変動の生物分布への直接影響に加えて、気候変動による感染症の侵入と拡大が生物多様性に与える影響も考慮する。以上より、想定される生物の変化に関する地域からの要望に対応できる体制を整える。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		自然災害・沿岸域		河川 カセン		洪水		全国の洪水氾濫リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		風間聡（東北大学大学院）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。過去に開発した洪水氾濫リスク推定モデルをマルチスケールに適応できるよう改良し、マルチスケールモデルの開発を行う。これを洪水氾濫の脆弱な地域において適用し、検証を行う。この際、各地域が簡便に被害を推定できる手法を提案する。豪雨のダウンスケーリングした結果を入力し、将来の洪水氾濫の被害予測をマルチスケールで行う。精緻と簡易モデルの検証ならびに改良を行う。		3種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		最大確率流量を生じさせる降雨を用いて氾濫計算を行い、日本全国における洪水被害額を算出		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		流域単位 リュウイキ タンイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

								ゲリラ豪雨の予測手法の開発（九州地域）（S-8）		小松利光（九州大学大学院）		ゲリラ豪雨に影響を与えると考えられる都市熱環境の変化を評価するため、福岡都市圏において長期多点同時観測を行うとともに、過去の観測データとの比較により都市の発展による熱環境の変化を評価する。気象モデルおよび雲解像モデルを用いて、ゲリラ豪雨の事例解析を行い、ゲリラ豪雨の発生機構およびその特性を明らかにする。都市の熱環境の変化がゲリラ豪雨の発生頻度などへ与える影響を推定し、ゲリラ豪雨の高頻度化などに伴う都市の降雨災害の予測解析を行う。		不明 フメイ				不明 フメイ				メソ気象モデルを用いた再現シミュレーションおよび人工排熱量を3通りに変化させたシミュレーション		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1時間単位 ジカン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本（九州地方に限定） ニホン キュウシュウ チホウ ゲンテイ		不明 フメイ

				高潮・高波等		高潮・高波		全国の高潮災害リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		浅井正（元国土技術政策総合研究所）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。高潮災害の被害予測モデルの空間解像度を高めるとともに、対象地域を全国に拡張する。土地利用と高潮災害の関係を分析し、一部地域を対象に土地利用を考慮した高潮災害の被害予測モデルを構築する。土地利用を考慮した高潮被害予測モデルを全国に拡張し、ダウンスケーリングした気象データをもとに将来の高潮災害の被害予測を行う。		不明 フメイ				4種類のシナリオ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		護岸等の越波・越流量を、様々な平均水位と波浪条件を設定し数値波動水路でシミュレーション		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		標高15m以下の地域、893の計算セルを設定（セルの大きさは不明） オオ フメイ		日本 ニホン		2000年

						海岸侵食　		全国の沿岸侵食リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		有働恵子（東北大学）		全国の海岸侵食状況等に関する資料を収集し、これと数値地図情報のデータ書式を統一する。また、広域海岸海浜変形モデルの構築を行う。全国砂浜後退災害を現地データで検証した後、全国の地図データに展開する。モデルの精緻化を行い、海岸構造物を考慮した構造に改良する。全国の砂浜侵食マップを作成し、沿岸侵食リスクマップの作成を行う。精緻化されたモデルは、仙台南部海岸で構造物の侵食効果を検証する。		3種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		将来予測される海面上昇に対する全国の砂浜消失被害関数を、海面上昇量を全国一律と仮定し、設定 セッテイ		2081～2100年		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

				山地 サンチ		土石流・地すべり等　		全国の土砂災害リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		川越清樹（福島大学大学院）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。すでに開発した斜面崩壊リスク推定モデルをマルチスケールに適応できるよう改良を行う。このマルチスケールモデルの再現性と検証を行う。この際、降雨強度と被害の関係式のチャートを作成し、各地域が簡便に被害を推定できる手法（簡易モデル）を提案する。豪雨のダウンスケーリングした結果を入力し、将来の斜面災害の被害予測をマルチスケールで行う。簡易な両モデルの検証ならびに改良を行う。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		降雨変化に応じて斜面崩壊の危険性を求める斜面崩壊モデルを用い、被害額や曝露人口を予測 ヒガイ ガク バクロ ジンコウ ヨソク		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

		健康 ケンコウ		暑熱		死亡リスク　		温暖化死亡影響モデルの精緻化・簡易化（S-8）		本田靖（筑波大学）		評価モデルに遅延効果および大気汚染の影響を組み込んだモデルのプロトタイプを完成させる。
感染症の影響を適切に評価できるモデルを完成させつつ、極端な気温における超過死亡推定の精度を高めたモデルを完成させる。気象パターンをいくつかに分け、それぞれの気象パターンごとに、数値モデルによりオゾン発生量を推定、予測を行う。対象を東アジアに広げ、モデルの問題点を確認する。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		大循環モデルに従って気温が上昇した場合の「気候変化で引き起こされる熱関連死亡数」を予測		2030年、2050年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		アジアの中の日本 ナカ ニホン		1961～1990年

				感染症		節足動物媒介感染症　		節足動物媒介性感染症に及ぼす温暖化影響評価と適応政策、国民への成果発信に関する研究（S-8）		倉根一郎（国立感染症研究所）		日本脳炎ウイルス増幅動物であるブタの抗体陽性率の調査を継続し、指標として、夏季の温度のみでなく、年間気温や冬季気温との関係、雨量との関係等を明らかにする。日本脳炎患者数への温暖化影響評価手法を開発し影響評価を行う。自治体レベル、アジアで行ないうる影響評価手法を開発する。さらに、アジアで影響評価が可能である日本脳炎患者数への温暖化影響評価手法を台湾とタイに技術移転し温暖化影響を明らかにする。		気候モデルは利用していない								ブタの抗体陽性率を指標として、気温あるいは雨量との関係性等を重回帰などで分析 ジュウカイキ ブンセキ		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								感染症媒介昆虫の活動に及ぼす温暖化影響に関する研究（S-8）		小林睦生（国立感染症研究所）		感染症媒介蚊であるヒトスジシマカの東北地方における分布地域をさらに詳細に調査し、これまでの調査結果と今回の結果から地球温暖化影響を明らかにする。媒介蚊の分布域調査に加えて、蚊の密度に及ぼす温暖化影響手法を開発し温暖化影響を明らかにする。さらに、地方自治体においても可能な影響評価手法を開発し技術移転する。また、各地方自治体との共同研究によって、新たに侵入した地域における定着と分布域拡大に対する温暖化影響について明らかにする。		1種類のGCM		MIROC K1 		2種類のシナリオ シュルイ		RCP（6.0、2.6）		GISを利用して媒介動物の分布域拡大を解析し、感染症流行の将来予測を行う		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		2014年 ネン

				その他				気候変動による日本およびアジア太平洋域の大気汚染の変化とその環境影響評価（気候変動適応研究プログラム）		永島達也（国立環境研究所）		アジア太平洋地域を対象として、都市域や森林火災域における大気汚染状況を観測またはデータベース化することにより汚染物質排出量や気象・反応パラメータを再評価する。また、過去における日本の観測データと大気化学モデルの計算結果を解析して気候変動に対する大気汚染の感度とその決定機構を明らかにする。植物実験を行って植生影響評価モデルの高度化に取り組み、将来の気候変動による大気汚染変化のモデル計算を行って、それを用いた健康や農作物生産への影響を評価する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		国民生活・都市生活		都市インフラ・ライフライン等 トシ		水道、交通等　		大都市における水道への影響評価に関する研究（S-8）		秋葉道宏（国立保健医療科学院）		大都市における水利用の長期的動向を明らかにするとともに、気温と水需要量、原水水質と薬品・エネルギー使用量との関係を明らかにする。水需要や薬品・エネルギー使用量と気温以外の気象条件との関連性について検証を行う。様々なシナリオによる都市用水需要変化や、水道事業における薬品・エネルギー使用量変化を評価できるモデルを開発する。全国の都市を対象として評価を行い、地域性、サイズファクター等の影響など明らかにする。		不明 フメイ				不明 フメイ				・ダム湖への流入河川流入量・ダム湖内濁度を予測する準分布型水文水質モデル
・ここでは、1日当たり給水制限率100%という前提を与えた		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1日単位 ニチ タンイ		市町村単位 シチョウソン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ





学術研究論文

		気候変動影響予測に関する学術研究論文について（2020年3月時点） キコウヘンドウ エイキョウ ヨソク カン ガクジュツ ケンキュウ ロンブン ネン ガツ ジテン

																														※　　　：現時点で、A-PLAT上のWebGISデータに反映されている項目 ゲンジテン ジョウ ハンエイ コウモク



		分野		大項目		小項目		論文名称 ロンブン メイショウ		発行年 ハッコウネン		執筆者 シッピツシャ		研究内容 ケンキュウ ナイヨウ		検索方法 ケンサク ホウホウ		全文表示 ゼンブン ヒョウジ		気候モデル キコウ				排出シナリオ ハイシュツ				影響予測モデル
の情報 エイキョウ ヨソク		対象とする期間		時間解像度		空間解像度		対象領域 タイショウ リョウイキ		基準年

																				モデルの数 カズ		モデルの名称 メイショウ		シナリオの数 カズ		シナリオの名称 メイショウ

		農業・林業・水産業		農業		水稲		気候変動が日本の水資源に与える影響推計 (Ⅱ)－水需給・米生産変化と適応策－		2013年 ネン		小槻峻司（京都大学大学院）ら キョウト ダイガク ダイガクイン		提案する日本全域水資源モデルと、超高解像度GCMを用いて、気候変動が日本の水資源に与える影響を推計した。温暖化が米収穫量に与える影響を推計した結果、北・東・中日本では収量が増加するが，西日本では逆に減少する傾向が見られた。適応策として移植日の変化を検討したところ、北日本・西日本では移植遅延化により収量増加を見込めることを示した。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択 ロンブン ナカ センタク		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.1S		不明 フメイ				水需給バランスを（CWD）と呼ばれる水ストレス指標により解析		1979～2003年、2015～2039年、2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		地方単位、メッシュ単位（国土数値情報に基づく） チホウ タンイ タンイ コクド スウチ ジョウホウ モト		日本 ニホン		1979～2003年

								温暖化が水稲移植晩限日に及ぼす影響の解析と予測		2013年 ネン		中川博視（農業・食品産業技術総合研究機構）ら		温暖化が水稲の移植晩限に及ぼす影響について、移植晩限推定法を用いて解析・予測した。寒冷地においては、登熟相の低温による登熱不良を避けることが重要であるが、南下や温暖化するにつれ晩植による収量損失の重要性が高まることが示唆される。 スイテイホウ モチ カイセキ ヨソク カンレイチ トウ ジュク ソウ テイオン トウ ネツ フリョウ サ ジュウヨウ ナンカ オンダンカ バン ショク シュウリョウ ソンシツ ジュウヨウ セイ タカ シサ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								温暖化が水稲移植晩限に及ぼす影響を、前報移植晩限推定法を用いて解析・予測		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1日単位 ニチ タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								圃場における将来気候変動が水稲の収量と灌漑水量に与える影響に関する研究		2013年 ネン		辰己賢一（東京農工大学）ら トウキョウ ノウコウ ダイガク		統計的ダウンスケーリング手法等で得られた気候値を農作物収量算定モデルの入力値に用い、圃場における現在、将来の水稲収量および蒸散、灌漑投入水量等を見積もり、気候変動が水稲の収量や水収支に与える影響を評価した。河川からの取水量増加の必要性を示唆する結果などとなった．  トウ エ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-CGCM3		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2）		気候値を農作物収量算定モデルの入力値に用い、気候変動が水稲の収量や水収支に与える影響を評価 キコウ チ ノウサクモツ シュウリョウ サンテイ ニュウリョクチ モチ キコウ ヘンドウ スイトウ シュウリョウ ミズ シュウシ アタ エイキョウ ヒョウカ		2071～2100年		30年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本（松山市に限定） ニホン マツヤマシ ゲンテイ		2007～2011年

								Probabilistic evaluation of climate change impacts on paddy rice productivity in Japan		2011年 ネン		飯泉仁之直（農業環境技術研究所）ら イイズミ ヒトシ コレ スナオ		大気循環モデル（GCM）、作物モデルにおける生物物理学的および経験的パラメータ値に関連する気候予測における不確実性を説明する。2090年代の予測収量変化の不確実性に対する気候予測と作物パラメータ値の相対的な寄与も調べた。特定の都道府県では、作物パラメータの値の選択がGCMの値よりも重要になる可能性がある。 タイキ		検索結果の中からSpringerLinkページを選択し、その中の「Download to read the full article text 」をクリック		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC5、MRI-CGCM3、CSIRO-Mk3-6-0		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2）		大気循環モデル、作物モデルにおける生物物理学的および経験的パラメータ値に関連する気候予測		2046〜2065年、2081〜2100年		20年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1981〜2000年

								Adaptation of rice to climate change through a cultivar-based simulation a possible cultivar shift in eastern Japan		2015年 ネン		吉田龍平（福島大学）ら		日本の現在の涼しい気候における複数の測定基準と栽培品種に基づいて気候変動への適応を評価する。イネをモデルに、現在と将来の気候条件のために、10 kmメッシュに動的に縮小された、代表的な濃度経路を持つ全球気候モデル（MIROC5）の出力を適用した。		検索結果の中から、論文そのもの（早稲田大学研究成果、抄録のみ）を選択 ロンブン ワセダ ダイガク ケンキュウ セイカ ショウロク センタク				1種類のGCM シュルイ		MIROC5		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		気候データは稲作モデルに入力され、10の主要な栽培品種の性能が各メッシュで比較 キコウ		2081～2099年 ネン		20年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1981～2000年 ネン

						野菜 ヤサイ		Dynamic Panel Data Analysis of the Impacts of Climate Change on Agricultural Production in Japan		2015年 ネン		徳永澄憲（麗澤大学）ら		パネルデータを用いて、地球温暖化による日本の農業生産に与える影響を実証的に明示した。結果、気候変動による気温上昇と降水量、日射量の低下が気温や降水量の上昇に伴い、日本の野菜やジャガイモの生産量が減少した。 ケッカ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								3つの気象変数を組み込んだ農産物の関数を使用して、静的パネルデータ分析を実施		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1995～2006年

						土地利用型作物 トチ リヨウガタ サクモツ		ダイズ品種の発育モデルの作成と気温上昇が発育速度に及ぼす影響の広域推定		2015年 ネン		中野聡史（農研機構）ら ノウケン キコウ		発育モデルを作成し、気温上昇がダイズの発育に及ぼす影響を「メッシュ農業気象データ」を用いて広域的に推定した。発育モデルによる推定値と実測値との誤差は少しにとどまった。東日本では、気温上昇による発育速度への影響が大きくなったものと推察された。  スコ ヒガシ ニホン		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								発育モデルを作成し、気温上昇がダイズの発育に及ぼす影響を広域的に推定		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		1980～2013年

						畜産 チクサン		地球温暖化が日本における家畜の生産性に及ぼす影響評価の現状と課題		2009年 ネン		野中最子（農研機構）ら ノウ キコウ		鶏、豚、牛について生産性と環境温度の関係を検討し、その実験データをベースに日本における将来の生産性低下の予測を行った。また、温暖化に適応するための技術として、栄養管理および飼料給与などの管理技術と、畜舎設備、 施設利用に関する管理技術について着目して検討している。 ケントウ		検索結果の中から、論文そのもの（AIRIES）を選択 ロンブン センタク		○		気候モデルは利用していない								家畜の生産性と環境温度の関係を検討し、その実験データをベースに日本における将来の生産性低下を予測 カチク		2060年代 ネン ダイ		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

								わが国のホルスタイン種育成雌牛の夏季増体量に及ぼす温暖化の影響 リョウ		2010年 ネン		野中最子（農研機構）ら ノウケン キコウ		ホルスタイン種育成雌牛では、現在の8月で既に西日本、東海および関東で適温期と比較して5～15%増体量が低下しているが、温暖化の進行に伴い2060年代には西日本、東海、北陸および関東まで15%以上の増体量低下を示す地域が拡大することが予測される。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		4種類のGCM シュルイ		CCSR/NIES、CGCM1、CSIRO-Mk2、ECHAM4/OPYC3		不明 フメイ				環境温度の上昇が育成雌牛の生産に及ぼす影響を試算し、日本地図上で推定 カンキョウ オンド ジョウショウ イクセイ メス ウシ セイサン オヨ エイキョウ シサン ニホン チズ ジョウ スイテイ		2020、2040、2060年 ネン		1年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1971～2000年

						病害虫・雑草		Future risk of maize orange leafhopper Cicadulina biqunctata and maize wallaby ear symptom in temperature Japan		2016年 ネン		Keiichiro Matsukuraら		循環モデルにより、日本におけるトウモロコシの病害発症、将来のリスクが予測された。回帰分析で、現在の分布に対する冬季の累積低温の有意な寄与を示した。病害発症の範囲は、特に九州、四国、および2060年代以降の本州の南部で、北方向に広がると予測された。 ビョウガイ ハッショウ ブンセキ ビョウガイ ハッショウ		検索結果の中から、論文そのもの（SpringerLink内、抄録のみ）を選択 ロンブン ナイ ショウロク センタク				不明 フメイ				不明 フメイ				循環モデルにより、日本におけるトウモロコシの病害発症、将来のリスクを予測		不明 フメイ		10年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ

						農業生産基盤　		気候変動が日本の食糧生産・水需給に与える影響評価		2012年 ネン		小槻峻司（京都大学大学院）ら		稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作の5つのモジュールから成る水資源モデルを開発し、日本全域に適用して検証を行った。また、気候変動が日本の食糧生産・水需給に与える影響を推計した。本モデルでは、適応策として耕作時期を早期化するのが良いという結果になったが、遅延化が良いとする農学系の研究もあり、より深い議論と検証が必要である。 ホン ケッカ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM20		不明 フメイ				稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作の5つのモジュールから成る水資源モデル		2015〜2039年、2075〜2099年		25年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								Nationwide assessment of the impact of climate change on agricultural water resources in Japan using multiple emission scenarios in CMIP5		2017年 ネン		工藤亮治（岡山大学）ら		気候変動が日本全国の農業用水資源に及ぼす影響について全国評価マップを作成した。この地図により、気候変動が日本の農業用水資源に与える影響を評価するための枠組みを提供し、気候変動に対して脆弱な地域を明らかにした。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC5、HadGEM2-ES、CSIRO-Mk3-6-0		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		気候モデルと水文モデルを使用して、全国の農業用水資源に対する気候変動の影響に関する全国評価マップを作成		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1981～2000年

								Fluctuations in Rice Productivity Caused by Long and Heavy Rain Under Climate Change in Japan: Evidence from Panel Data Regression Analysis		2015年 ネン		工藤亮治（岡山大学）ら		本研究では、因果関数を推定することにより、日本のコメ全体の生産性に対する長期大雨の影響を評価することを目的とする。雨の影響は常に負であり、雨に対する絶対的な生産性弾力性は、収量と質によって温度よりも低かった。また、将来の気候変動による予測降雨の変化に米の生産量が変動した。 セイサンセイ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				因果関数を推定することにより、日本のコメ全体の生産性に対する長期大雨の影響を評価		2041～2060年、
2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		2011～2030年

				林業 リンギョウ		木材生産（人工林等）　		日本全国スケールでのスギ・ヒノキ・カラマツ林炭素動態シミュレーションにおける林業振興の影響		2011年 ネン		光田靖（森林総合研究所）ら		温暖化する気候を考慮しながら林業政策を進めていくために、気象条件や森林の状態、林業政策の影響などを反映しながら森林の炭素動態を予測できるシステムと、システムを用いた比較シミュレーションが不可欠である。結果、炭素蓄積量は増加するが、炭素吸収量は減少する傾向となった。 オンダンカ キコウ コウリョ リンギョウ セイサク スス キショウ ジョウケン シンリン ジョウタイ リンギョウ セイサク エイキョウ ハンエイ シンリン タンソ ドウタイ ヨソク モチ ヒカク フカケツ ケッカ タンソ チクセキ リョウ ゾウカ タンソ キュウシュウ リョウ ゲンショウ ケイコウ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				森林情報データベースと、林分の植生について炭素循環を記述する植生炭素循環モデルから構成		2050年 ネン		1年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2005年 ネン

				水産業		回遊性魚介類（魚類等の生態）		温暖化予測モデルに基づいたアカイカ産卵場の餌環境変動予測		2015年 ネン		西川悠（海洋研究開発機構 ）ら		2100年までのアカイカ産卵場における餌環境変動を、気候変動に関する政府間パネル複数モデルのシミュレーション結果を用いて推定した。結果、21世紀を通じて産卵場は北上し、産卵場の餌量も増加することが示唆された。		検索結果の中から、論文そのもの（水産海洋学会）を選択 ロンブン スイサン カイヨウ ガッカイ センタク		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC3.2、CGCM3.1、CSIRO-Mk3.0		3種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2、B1）		アカイカ産卵場における餌環境変動を、気候変動に関するシミュレーション結果を用いて推定		～2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（緯度・経度） タンイ イド ケイド		日本近海 ニホン キンカイ		2005年 ネン

						増養殖等　		平成27年度環境研究総合推進費終了成果報告書（S-9-5）：海洋生態系における生物多様性損失の定量的評価と将来予測 (2)海藻生態系生物多様性の時空間的変動の定量評価と将来予測		2015年 ネン		環境省		我が国沿岸域の主要生態系の1つである藻場生態系を対象域として、リモートセンシングデータと生物多様性データの相互関係を記述する空間明示的なモデルを開発する。これにより、藻場生態系の生 物多様性の定量評価、今後の海藻生態系の生物多様性の変動の予測、およびEBSA選定を行う。		平成27年度環境研究総合推進費終了成果報告書のページから論文そのものを選択 ロンブン センタク		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC-ESM		2種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、2.6）		藻場生態系を対象に、リモートセンシングデータと生物多様性データの相互関係を記述する空間明示的なモデルを開発		2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1982～1999年 ネン

								Projecting the impacts of rising seawater temperatures on the distribution of seaweeds around Japan under multiple climate change scenarios		2014年 ネン		高尾慎太郎（北海道大学）ら ホッカイドウダイガク		1960年から2099年までの月間平均海面温度データ等の指標を用いて、温帯海藻エックロニアカバの適当な生息地と不適当な生息地の空間的範囲に対する海水の温暖化の影響を定量的に評価した。地球温暖化が日本の海岸に適した生息地を節約するために草食動物からクロアワビも保護地域を軽減するだけでなく重要性を強調する。 トウ		検索結果の中から、論文そのもの（北海道大学学術成果コレクション中）を選択 ロンブン スイサン カイヨウ ガクジュツ セイカ チュウ チュウセンタク		○		気候モデル診断および相互比較プログラムから取得				4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		海面温度データ等を用いて、温帯海藻生息地の空間的範囲に対する海水温暖化の影響を定量的に評価		2090年代 ネン ダイ		10年単位（月間平均海面温度データを使用） ゲッカン ヘイキン カイメン オンド シヨウ		メッシュ単位（緯度・経度） タンイ イド ケイド		日本 ニホン		2000年代 ネン ダイ

		水環境・水資源		水環境		湖沼・ダム湖　		将来の環境変化が国内のダム湖水質に与える影響の予測		2015年 ネン		梅田信（東北大学大学院）ら トウホク ダイガク ダイガクイン		本研究では、国内ダムを対象に温暖化や流域環境による将来における水質への影響を検討した。予測手法は、既往検討成果、鉛直一次元解析、流域負荷統計的モデルの3つ。植物プランクトンの増殖に関しては、気温上昇より、人口減少による栄養塩負荷減少の影響が大きいと予測されたが、流域人口が小さいダムでは、今世期末に温暖化で水質悪化の可能性が示唆された。 		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC8.5		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5）		既往検討成果、鉛直一次元解析、流域負荷統計的モデルで、将来における水質への影響を検討 ケントウ		2031〜2050年、2081〜2100年		20年単位 ネン タンイ		33ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		1981～2000年 ネン

								気候変動によるダム貯水池の水質への影響に関する研究		2015年 ネン		川﨑将生（国土技術政策総合研究所）ら		流域の流出・利水モデル、ダム貯水池の水質モデルを構築し、これに気候変動予測モデルの出力結果を入力することで、気候変動によるダム貯水池の水質・水温への影響を試算した。現在気候と将来気候の水質の変化分の解消を適応策と捉え、現在の水質改善対策を基本に、効果が想定される対策について、単独の効果を試算した。 リュウイキ リュウシュツ リスイ チョスイチ スイシツ コウチク キコウ ヘンドウ ヨソク シュツリョク ケッカ ニュウリョク キコウ ヘンドウ チョスイチ スイシツ スイオン エイキョウ シサン ゲンザイ キコウ ショウライ キコウ スイシツ ヘンカ ブン カイショウ テキオウ サク トラ ゲンザイ スイシツ カイゼン タイサク キホン コウカ ソウテイ タイサク タンドク コウカ シサン		検索結果の中から、論文そのもの（国総研資料第856号）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-NHRCM20		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		利水モデルや水質モデル、気候変動予測モデルを組み合わせて、ダム貯水池の水質・水温への影響を試算 ク ア		2080〜2100年		1ヶ月単位 ゲツ タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1984～2004年 ネン

								気候変動が水道水源ダムの水質に与える影響と水道事業における適応力の評価		2015年 ネン		川本圭彦（パシフィックコンサルタンツ）ら		全国のダム湖の年平均表層Chl-a濃度の現在と将来の値を推定、ダム湖の水質変化による影響人口を地域別に算出した。結果、将来の温暖化で水源ダム湖のChl-a濃度が増加し、給水人口に占める影響人口の割合が高まることが推定された。水道事業における適応策として、ダム湖に曝気循環施設の導入で、影響人口と高度浄水処理導入費用を低減できることが示された。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		全国のダム湖の年平均表層Chl-a濃度を推定し、ダム湖の水質変化による影響人口を算出		2050年代、2100年代 ネン ダイ ネン ダイ		10年単位 ネン タンイ		37ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		2010年代 ネン ダイ

								地球環境の変化が河川湖沼水質に及ぼす影響の評価に関する研究		2014年 ネン		岡本誠一郎（国土技術政策総合研究所）ら		過去の気象データと河川湖沼水質観測データを用 いた統計解析、土壌、底泥溶出、藻類増殖実験、湖沼モデルを用いた地球温暖化が湖沼水質に及ぼす影響の評価を行った。地球温暖化が進行した将来の湖の水質は、無機態窒素が増加し、藻類の増殖量が増大し、Fe濃度が低下すると予測され、藻類の種構成が珪藻主体から緑藻や藍藻主体に変化することが示された。  カセン コショウ		検索結果の中から、論文そのもの（土木研究所資料）を選択 ドボク ケンキュウショ シリョウ		○		回帰式より、将来の水温を推計 カイキ シキ ショウライ スイオン スイケイ								気象データと河川湖沼水質観測データを用いた統計解析や各種モデルなどで、地球温暖化が湖沼水質に及ぼす影響を評価 カクシュ		100年後 ネンゴ		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1990～2009年  ネン

								気候変動による国内のダム湖水質への影響評価		2012年 ネン		梅田信（東北大学大学院）ら トウホク ダイガク ダイガクイン		全国の多数のダム湖を対象に、気候変動による水質変化の予測・展望を行った。GCMの出力結果を用い、現在・今世紀半ば・末期におけるダム湖の鉛直水温分布の計算を行い、計算結果に基づきアオコ発生の指標と考えられる水温特性を評価した。この結果、クロロフィルa濃度が増加し、冨栄養価するダム湖の増加が予測された。 ゼンコク タスウ コ タイショウ キコウ ヘンドウ スイシツ ヘンカ ヨソク テンボウ オコナ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		ダム湖の鉛直水温分布の計算結果に基づき、アオコ発生の指標と考えられる水温特性を評価		2046〜2065年、2080〜2099年		20年単位 ネン タンイ		37ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		1980～1999年

								温暖化の季節パターンの変化がダム貯水池の水質に及ぼす影響 		2012年 ネン		矢島啓（鳥取大学大学院）ら トットリ ダイガク ダイガクイン		地球温暖化による貯水池の水質への影響を評価するために、３次元水質シミュレーションモデルを用いて、気温の変化とその季節パターンに関する感度解析を行った。夏季の気温の上昇は、表層の水温が上昇し水質問題を引き起こしやすくなる。冬季の気温の上昇は、葉緑素の減少を引き起こした。 シアノバクテリアも夏の水温が最適温度よりはるかに高くなったため減少した。 ヒョウソウ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								３次元水質シミュレーションモデルを用いて、気温の変化とその季節パターンに関する感度解析		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		2010年 ネン

						河川 カセン		気候変動が流域の河川水温に及ぼす影響解析		2010年 ネン		宮本仁志（神戸大学）ら コウベ ダイガク		対象流域と河川水温の経年変化、河川水温の解析モデルと気象・水文量などの入力諸条件を示し、気候変動が河川水温の流域内分布に及ぼす影響を季節別に予測・評価する。気温変化のみならず流量の変化が河川水温の形成に大きく影響することがわかった。  シメ ヨソク		検索結果の中から、論文そのもの（水工学論文集）を選択		○		1種類の地域気候モデル		RCM20		3種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1F1、A2、B1） 		河川水温の経年変化、河川水温の解析モデルにより、気候変動が河川水温の流域内分布に及ぼす影響を評価 ヒョウカ		2080～2100年、もしくは2070～2099年		1ヶ月単位 ゲツ タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		2006年 ネン

				水資源		水供給（地表水）　		気候変動が日本の水資源に与える影響推計 (I)		2013年 ネン		小槻峻司（京都大学大学院）ら		稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作の5つのモジュールから成る水資源モデルを提案し、日本全域に適用し検証する。提案する水資源モデルは、従来の水文・水資源分野で扱われてきた水循環の解析 に加えて、稲成長や収穫量を解析可能である。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作の5つのモジュールから成る水資源モデルを提案		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1ヶ月単位 ゲツ タンイ		20ヶ所の一級河川ごと ショ イッキュウ カセン		日本 ニホン		1994～2003年

								気候変動による降水特性変化がもたらす水需給バランスへの影響検討		2008年 ネン		多田智和（内閣府経済社会総合研究所）ら		全国の水需給バランスへの影響について、水共同域単位での検討を行った。水需要量を現在に固定した場合の100年後と現在の変化比で、3つの指標のいずれかが危険側となる水共同域は全体で約4割を占め、これらの地域は渇水日数の長期化、渇水の深刻化の可能性が示された。		検索結果の中から、論文そのもの（国土技術政策総合研究所）を選択 ロンブン コクド ギジュツ セイサク ソウゴウ ケンキュウジョ センタク		○		1種類の地域気候モデル		RCM20		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A2）		地域気候モデルから求めた水供給量と、人口変化から推定した水需要量から将来の水需給バランスを計算 ジンコウ ヘンカ ケイサン		2081～2100年		1年単位 ネン タンイ		流域単位 リュウイキ タンイ		日本 ニホン		1981～2000年

								Nationwide assessment of the impact of climate change on agricultural water resouraces in Japan using multiple emission scenarios in CMIP5		2017年 ネン		工藤亮治（岡山大学）ら		地球規模の気候モデルと気候シナリオを用いて、気候変動が日本全国の農業用水資源に及ぼす影響について全国評価マップを作成した。本マップで、気候変動が日本の農業用水資源に与える影響を評価するための枠組みを提供し、気候変動に対して脆弱な地域を明らかにした。 ホン		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC5、HadGEM2-ES、CSIRO-Mk3-6-0		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		気候モデルと水文モデルを使用して、全国の農業用水資源に対する気候変動の影響に関する全国評価マップを作成		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1981～2000年

								全国都道府県別における将来水需給ギャップの把握		2015年 ネン		大西暁生（東京都市大学）ら トウキョウ トシ ダイガク		2050年までのセクター別（農業・工業・生活用水）の水需要を推計するシミュレーションモデルを構築するとともに、アメダスと超高解像度全球大気モデル並びに年間の水資源賦存量を用いることによって将来の水資源賦存量を都道府県ごとに推計した。各都道府県において水不足が起きる可能性があるのかどうか、また水不足が起きた場合の適切な水利用のあり方を検討した。 		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		気象庁気象研究所による		3種類のシナリオ シュルイ		BAU、高成長、低成長		水需要推計モデルの構築と、超高解像度全球大気モデル、水資源賦存量などより、将来の水資源賦存量を推計		2050年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		2000年

								Assessment of climate change impacts on river discharge in Japan using the super-high-resolution MRI-AGCM		2013年 ネン		佐藤嘉展（京都大学防災研究所）ら		河川流出に対する気候変動の影響を評価するために、超高解像度大気大循環モデルを用いて、水文シミュレーションを日本のいくつかの主要河川流域に適用した。将来降水量がそれほど変わらなくても、気温の上昇に伴い、雨量の増加、融雪量の減少、蒸発散量の増加により、河川流量は大幅に変化する。		検索結果の中から、論文そのもの（国際水文科学会IAHS）を選択 ロンブン センタク		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		水文シミュレーションや大気循環モデルを適用して、気候変動が河川流量に与える影響を評価		2075～2099年 ネン		1ヶ月単位 ゲツ タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年 ネン

								Assessment of spatiotemporal variations in the fluvial wash-load component in the 21st century with regard to GCM climate change scenarios		2015年 ネン		毛利五郎（東京大学） モウリ ゴロウ トウキョウ ダイガク		我々は、河川の微細浮遊土砂成分に対する気候変動影響の相互作用を評価した。河川の洗浄負荷は、GCM モデルで年間 23% から 165%に増加する。 カセン		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				4種類のGCM シュルイ		MIROC、MRI-GCM、HadGEM、GFDL		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		水文学的要因の変化のバランスに基づき、河川の微細浮遊土砂に対する将来の気候変動の影響を評価 ヒョウカ		2040年代、2090年代 ネン ダイ ネン ダイ		10年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								気候変動が我が国の水文循環に及ぼす影響の不確実性評価		2017年 ネン		正木隆大（京都大学大学院）ら キョウト ダイガク ダイガクイン		陸面過程モデルで、複数の未来のシナリオについて、気候変化がもたらす陸域水文諸量の変化の不確実性を評価した。降雨量について、北日本や近畿と中国地方の日本海側、九州の西側は降雨量が増加していることを示したが、逆に関東以西の太平洋側では減少傾向にあることを示した。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		不明 フメイ				陸面過程モデルで、気候変化がもたらす陸域水文諸量の変化の不確実性を評価		2075～2099年 ネン		25年単位 ネン タンイ		19ヶ所の一級河川ごと ショ イッキュウ カセン		日本 ニホン		1979～2003年

								Climate Change Impacts on the Seasonal Distribution of Runoff in a Snowy Headwater Basin, Niigata		2012年 ネン		Andrew C Whitaker（新潟大学大学院）ら ニイガタ ダイガク ダイガクイン		春の雪解け流出に関する地域気候変動シナリオに起因する季節的および毎月の流出量の変化を予測した。冬は2～3倍に増加し、春は半分に減少する。温暖化が+2.0℃に制限されても、雪と雨の割合が大きく変化するため、毎月の流出量が大きく変化する。 ゾウカ ハル		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								融雪流出モデル（SRM）を適用して、毎日の融雪流出を算出 ユウセツ サンシュツ		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1日単位 ニチ タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		2000～2007年

								d4PDFを用いた年最大ピーク流量の確率分布の将来変化の分析		2017年 ネン		立川康人（京都大学大学院）ら		降雨流出モデルを介して推定した年最大時間流量の確率分布の将来変化を分析した。「気候変動により特に低頻度の雨量強度、流量強度が増加する」「1000年相当の流量は気候変動によって1.6～1.8倍増加する可能性がある」などの結果を得た。 ケッカ エ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		不明 フメイ				降雨流出モデルを介して推定した年最大時間流量の確率分布の将来変化を分析		2050～2111年 ネン		10日単位 ニチ タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1950～2011年

								気候変動による流域水環境の変動特性に関する比較		2008年 ネン		井本昂志（京都大学大学院）ら		気候変動による流域水環境への影響を世界規模で比較評価することを目的とし、大循環モデル出力をベースに分布型流出モデルを用いて、気候変動による流域水環境への時空間的影響評価を比較検討するものである。		検索結果の中から、論文そのもの（京都大学防災研究所年報）を選択 ロンブン キョウト ダイガク ボウサイ ケンキュウショ ネンポウ センタク		○		1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				分布型流出モデルを用いて、気候変動による流域水環境への時空間的影響評価を検討		2075～2084年 ネン		時間単位（1/3～1時間） ジカン タンイ ジカン		メッシュ単位（2～5km） タンイ		日本（木曽川、インドやブルガリアの河川含む） ニホン キソガワ カセン フク		1979～1988年

						地下水 チカスイ		Evaluation of drought impact on groundwater recharge rate using SWAT and Hydrus models on an agricultural island in western Japan		2015年 ネン		G. Jin（広島大学）ら ヒロシマ ダイガク		モデルを用いて、変動気候条件下での関連地下水再充填プロセスをシミュレーションし、地下水の再充電を検証する。結果、年間平均地下水の再充填量は総降水量の約33%を占めているが、年間変動量に比べて地下水の再充填と地表流出に大きなばらつきが見られた。地下水資源の年間変動は、降水量に関連することが示されている。 ジュウテン		検索結果の中から、論文そのもの（岡山大学研究成果、抄録のみ）を選択 オカヤマ ダイガク ケンキュウ セイカ				不明 フメイ				不明 フメイ				モデルを用いて、変動気候条件下での地下水再充填プロセスをシミュレーション		2015～2030年 ネン		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本（瀬戸内海に限定） ニホン セトナイカイ ゲンテイ		2003～2015年

		自然生態系		陸域生態系		高山帯・亜高山帯		気候変動による森林限界の移動とその要因		2017年 ネン		国立研究開発法人　森林研究・整備機構　森林総合研究所		高木限界の位置は主に積雪期間や降水量、最大積雪深、その他の地形要素の効果を受ける。高木限界の位置を元にした高山帯相当域の予測では、過去に比べて現在の気候条件では高山帯相当域が57.3%減少し、将来には69.7-99.1%減少すること等がわかった。  トウ		検索結果の中からKAKENページを選択し、その中の「研究成果報告書 (PDF) 」をクリック センタク ナカ		○		2種類のGCM シュルイ		MRI-3GCM3、MIROC5		不明 フメイ				気象データ、地形データをモデル化し、高木限界の位置を元にした将来予測 キショウ チケイ カ ショウライ		2076～2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		29ヶ所の山ごと ショ ヤマ		日本 ニホン		2008～2012年

						自然林・二次林		影響評価に関する最近の成果と温暖化の危険な水準		2012年 ネン		三村信男（茨城大学） イバラキ ダイガク		温暖化の影響を県レベル以下の空間スケールで定量的に予測し、気候変動の進行と影響出現の関係を示そうとしている 「温暖化影響総合予測プロジェクト」等の成果を報告する。ブナ林などの森林への影響を記載するとともに、適応策の必要性についても触れている。 トウ シンリン エイキョウ キサイ テキオウ サク ヒツヨウセイ フ		検索結果の中から、論文そのもの（metsoc日本気象学会）を選択 ロンブン ニホン キショウ ガッカイ センタク		○		2種類のGCM シュルイ		MIROC3.2、RCM2		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2）		特定の気候シナリオに沿って温暖化が進行した場合、自然林の分布適域を検討 ソ		2050年、2100年まで		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								統合評価モデルを用いた日本を対象とした温暖化影響の総合評価		2009年 ネン		肱岡靖明（国立環境研究所）ら コクリツ カンキョウ ケンキュウショ		統合評価モデル開発の一環として、複数分野に関して、気候変化量と影響量の関係を示す温暖化影響関数の実装を行い、さ らに、同モデルを適用することにより、2100年までの温暖化の進行に伴って、日本への影響がどのように拡大するかを総合的に検討した。ブナ林の分布適域は、温暖化による影響が大きいことなどが分かった。 ワ		検索結果の中から、論文そのもの（地球環境 Vol.14）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		気候変化量と影響量の関係を示す温暖化影響関数の実装を行い、ブナ林の分布適域を検討 ケントウ		2100年まで		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		1990年 ネン

								The effects of future nationwide forest transition to discharge in the 21st century with regard to general circulation model climate change scenarios		2016年 ネン		田中信行（森林総合研究所）ら		将来の気候変動とそれに対応する森林の種類と分布の変化は、流域川に脅威を与える降雨流出の変化をもたらすと予想されている。各種モデルを用い、日本全体における森林タイプの変動の影響など、今後の流出の変化を質的に評価した。 カクシュ モチ		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				4種類のGCM シュルイ		MIROC、MRI-GCM、HadGEM、GFDL		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		各種モデルを用い、日本全体における森林タイプの気候変動の影響など、今後の流出の変化を質的に評価 キコウ		2090年代		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								気候変動による森林植生への影響評価・検出および適応策の事例		2015年 ネン		松井哲哉（森林総合研究所）ら		分布予測モデルによる2081～2100年のシミュレーションでは、高山帯のハイマツや亜高山帯針葉樹のシラビソは温暖化に脆弱であると考えられた。森林の適応策を考える場合、人間が係る程度によってモニタリングや保護区の配置見直し、脆弱な地域での植栽などが考えられる。 		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				2種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、2.6）		分布予測モデルによる2081～2100年のシミュレーションで森林植生の分布を検討 ケントウ		2081～2100年		不明 フメイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

						里地・里山 サトチ サトヤマ		気候変動リスク情報創生プログラム　SOUSEI NEWS LETTER 3		2015年 ネン		文部科学省		気候変動予測情報を活用した、将来の生態系・生物多様性に関する影響及びその不確実性評価研究の概要などを示しており、生態系について、水や栄養塩などの循環が温暖化によりどう変わるのかシミュレーションを行い、リスクを分析中である。 ガイヨウ シメ		検索結果の中から、論文そのもの（JAMSTEC海洋研究開発機構）を選択 カイヨウ ケンキュウカイハツキコウ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				生態系について、水や栄養塩などの循環が温暖化によりどう変わるのかシミュレーション		2081～2100年		不明 フメイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1971～2000年

								Detecting latitudinal and altitudinal expansion of invasive bamboo Phyllostachys edulis and P. bambusoides (Poaceae) in Japan to project potential habitats under 1.5°C?4.0°C global warming		2017年 ネン		高野耕平（東北大学）ら タカノ コウヘイ トウホク ダイガク		外来の竹の急速な拡大は、在来の植物の成長を妨げることで日本の生態系における種の多様性を低下させた。地球温暖化によって促進される竹の侵入可能性は、発展途上の竹産業を持つ他の国々にも影響を与える可能性がある。竹の分布の調査や予測の結果、最近や将来の気候温暖化と関連して、外来の竹の分布が北方向に急上昇したことを示している。 ガイライ タケ ブンプ チョウサ ヨソク ケッカ ショウライ ガイライ		検索結果の中から、論文そのもの（onlinelibrary.wiley）を選択		○		気候モデルは利用していない								将来の気候データをシミュレートし、竹の潜在的な生息地分布に対する気候変化の影響を予測		2075～2099年 ネン		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		1979～2003年 ネン

						人工林 ジンコウリン		日本全国スケールでのスギ・ヒノキ・カラマツ林炭素動態シミュレーションにおける林業振興の影響		2011年 ネン		光田靖（森林総合研究所）ら		温暖化する気候を考慮しながら林業政策を進めていくために、気象条件や森林の状態、林業政策の影響などを反映しながら森林の炭素動態を予測できるシステムと、システムを用いた比較シミュレーションが不可欠である。結果、炭素蓄積量は増加するが、炭素吸収量は減少する傾向となった。 オンダンカ キコウ コウリョ リンギョウ セイサク スス キショウ ジョウケン シンリン ジョウタイ リンギョウ セイサク エイキョウ ハンエイ シンリン タンソ ドウタイ ヨソク モチ ヒカク フカケツ ケッカ タンソ チクセキ リョウ ゾウカ タンソ キュウシュウ リョウ ゲンショウ ケイコウ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				森林情報データベースと、林分の植生について炭素循環を記述する植生炭素循環モデルから構成		2050年 ネン		1年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2005年 ネン

						物質収支		温暖化にともなう森林生態系炭素収支の将来予測		2015年 ネン		山野井克己（森林総合研究所）ら シンリン ソウゴウ ケンキュウ ショ		観測サイトで温暖化シナリオに基づく森林の炭素収支の将来予測を行った。サイトにより樹種、気温、降水量などの立地条件が異なるものの、温暖化が森林の炭素吸収量へおよぼす影響は地域により異なることが示唆された。  シンリン		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		MIROC-H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		生態系プロセスモデルと温暖化シナリオを用い、温暖化条件下での2100年までの炭素収支を予測		2100年まで		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								Current and future carbon budget at Takayama site, Japan, evaluated by a regional climate model and a process-based terrestrial ecosystem model		2017年 ネン		栗林正俊（九州大学応用力学研究所）ら		一次生産 (GPP)、生態系呼吸 (ER)、純生態系などの樹冠日長と炭素収支に関する生態系モデルシミュレーションの精度に関する気象データの空間分解能の影響について検討した。将来の気候の下では、以前の葉の膨張と、現在の状態と比較して約10日間の遅れた葉の落下がシミュレートされた。		検索結果の中から、論文そのもの（Springer link中、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				不明 フメイ				気象データの空間分解能が、生物季節学の炭素収支の精度に与える影響を調査 チョウサ		2085年頃		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								森林炭素動態シミュレーションシステムを用いた気候変動が森林炭素吸収量に及ぼす影響評価の試行		2013年 ネン		鹿又秀聡（森林総合研究所）ら		森林炭素動態シミュレーションシステムを用いてシミュレーションによる気候変動リスク評価を試行した。日本全国のスギ林を対象として2050年までの炭素動態シミュレーションを行ったところ、炭素吸収量が小さくなり、炭素蓄積量も蓄積量も小さくなるという結果となった。		検索結果の中から、論文そのもの（統計数理研究所）を選択 トウケイ スウリ ケンキュウショ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC-hi 3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		森林データベースと林分成長モデルから構成される森林炭素動態シミュレーションによる気候変動リスク評価		2041～2050年		10年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1971～2000年

				淡水生態系 タンスイ		河川 カセン		水温環境の変化に伴う源流域における底生動物群集の将来変化		2014年 ネン		新井涼允（東北大学大学院）ら		異なる時期・標高の河川源流域において、底生動物群集の個体数密度および水温を測定し、河川水温が底生動物群集に与える影響を定量的に評価した。水温と底生動物群集の個体数密度に有意な相関関係が得られた場合、両者による線形単回帰モデルを作成し、将来推計も実施した。 ショウライ スイケイ ジッシ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック		○		2種類のGCM シュルイ		MIROC5.0、MRI-CGCM3.0		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		水温と個体数密度の線形回帰モデルにより、将来の底生動物群集の個体数密度空間分布を推定		2031〜2050年、2081〜2100年		20年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本（名取川流域に限定） ニホン ナトリ ガワ リュウイキ ゲンテイ		1981～2000年

								日本におけるイワナSalvelinus leucomaenisの生息適地推定と地球温暖化を考慮した保全計画への適用		2017年 ネン		竹川有哉（徳島大学大学院）ら トクシマダイガク ダイガクイン		イワナの分布モデルの構築及び温暖化が進行した場合の生息適地を予測し、現在と将来の生息適地がどの程度保護区内に存在するのかを評価した。集水面積、海までの距離及び推定地下水温、傾斜度などが大きく寄与することが分かった。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		気候モデルは利用していない								温暖化が進行した場合の生息適地を予測し、現在と将来の生息適地を評価		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

				沿岸生態系		亜熱帯 アネッタイ		Potential future coral habitats around Japan depend strongly on anthropogenic CO2 emissions		2016年 ネン		藤井雅彦（北海道大学） フジイ マサヒコ		地球炭素循環気候モデルの結果を用いて、地球温暖化と海洋酸性化の両方が将来に及ぼす影響を推定した。結果、将来のサンゴの生息地がCO2排出量に大きく依存していることを示し、サンゴの生息地への悪影響を防ぐためにCO2排出量を削減することの重要性を強調する。		検索結果の中から、論文そのもの（Springer link中、抄録のみ）を選択				炭素循環気候モデル（NCAR CSM1.4）を使用 タンソ ジュンカン キコウ				2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A2、B1）		炭素循環気候モデルにより、地球温暖化と海洋酸性化がサンゴの将来の生息地に与える影響を推定		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								地球温暖化に伴う海水温上昇が日本近海の造礁サンゴの分布と健全度に及ぼす影響評価		2009年 ネン		屋良由美子（北海道大学大学院）ら ホッカイドウ ダイガク ダイガクイン		シミュレーションで得られた月平均海面水温から見積もられた簡易指標を用いて、温暖化が日本近海の潜在的なサンゴの分布および健全度に及ぼす影響を評価した。結果、現在は南九州沿岸に存在する主なサンゴ礁の形成北限と新潟・千葉沿岸にある高緯度サンゴの分布北限が、21世紀末にはそれぞれ北部九州沿岸と青森・岩手沿岸に至る可能性が示された。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		温暖化に伴うSST上昇がサンゴの分布および健全度に及ぼす影響を評価		2090～2099年など10年ごと ネン		10年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1980～1999年

								Carbon-climate feedbacks accelerate ocean acidification.		2018年 ネン		Matear, Richard J（CSIRO）ら		4つの代表的な濃度経路（RCP）からのCO2排出シナリオと地球システムモデルを使用して、炭素気候フィードバックを含めた海洋酸性化の将来の軌跡を予測する。フィードバックにより、サンゴ礁に適した面積が40％減少し、表面の不飽和水の面積が20％増加する。		検索結果の中から、論文そのもの（Biogeosciences）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		CSIRO Mk3L		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		CO2排出シナリオと地球システムモデルを使用して、海洋酸性化の将来の軌跡を予測		2090年代 ダイ		10年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		2002年 ネン

						温帯 オンタイ		Possible change in distribution of seaweed, Sargassum horneri,in northeast Asia under A2 scenario of global warming and consequent effect on some fish		2014年 ネン		小松照久（東京大学）ら コマツ トウキョウ ダイガク		IPCCのA2シナリオの下で、褐色藻類の地理的分布を研究した。2050年と2100年の分布を予測し、2100年に東シナ海で褐色藻類が失われる可能性がある。また、褐色藻類の紛失は、沿岸の魚資源に損害を与える可能性がある。		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中）を選択 ナカ		○		不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A2）		A2シナリオの下で、褐色藻類の地理的分布を研究		2050年と2100年		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		アジアの中の日本 ナカ ニホン		2000年 ネン

				生物季節 セイブツ キセツ		生物季節 セイブツ キセツ		温暖化がサクラの開花期間に及ぼす影響		2012年 ネン		林陽生（筑波大学）ら		桜の開花日と満開日について、気温との関係に基づき、将来の気候変動が桜の開花期間にどのような変化をもたらすか評価した。開花から満開の期間を1つの生育ステージと考え、高緯度地域ほど開花期間が短いという地域特有の傾向の補正を行ったのち、開花期間を推定するモデルを構築した。 		検索結果の中から、論文そのもの（国際環境研究協会）を選択		○		6種類のGCM シュルイ		CGCM3_1、CSIRO_Mk3_0、CSIRO_Mk3_5、GFDL_CM2_0、MIROC3_2_MEDRES、MRI CGCM2 3 2		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2）		発育速度DVRの概念を適用し、開花期間を推定するモデルを構築し、将来の気候を用いた予測を行った。		2046～2065年、2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1985～2009年

								Modeling daily flowering probabilities expected impact of climate change on Japanese cherry phenology.		2014年 ネン		Jenica M. Allen（コネチカット大学）ら ダイガク		多摩の森林桜から、日本の桜の木の4つの分類群からの29年の個別レベルの開花フェノロジーの時系列を評価するために、柔軟なベイジアン生存回帰モデルを開発した。各分類群について、2100年の開花日を予測した。桜の開花時期の劇的な変化は、日本および東アジアの経済的に重要な文化祭に影響を与える可能性がある。 ネン		検索結果の中から、論文そのもの（onlinelibrary.wiley、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		開花フェノロジーの時系列を評価するため、生存回帰モデルを開発し、2100年の桜開花日を予測 サクラ		2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

				分布・個体群の変動 ブンプ コタイグン ヘンドウ		分布・個体群の変動 ブンプ コタイグン ヘンドウ		Climate change and the northward shift of Cryptotympana facialis in Japan: evidence from national survey data		2016年 ネン		斎藤正幸（東京大学）ら サイトウ マサユキ トウキョウ ダイガク		気候変動と種の北方移動との関係、北部地域における潜在的生息地の存在、日本における種分布モデルを開発した。西日本の現在の種の範囲よりも北部の方が潜在的な生息地が多いことが示された。また、すべての気候変動シナリオの下で増加する適切な生息地の領域を示した。		検索結果の中から、論文そのもの（inter-Reserch中、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				不明 フメイ				種分布モデルを開発し、すべての気候変動シナリオの下で増加する適切な生息地の領域を検討 ケントウ		2070年 ネン		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								気候変動とサケ属魚類バイオマス変動シナリオ		2008年 ネン		帰山雅秀（北海道大学大学院） ホッカイドウダイガクダイガクイン		サケ属魚類と長期的気候変動との関係、北海道シロザケの長期的な成長変動を解説し、気温上昇予測モデルによる温暖化シナリオに基づく100年後のシロザケ分布結果を示す。2095年までには分布域を失う可能性が示唆された。 チョウキテキ キコウ ヘンドウ カンケイ ホッカイドウ チョウキテキ セイチョウ ヘンドウ カイセツ キオン ジョウショウ ヨソク オンダンカ モト ネンゴ ブンプ ケッカ シメ ネン ブンプイキ ウシナ カノウセイ シサ		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		気温上昇予測モデルによる温暖化シナリオに基づく100年後のシロザケ分布を検討 ケントウ		2050年と2095年		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		2005年 ネン

								Climate change alters the optimal wind-dependent flight routes of an avian migrant		2017年 ネン		Elham Nourani（長崎大学）ら ナガサキ ダイガク		相対モデリングアプローチのアンサンブルを用いて、渡り鳥の移住経路に対する気候変動の影響を予測し、地域気候モデルから得られた現在および将来の大気データを予測する。風に依存して生態学的障壁を越える種、および暴露される種に対する風のサポートにおける気候変動による妨害の結果を調査する必要がある。		検索結果の中から、論文そのもの（Royalsociety）を選択		○		1種類の地域気候モデル		HadGEM3-RA		2種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5）		相対モデリングアプローチを用いて、渡り鳥の移住経路に対する気候変動の影響を予測		2046～2055年、2091～2100年 ネン ネン		10年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		2006～2013年 ネン

								Assessment of global warming impact on biodiversity using the extinction risk index in LCIA: a case study of Japanese plant species		2017年 ネン		比嘉基紀（高知大学）ら		単位CO当たりの個々種の絶滅リスクを判定する方法で、2216種の日本の血管植物の絶滅リスクの試験計算を行った。また、この方法を用いて、局所的および世界的な絶滅リスク要因を決定する可能性についても検討した。結果、分布領域は、100年間で40～85%減少すると推定された。 ケッカ		検索結果の中から、論文そのもの（Springer link中）を選択 ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				単位CO当たりの個々種の絶滅リスクを判定する方法で、日本の血管植物の絶滅リスクを試験計算		2100年		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ		2000年

		自然災害・沿岸域		河川 カセン		洪水		AGCM20とCMIP３マルチ気候モデルを用いた日本の主要河川における流域災害予測		2010年 ネン		佐藤嘉辰（京都大学防災研究所）ら		全球大気モデル（AGCM20）と第３次結合モデル比較実験（CMIP３）の結果を利用し、将来の日本の主要河川における流域災害予測を試みている。結果、ほとんどの流域で、現在よりも規模の大きな洪水が発生すると予測されている。 ゼン キュウ タイキ ダイ ジ ケツゴウ ヒカク ジッケン ケッカ リヨウ ショウライ ココロ ケッカ リュウイキ ゲンザイ キボ オオ コウズイ ハッセイ ヨソク		検索結果の中から京都大学リポジトリページを選択し、その中の「PDF見る/開く」をクリック キョウト ダイガク センタク ナカ ミ ヒラ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM20		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		全球大気モデルと第３次結合モデル比較実験の結果を利用し、将来の主要河川における流域災害を予測		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		7ヶ所の河川ごと ショ カセン		日本 ニホン		1981～2000年

								気候変化が日本の河川流量に及ぼす影響の予測		2011年 ネン		立川康人（京都大学大学院）ら		日本列島全域を対象とする分布型流出モデルを構築して、将来の河川流量の変化を分析した。データは、格子大気モデルによって計算された現在気候実験や気候推計情報である。主要な分析結果として、時間最大流量など明瞭な変化が見られる流域が存在し、それらの変化は一様ではなく、大きな地域性が見られたことなどである。		検索結果の中から、論文そのもの（京都大学リポジトリ）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AM20		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		格子大気モデルによって計算したデータで分布型流出モデルを構築して、将来の河川流量の変化を分析		2015～2039年、2075～2099年 ネン ネン		1年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								非定常水文頻度解析手法を用いた極値降水量の変化予測–地球温暖化予測情報への適用		2015年 ネン		立川康人（京都大学大学院）ら		気象庁地球温暖化予測情報を用いて将来の極端な降水量変化を推定するために、非定常水文周波数解析法を適用した。結果、100年間の年間最大24時間降水量は、ほとんどの日本の島で増加傾向を示すことがわかった。 また、バイアス補正された降水量データを使用すると大きくなる。 ケッカ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		将来の極端な降水量変化を推定するために、非定常水文周波数解析法を適用		2016～2035年、2076～2095年		1年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1980～1999年

								気候変化が日本の洪水発生に及ぼす影響の推定		2010年 ネン		立川康人（京都大学大学院）ら		日本列島全域を対象とする分布型流出モデルを構築して、将来の河川流量の変化を分析した。データは、格子大気モデルによって計算された現在気候実験や気候推計情報である。主要な分析結果として、洪水流量など明瞭な変化が見られる流域が存在し、それらの変化は一様ではなく、大きな地域性が見られたことなどである。 コウズイ		検索結果の中から、論文そのもの（京都大学リポジトリ）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AM20		不明 フメイ				格子大気モデルによって計算したデータで分布型流出モデルを構築して、将来の洪水流量の変化を分析 コウズイ		2015～2039年、2075～2099年		1年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								Quantification of increased flood risk due to global climate change for urban river management planning		2011年 ネン		森田勝（芝浦工業大学）		地球規模の気候変動による洪水リスクの増加を都市洪水リスク管理において定量化する手法を提案している。洪水被害予測モデルを使用して、洪水被害を計算しており、地球規模の気候変動シナリオのシミュレーションによって得られる強度、持続時間などから算出される。 エ サンシュツ		検索結果の中から、論文そのもの（NOVATECH）を選択		○		1種類の地域気候モデル		RCM20		不明 フメイ				洪水被害予測モデルを使用して、都市洪水リスク管理において定量化する手法を提案		2031～2050 年、 2081～2100 年  ネン ネン		不明 フメイ		50mメッシュ単位 タンイ		日本（神田川流域に限定） ニホン カンダ ガワ リュウイキ ゲンテイ		1981～2000年、1900～2000年  ネン ネン

								気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018～日本の気候変動とその影響～		2018年 ネン		環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁		気候変動予測データを用いて、平均降雨量の将来変化倍率を整理し、さらに、治水基準地点における目標安全度レベルの洪水流量の変化倍率、それによる超過洪水（氾濫）発生可能性の変化倍率、氾濫リスクを吸収するために必要となる河川整備必要労力の変化倍率を調べている。 シラ		検索結果の中から環境省ホームページを選択し、その中で該当レポートをクリック カンキョウショウ センタク ナカ ガイトウ		○		気象庁気象研究所の4モデル				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		気候変動予測データを用いて、平均降雨量の将来変化倍率や、河川整備必要労力の変化倍率を推定 スイテイ		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		109箇所の流域ごと カショ リュウイキ		日本 ニホン		1979～2003年

				沿岸		海面上昇　　		Impact of global warming on coastal structures in shallow water		2013年 ネン		磯部雅彦（高知工科大学） イソベ マサヒコ		地球温暖化が沿岸域の外部環境に与える影響と、単純な式と図に基づく沿岸防衛構造について、大まかな定量的評価を述べる。地球温暖化の影響 (特に海面上昇の) は、沿岸構造、波の越、装甲ブロックと防波堤の安定性に関する波の実行について調査されている。増沿岸構造を地球温暖化に適応させるための対応策を提案する。		検索結果の中から、論文そのもの（ScienceDirect中、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				不明 フメイ				地球温暖化が沿岸域の外部環境に与える影響と、沿岸防衛構造について大まかな定量的評価		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								RCP・SSPシナリオに基づく全球沿岸域での海面上昇による浸水影響評価		2017年 ネン		四栗瑞樹（パシフィックコンサルタンツ）ら		最新の気候シナリオおよび社会経済シナリオを用いて海面水位上昇量および潮汐変動を考慮した全球規模の浸水影響を評価した。結果、大潮の満潮時に海面上昇を考慮した場合の2100年における潜在的浸水面積は約37万～42万km2，影響人口は約5,530万人～1.06億人という推計値を得た。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC-ESM		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		気候シナリオ、社会経済シナリオを用いて海面水位上昇量、潮汐変動を考慮した浸水影響を評価		2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（緯度・経度） タンイ イド ケイド		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		2000年 ネン

						高潮・高波		確率台風モデル、高潮モデルおよびニューラルネットワークを用いた高潮偏差の長期評価		2016年 ネン		岩部紫織（三井物産）ら ミツイ ブッサン		確率台風モデルとニューラルネットワークを用いて、三大湾を対象とした気候変動を考慮した高潮の長期評価を行った。台風の将来変化を考慮した高潮偏差の将来予測を行い、高潮偏差の出現確率分布及び再現期間の将来変化を推定した。 		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		不明 フメイ				確率台風モデルとニューラルネットワークを用いて、気候変動を考慮した高潮の長期評価を実施 ジッシ		不明 フメイ		不明 フメイ		3ヶ所の湾ごと ショ ワン		日本 ニホン		1950～2008年 ネン

								全球60kmAGCMを用いた大規模アンサンブル気候予測実験とこれを用いた高潮長期評価		2016年 ネン		森信人（京都大学防災研究所）ら		大気気候モデルを用いて、台風と高潮偏差の長期評価を実施した。100倍以上の時間積分を行うことにより、これまで評価の難しかった数十年に一度以下の極低頻度の台風や高潮の長期評価を可能とした。東京湾、大阪湾に対して高潮偏差の将来変化を評価した結果、100年確率値で+0.5m程度の将来変化が推定された。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5）		大気気候モデルを用いて、台風と高潮偏差の長期評価を実施		2051～2110年		60年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1951～2010年

								MRI-AGCM3.2H アンサンブル実験を用いた高潮の将来変化予測に関する研究		2016年 ネン		安田誠宏（関西大学）ら カンサイ ダイガク		水平解像度60km全球気候モデルを用いたアンサンブル気候変動予測実験の出力にバイアス補正を適用して高潮計算を行い、気候実験条件が高潮予測結果に及ぼす影響を検討するとともに、不確実性を考慮した高潮のアンサンブル将来変化予測を行った。気候予測実験の初期値の相違に伴う台風経路の変化によって高潮の空間分布は変化することなどが分かった。 ワ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		アンサンブル気候変動予測実験から高潮計算を行い、気候実験条件が高潮予測結果に及ぼす影響を検討		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告書 -河川・海岸分野の気候変動適応策に関する研究- 沿岸に作用する外力に見込まれる気候変動影響		2017年 ネン		国土交通省		超高解像度全球大気循環モデルで得られた現在気候と将来気候の予測計算結果から、台風の将来変化の特徴を確率密度関数として抽出し、将来気候における10,000年分の台風を作成した。その上で、三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪湾）に来襲する台風について高潮偏差を推算した。 チョウ コウカイゾウド ゼン キュウ タイキ ジュンカン エ ゲンザイ キコウ ショウライ キコウ ヨソク ケイサン ケッカ タイフウ ショウライ ヘンカ トクチョウ カクリツ ミツド カンスウ チュウシュツ ショウライ キコウ ネンブン タイフウ サクセイ ウエ サンダイ ワン トウキョウワン イセワン オオサカ ワン ライシュウ タイフウ コウ チョウ ヘンサ スイサン		「国総研プロジェクト研究報告 第 56 号」で検索し、その中の「第Ⅱ部　河川・海岸の整備と管理に関わる気候変動影響の評価」をクリック ケンサク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		GCM20		不明 フメイ				現在気候と将来気候の予測計算結果から、将来の台風を作成し、三大湾に来襲する台風の高潮偏差を推算 ショウライ		2075～2999年		不明 フメイ		観測地点単位		日本 ニホン		1951～2009年

								気候予測モデルの結果を用いて算出した三大湾の将来高潮偏差の変化特性		2011年 ネン		野口賢二（国土技術政策総合研究所）ら		台風特性の地球温暖化による変化を解析し、既往台風から確率台風モデルにより発生させた10,000年分の台風に変化解析結果を適用させ将来気候における10,000年分の台風を作成。結果、現在では高潮偏差が大きくない場所でも、将来、中程度以上の高潮偏差の頻度が上がる可能性がある。 ケッカ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		GCM20		不明 フメイ				将来の台風に変化解析結果を適用させ将来気候における10,000年分の台風を作成し、台風の高潮偏差を推算 ショウライ		2075～2999年		不明 フメイ		観測地点単位		日本 ニホン		1951～2009年

								地球温暖化に伴う極大波高の将来変化予測		2010年 ネン		森信人（京都大学防災研究所）ら		解析対象を現在気候と将来気候の海上風速U10および有義波高Hsにしぼり、現在気候と将来気候を比べることにより、U10とHsの将来変化を予測する。全球スケールでは、海域の強風、高波の明確な強大化とその強風、高波海域が移動または拡張するという結果が得られた。 		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				現在気候と将来気候を比べ、海上風速と有義波高の将来変化を予測		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（緯度・経度） タンイ イド ケイド		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2003年

								地球温暖化による高潮変化シナリオを使った浸水被害の予測		2011年 ネン		鈴木武（国土技術政策総合研究所）ら		地球温暖化による高潮浸水被害リスクの変化の予測を行った。地球温暖化による海面上昇と台風の強大化を、中期を2040年および2060年、長期を2100年として予測した。被害指標を浸水面積、浸水人口、浸水被害額とし、高潮浸水被害を予測した。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1FI、A1B）		地球温暖化による高潮浸水被害リスクの変化（浸水面積、浸水人口、浸水被害額）の予測 チキュウ		2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本（伊勢湾に限定） ニホン イセワン ゲンテイ		2010年 ネン

								Evaluation of future storm surge risk in East Asia based on state-of-the-art climate change projection		2014年 ネン		安田誠宏（関西大学）ら カンサイ ダイガク		特に熱帯低気圧の再現性に高い性能を持つ大気一般循環モデルを採用し、将来の台風特性変化を表示する。また、今後の高潮リスクの変化を定量的に評価した。		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				大気一般循環モデルを採用、将来の台風特性変化を表示し、今後の高潮リスクの変化を定量的に評価		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								地球温暖化による沿岸外力変化を考慮した防波堤の滑動量解析		2013年 ネン		辻尾大樹（パシフィックコンサルタンツ）ら		地球温暖化に伴って変化すると予測される設計供用期間内の外力変化を考慮した防波堤の滑動量解析を行い、沿岸外力特性の変化が防波堤の滑動安定性に及ぼす影響を検討した。本研究の設定条件では、地球温暖化を考慮すると期待滑動量が0.2m～1.8m増加し、温暖化を考慮しない場合と比べて60～200%増加した。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		外力変化を考慮した防波堤の滑動量解析を行い、沿岸外力特性の変化が防波堤の滑動安定性に及ぼす影響を検討		2075～2100年		25年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		現在気候25年 ゲンザイ キコウ ネン

								海面気圧の主成分を考慮した統計的波高推定法の高度化と波高の将来変化予測		2017年 ネン		岸本理紗子（清水建設）ら シミズ ケンセツ		大気場の情報から平均波高を予測する統計的波高推定手法を開発した。主な将来変化として、全球では北太平洋北部で増加、北大西洋、赤道の北側で優位な波高減少が見られた。日本近海では、北海道・東北地方周辺で波高増加、それ以外の海域で波高減少傾向が予測された。 タイキ バ ジョウホウ ヘイキン ハコウ ヨソク トウケイテキ ハコウ スイテイ シュホウ カイハツ オモ ショウライ ヘンカ ゼン キュウ キタ タイヘイヨウ ホクブ ゾウカ キタ タイセイヨウ セキドウ キタガワ ユウイ ハコウ ゲンショウ ミ ニホン キンカイ ホッカイドウ トウホク チホウ シュウヘン ハコウ ゾウカ イガイ カイイキ ハコウ ゲンショウ ケイコウ ヨソク		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		大気場の情報から平均波高を予測する統計的波高推定手法を開発し、波高の将来変化を評価 ナミ タカ ショウライ ヘンカ ヒョウカ		2075～2100年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2004年

								非静力学領域気候モデルによる気候変動予測結果を用いた日本沿岸における高潮の将来変化予測		2013年 ネン		安田誠宏（京都大学防災研究所）ら		高潮非静水圧地域気候モデルによる5kmグリッド（RCM5）による気候変動実験のダウンスケーリングを直接用いて、日本の沿岸周辺の高潮の将来の変化の影響を評価する。高潮の増加は一様に起こるわけではなく、台風の軌跡や震度の変化の影響を受ける地域への強い依存性があることが分かった。  ワ		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		不明 フメイ				気候変動実験のダウンスケーリングを直接用いて、日本の沿岸周辺の高潮の将来の変化の影響を評価		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								MRI-AGCM3.2H アンサンブル実験にもとづく気候変動による極大波浪の将来変化予測		2014年 ネン		志村智也（京都大学）ら		気象研究所が開発した大気循環モデルMRI-AGCM3.2H および米国海洋大気局の波浪モデルWAVEWATCH IIIを使用し、極大波浪の将来変化について解析を行う。北西太平洋では、台風の平均通過個数の減少に対応して、生起確率の比較的高い1年確率波高は広い範囲で減少傾向を示した。  		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		不明 フメイ				大気循環モデル および波浪モデルWAVEWATCH IIIを使用し、極大波浪の将来変化について解析		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2003年

								北太平洋における冬季の波候と大規模循環場の将来変化予測		2015年 ネン		志村智也（京都大学）ら		単一の気候モデルと波浪モデルを用いた複数の実験条件によるシングルGCMアンサンブル実験、マルチGCMアンサンブル実験にもとづき、温暖化条件下の波候の将来予測を実施し、これらの（不）確実性の評価を行った。北西太平洋北緯30°付近の冬季における平均波高の減少が予測され、その傾向はアンサンブル間で非常に整合性があること等が分かった。 トウ ワ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）、RCP（8.5）		気候モデルと波浪モデルを用い、温暖化条件下の波候の将来予測を実施		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2009年

								Future Projection of Ocean Wave Climate: Analysis of SST Impacts on Wave Climate Changes in the Western North Pacific		2015年 ネン		志村智也（京都大学）ら		平均波気候の将来の変化と海面温度(SST)条件に対する波の気候の感度を推定し、波気候変動のメカニズムを理解することを目的としている。結果、約±0.3m以内の年間平均波高の将来の変化をもたらす。熱帯低気圧の変化の影響を受ける西北太平洋の夏季波高の将来の変化は、SSTの状態に非常に敏感である。 モクテキ		検索結果の中から、論文そのもの（journals.ametsc）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		平均波気候の将来の変化と海面温度条件に対する波の気候の感度を推定し、波気候変動のメカニズムを理解		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979〜2009年

								Future Projections of Extreme Ocean Wave Climates and the Relation to Tropical Cyclones: Ensemble Experiments of MRI-AGCM3.2H		2015年 ネン		志村智也（京都大学）ら		極端な波の高さの将来の変化は、地球規模の気候モデルの性能に強く依存していることを示し、低性能モデルを採用した研究の結果がそうでないことを認める必要性を示した。波の高さは南洋と中央北太平洋の中高緯度上で増加し、中緯度と北大西洋上で減少するが、極端な波の高さの将来の変化の大きさは平均波よりも大きい。		検索結果の中から、論文そのもの（journals.ametsc）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		4つの海面水温、3つの摂動物理学のアンサンブル実験で実施極端な海洋表面波気候の将来を予測		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979〜2009年

								Projection of tropical cyclone‑generated extreme wave climate based on CMIP5 multi‑model ensemble in the Western North Pacific		2017年 ネン		志村智也（京都大学）ら		特に西北太平洋の熱帯低気圧(TC)が発生した極端な波の予測を見て、大気海洋GCM(AOGCM)駆動波気候予測における極端な(年間最大)波の気候の表現を調査した。TCをシミュレートするAOGCMのパフォーマンスが向上し、極端な波の気候の表現が大幅に改善された。		検索結果の中から、論文そのもの（Springer link中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				熱帯低気圧が発生した極端な波の予測を見て、波気候予測における極端な波の気候の表現を調査		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								Statistical modeling of global mean wave height considering principal component analysis of sea level pressures and its application to future wave height projection		2017年 ネン		岸本理紗子（清水建設）ら シミズ ケンセツ		大気データを説明変数として用いる線形多回帰モデルにより、月間平均波高を推定する。低緯度のうねりの表現は、PCAから大規模な大気情報を導入することによって大幅に改善される。今後の波高の変化は、北太平洋の増加と北大西洋、中緯度、太平洋の熱帯の減少を示している。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		大気データを説明変数として用いる線形多回帰モデルにより、平均波高を推定		2075～2100年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2009年

								Variability and future decreases in winter wave heights in the Western North Pacific		2016年 ネン		志村智也（京都大学）ら		全球気候モデルを強制した動的スペクトル波モデルを使用して、歴史的および予測された将来の波気候の両方のシミュレーションのアンサンブルを作成した。 将来の波高の減少は、西太平洋のパターンの変化と大きく関係している。		検索結果の中から、論文そのもの（agupubs.onlinelibrary）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		3種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）、RCP（8.5、4.5）		動的スペクトル波モデルを使用して、将来の波気候のアンサンブルを作成		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2009年

								Projected changes in wave climate from a multi-model ensemble		2013年 ネン		Mark A. Hemer（連邦科学産業研究機構）ら		将来の風の波の変化は、沿岸、近海、近海の産業や生態系に大きな影響を及ぼし、予想される沿岸地域の海面上昇をさらに悪化させる可能性がある。今回、波-気候予測の最初のコミュニティ派生マルチモデルアンサンブルからの結果を提示する。世界の海域の25.8％を超える年間平均有意波高（HS）の減少が予測されている。 コンカイ		検索結果の中から、論文そのもの（nature climate change、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				不明 フメイ				波-気候予測の最初のコミュニティ派生マルチモデルアンサンブルからの結果を提示		2070～2100年		30年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2009年

						海岸侵食　		気候変動に伴う沿岸外力変化が汀線変化へ及ぼす影響評価―海面水温アンサンブル実験を用いた検討―		2013年 ネン		林健太郎（三井海洋開発）ら ミツイ カイヨウ カイハツ		既往の現地調査や航空写真解析から推察された長期的な沿岸特性を考慮した計算条件及び汀線変化モデルを構築した。そのモデルをベースとして、長期的な気候変動に伴う今世紀末の海水面温度の違いによる解析パターンを用いた波浪予測結果を用いて、汀線の将来変化を推定し、汀線への影響を検討した。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		汀線変化モデルをベースとして、気候変動に伴う波浪予測結果を用いて、汀線の将来変化を推定		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								日本の5海岸における過去の長期汀線変化特性と気候変動による将来汀線変化予測		2012年 ネン		吉田惇（東北大学）ら トウホクダイガク		日本の5つの海岸の長期的な海岸線の変化を調査し、将来の気候変動による海面上昇がビーチに与える影響を推定する。 将来の予測では、海面上昇に加えて波の高さと沈下について考慮されたルールを使用して、海岸線の変化を推定した。 結果、5つの海岸で10 mを超える海岸線が後退した。 カイガン カイガン		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		長期的な海岸線の変化を調査し、将来の気候変動による海面上昇がビーチに与える影響を推定		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		1981～2000年

				山地 サンチ		土石流・地すべり等　		気候システムの温暖化による斜面崩壊と影響人口の関係に関する推計		2012年 ネン		川越清樹（福島大学）ら		各年代の再現年の降雨極値を求め、斜面崩壊発生確率を検討した。この結果と人口分布データを照合し、斜面崩壊による影響人口の関係性を求めることで、空間的、定量的な人的リスクの推計を試みた。現在気候で斜面崩壊の影響を受ける人口が総人口の1%である結果を得、温暖化により、各都道府県で現在比10%の増加となる。 カク ミヤコ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		4種類のGCM シュルイ		MIROC3.2Medres, MRI-CGCM2.3.2, GFDL CM2.1, CSIRO MK3.0		3種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2、B1）		降雨極値、斜面崩壊発生確率の検討結果と人口分布データを照合し、斜面崩壊による人的リスクを推計		2020年、2050年、2090年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン		日本 ニホン		2000年

								気候モデルを用いた将来の土砂災害被害額推計		2014年 ネン		川越清樹（福島大学）ら		気候モデル・RCPシナリオを用いて2050年、2100年における土砂災害の一般資産被害額予測と適応策検討を試みた。一般資産被害額予測の結果として、RCPシナリオに関わらず2050年の一般資産被害額は現在比で約15億から25億円増となる。対策を講ずれば、現在比で上限20億増以内の一般資産被害額でおさめることのできる可能性が求められた。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		4種類のGCM シュルイ		MIROC5.0, MRIC GCM3, GFDL CM3.0, HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		将来の土砂災害における斜面崩壊発生確率と資産額からの一般資産被害額予測と適応策の検討を試行 ショウライ シャメン ホウカイ ハッセイ カクリツ シサン ガク イッパン シコウ		2031～2050年、 2081～2100年  ネン ネン		20年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1981～2000年

								地球温暖化が全国の裸地斜面の凍結融解特性に与える影響評価		2010年 ネン		泉山寛明（京都大学大学院）ら キョウト ダイガク ダイガクイン		裸地斜面を対象にした熱伝導計算により地中温度の推定を行い、凍結融解特性を求め、土砂生産量の推定を試みた。熱伝導計算は地表面熱収支を考慮することで一般的な気象データを入力データとして用いることが出来る。結果、凍結融解特性の全国分布が得られ、気温上昇により土砂生産量は減少することが予想された。		検索結果の中から、論文そのもの（京都大学防災研究所年報）を選択 キョウト ダイガク ボウサイ ケンキュウショ ネンポウ		○		気候モデルは利用していない								裸地斜面を対象にした熱伝導計算により地中温度の推定を行い、凍結融解特性を求め土砂生産量を推定		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		不明 フメイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		2008～2009年

								Future change of the potential landslide disasters as evaluated from precipitation data simulated by MRI‐AGCM3.1		2013年 ネン		奥勇一郎 （兵庫県立大学）ら オク ユウイチロウ ヒョウゴ ケンリツ ダイガク		全球大気モデルを用いて、日本の気候変動の影響による将来の潜在的な地すべり災害の数を評価した。浅い地すべりの発生の可能性は、21世紀の終わりに現在の可能性と比較して20％増加し、深層地すべりの可能性は最大30％増加する。		検索結果の中から、論文そのもの（Wiley onlinelibrary中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.1		不明 フメイ				全球大気モデルを用いて、日本の気候変動の影響による将来の潜在的な地滑り災害の数を評価		21世紀終わり セイキ オ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

				その他		強風等 キョウフウ トウ		日本周辺における台風来襲特性の将来変化に関する検討		2016年 ネン		横田雅紀（九州産業大学）ら キュウシュウ サンギョウダイガク		気候予測値から台風を抽出し、周辺海域に来襲する台風の平均的な強度や経路の出現特性の将来変化について検討した。結果、海面水温分布の変化パターンによらず日本列島の周辺における台風の平均的な強度は増加するものの、個数については必ずしも将来で減少しないことが明らかになった。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		全球大気モデルの気候予測値から台風を抽出し、来襲する台風の強度や経路の出現特性の将来変化を検討		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1979～2003年

								Future increase of supertyphoon intensity associated with climate change		2015年 ネン		坪木和久（名古屋大学）ら ツボキ カズヒサ ナゴヤダイガク		21世紀後半の地球温暖化の気候の中で、どの程度までスーパー台風が激しくなるかという問題に取り組んだ。 超高解像度ダウンスケール実験や、暖かい気候の20 kmメッシュ全球シミュレーションから得られた30の最も強い台風に対して行った。 ダウンスケール実験では12個のスーパー台風が発生した。		検索結果の中から、論文そのもの（agupubs.onlinelibrary）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.1		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		雲解像モデルを使用した高解像度のダウンスケール実験で、スーパー台風がどの程度激しくなるか研究 ケンキュウ		2074～2087年		14年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1979～1993年

								高解像度ダウンスケーリングによる将来台風の強度予測		2015年 ネン		坪木和久（名古屋大学） ツボキ カズヒサ ナゴヤダイガク		台風の高解像度シミュレーションを行い、構造や発達メカニズムを明らかにし、擬似温暖化実験や力学的ダウンスケーリング実験、さらに環境場に対する感度実験により、気候変動に伴い将来台風が強度や到達緯度についてどのように変わるのかを明らかにし、これにより将来、日本を含む中緯度地域の台風リスクがどのように変わるのかについて明らかにする。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				擬似温暖化実験や力学的ダウンスケーリング実験等で、気候変動に伴う台風リスクの変化を予測 トウ ヘンカ ヨソク		2074～2087年		14年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1979～1993年

								Projection of future typhoons landing on Japan based on a stochastic typhoon model utilizing AGCM projections		2010年 ネン		安田誠宏（関西大学）ら ヤスダ マコト ヒロシ カンサイ ダイガク		現在および将来の気候条件における台風の特性を推定するための確率的台風モデル（STM）を提示する。 モンテカルロシミュレーションを利用した結果、特に3つの主要な湾岸地域における日本の台風上陸の頻度は減少し、台風中心気圧の平均値は大きく変化しないことが分かった。  ワ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		モンテカルロシミュレーションを利用して台風モデルを提示し、将来の台風を気候変動信号として検討 ケントウ		2015～2031年、 2075～2100年  ネン ネン		25年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		1979～2004年

								海面水温の将来変化パターンによる近未来の台風特性の相違に関する研究		2018年 ネン		井手喜彦（九州大学大学院）ら ヒコ		大規模アンサンブル気候予測データベースを用いて，将来気候における台風特性を評価した。結果、台風の存在頻度は将来の海面水温分布によって異なることや、将来気候での台風強度が現在気候での強度よりも高まる程度は将来の海面水温上昇量が大きな場合に顕著であることなどを明らかにした。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5）		大規模アンサンブル気候予測データベースを用いて，将来気候における台風特性を評価		2051～2111年		60年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1951～2011年

								Changes in Potential Intensity of Tropical Cyclones Approaching Japan due to Anthropogenic Warming in Sea Surface and Upper-Air Temperatures		2010年 ネン		筒井純一（電力中央研究所） ツツイ ジュンイチ		モデルに基づいて、日本に上陸または接近する熱帯低気圧（TC）の強度と、これらの強度の地球温暖化による変化の可能性を調査した。日本の主要な島の近くの比較的高緯度での傾向は、TCの発達が温暖化した環境でより長い季節にわたってより広い地域で起こることを示唆している。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		モデルに基づいて、日本に上陸または接近する熱帯低気圧の強度と、地球温暖化による変化の可能性を調査		2080～2099年		20年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本近海 ニホン キンカイ		1980～1999年

								大規模アンサンブル気候予測データを用いた爆弾低気圧の将来変化		2018年 ネン		高裕也（金沢大学）ら カナザワ ダイガク		大規模アンサンブル気候予測データ（d4PDF）を用いて、日本海沿岸における低頻度気象災害要因の一つである爆弾低気圧に対する気候変動の影響評価を実施した。現在気候および将来気候からの爆弾低気圧抽出結果から、発生個数にはほとんど将来変化はないが、最低中心気圧の強度は将来的に増加する傾向があることがわかった。		検索結果の中から、論文そのもの（土木学会論文集）を選択 ドボク ガッカイ ロンブン シュウ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				大規模アンサンブル気候予測データを用いて、爆弾低気圧に対する気候変動の影響評価を実施		2050～2111年		60年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		1950～2011年

		健康 ケンコウ		暑熱		熱中症		A study of urban thermal environment in Tokyo in summer of the 2030s under influence of global warming		2016年 ネン		菊本英紀（東京大学生産技術研究所）ら		2030年前後の日本における熱障害のリスクに対する気候変動の影響を推定するため、グローバル循環モデルと地域気候モデルを用いた数値気候シミュレーションを行った。結果、8月の1日あたりの救急車の熱中症による平均輸送人数は63%増加すると予測された。 ケッカ ネッチュウ ショウ		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				数値気候シミュレーションにより、熱障害のリスク（熱中症輸送人数等）に対する気候変動の影響を推定		2026～2035年		10年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ		2001～2010年

								Summer heatstroke risk prediction for Tokyo in the 2030s based on mesoscale simulations by WRF		2017年 ネン		葛西正孝（国立感染症研究所）ら カサイ マサタカ コクリツ カンセンショウ ケンキュウジョ		熱中症リスクについて、ハザード、脆弱性、曝露の重複を評価することにより定量化した。ハザードインデックスとして、1日の最大湿球温度（WBGT）を選択した。2030年代の沿岸地域では、湿度の増加などの気候条件の変化により、リスクは20以上増加した。		検索結果の中から、論文そのもの（Academic Article）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC4h		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		熱中症リスクについて、ハザード、脆弱性、曝露の重複を評価することにより定量化		2031年 ネン		1年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2007年 ネン

								WBGTに基づいた日本の暑熱環境の将来予測		2015年 ネン		鈴木パーカー明日香（筑波大学）ら ツクバ ダイガク		暑熱指標WBGTに基づき、将来の日本の暑熱環境予測を行なった。結果、将来の暑熱環境は現在よりさらに悪化し、特に中部以西の多くの地点で 8 月中 20 日以上が「危険レベル」になると予測された。例えば将来の秋田市は現在の大阪市のような気候になる可能性が示唆された。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC5		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		全球気候モデルによる予測データのダウンスケール手法を用て、暑熱指標 WBGTに基づく暑熱環境を予測		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1991～2010年

				感染症		水系・食品媒介性感染症　		Modeling Future Projections of Temperature-Related Excess Morbidity due to Infectious Gastroenteritis under Climate Change Conditions in Japan.		2019年 ネン		小野塚大介（国立循環器病研究センター研究所）ら オノヅカ ダイスケ		2090年代の気候変動に伴い、気候変動シナリオごとに、感染性胃腸炎の罹患率を予測することを目指した。日本において、感染性胃腸炎による罹患率について、温度上昇とともに減少する可能性があることが予測された。  イチョウ エン ニホン オンド ジョウショウ ヨソク		検索結果の中から、論文そのもの（Environmental Health Perspectives）を選択		○		5種類のGCM シュルイ		GFDL-ESM2M、HadGEM2-ES、IPSL-CM5A-LR、MIROC-ESM-CHEM、NorESM1-M		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		気候変動シナリオごとに、適応と人口の変化がないと仮定し、感染性胃腸炎の罹患率の変化を予測		2090～2099年		10年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		2010～2019年

				その他				Estimation of excess mortality due to long-term exposure to PM2.5 in Japan using a high-resolution model for present and future scenarios		2016年 ネン		五藤大輔（国立環境研究所）ら		現在および将来について、日本でPM2.5をシミュレートするために、グローバルから地域への大気輸送モデルを使用した。PM2.5レベルのシミュレーションは、大気輸送モデルの解像度によって異なるが、将来の過剰死亡率の推定は、PM2.5レベルと社会的加齢に依存する。		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC-AOGCM		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		現在および将来について、大気輸送モデルを使用し、日本のPM2.5をシミュレート		2030年		1年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2000年

		国民生活・都市生活		都市インフラ・ライフライン等 トシ		水道、交通等　		全国都道府県別における将来水需給ギャップの把握		2015年 ネン		大西暁生（東京都市大学）ら トウキョウ トシ ダイガク		2050年までのセクター別（農業・工業・生活用水）の水需要を推計するシミュレーションモデルを構築するとともに、アメダスと超高解像度全球大気モデル並びに年間の水資源賦存量を用いることによって将来の水資源賦存量を都道府県ごとに推計した。各都道府県において水不足が起きる可能性があるのかどうか、また水不足が起きた場合の適切な水利用のあり方を検討した。 		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		不明 フメイ				水需要推計モデル構築と、水資源賦存量を用い、将来の水資源賦存量を推計 コウチク		2015～2039年		25年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								Assessment of spatiotemporal variations in the fluvial wash-load component in the 21st century with regard to GCM climate change scenarios		2015年 ネン		毛利悟朗（東京大学） モウリ ゴロウ トウキョウ ダイガク		気候変動が微細浮遊土砂に及ぼす影響の相互作用を評価した。将来の森林移行が検討された。GCMモデルでは、河川の微細浮遊土砂が年間23％から165％に増加し、毎月の分析では、台風シーズン中に大きな影響が現れることが示された。		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				4種類のGCM シュルイ		MIROC、MRI-GCM、HadGEM、GFDL		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		排出シナリオを考慮したアンサンブル分析の結果から、微細浮遊土砂の年次および季節変動を評価		2040年代、2090年代 ネン ダイ ネン ダイ		10年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

				その他		暑熱による生活への影響（ヒートアイランド）		2070年代8月を対象とした東京・名古屋・大阪における熱中症および睡眠困難の将来予測		2013年 ネン		日下博幸（筑波大学）ら		WRFモデルを用いて、東京、名古屋、大阪の夏季の将来の気候を予測し、気候変動が人間の健康に与える影響を、条件付評価法に基づく中間点影響評価によって評価する。 結果、3つの大都市で、日中最高気温が35℃を超える日数が2070年代には2倍になることが分かった。 熱ストレスを避けるための支払意志額を測定し、それは、熱中症と比較して睡眠障害に対して高い。 ワ ソクテイ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC3.2、MRI-CGCM2.3、CSIRO-Mk3.0		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		WRFモデルを用いて、気候変動が人間の健康に与える影響を、中間点影響評価によって評価		2070年代 ネン ダイ		10年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		2000年代 ネン ダイ

								IPCC SRES A2 シナリオ下での三大都市圏の夏季気候の将来予測: WRF-UCMによる力学的ダウンスケーリング		2012年 ネン		髙根雄也（筑波大学大学院）ら		三大都市圏を対象に、これまでほとんど行われてこなかった都市気候の将来予測を実施する。初期値・境界値には、将来最も高温となることが予測されているSRES A2 シナリオに基づき将来予測を行った結果を使用する。2070年代の5時には2000年代と同様に三大都市圏に広域ヒートアイランドが出現した。		検索結果の中から、論文そのもの（日本ヒートアイランド学会論文集）を選択 シュウ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A2）		最も高温となることが予測されているSRES A2 シナリオに基づき、都市気候の将来予測を実施		2070～2079年 		10年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		1990～1999年

								WBGTに基づいた日本の暑熱環境の将来予測（再掲） サイケイ		2015年 ネン		鈴木パーカー明日香（筑波大学）ら ツクバ ダイガク		暑熱指標WBGTに基づき、将来の日本の暑熱環境予測を行なった。結果、将来の暑熱環境は現在よりさらに悪化し、特に中部以西の多くの地点で 8 月中 20 日以上が「危険レベル」になると予測された。例えば将来の秋田市は現在の大阪市のような気候になる可能性が示唆された。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC5		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		全球気候モデルによる予測データのダウンスケール手法を用て、暑熱指標 WBGTに基づく暑熱環境を予測		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1991～2010年

								Assessment of the Impact of Metropolitan-Scale Urban Planning Scenarios on the Moist Thermal Environment under Global Warming: A Study of the Tokyo Metropolitan Area Using Regional Climate Modeling		2015年 ネン		Asuka Suzuki-Parker（筑波大学）ら ツクバダイガク		高解像度の地域気候モデルを使用して、地球温暖化下の湿潤熱環境に対する大都市規模の都市計画シナリオの影響を定量化する最初の試みを提供する。2070年代の将来の予測では、現在の気候と比較して、昼間の平均WBGTが2〜4℃増加することが示されている。		検索結果の中から、論文そのもの（Hindawi）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-CGCM2.3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		高解像度の地域気候モデルを使用し、地球温暖化の下での都市計画シナリオと湿気熱環境の影響を定量化		2070～2079年		10年単位 ネン タンイ		27kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2000～2009年






研究プロジェクト

		気候変動影響予測に関する国等の研究プロジェクトについて（2020年3月時点） キコウヘンドウ エイキョウ ヨソク カン クニ トウ ケンキュウ ネン ガツ ジテン

																								※　　　：現時点で、A-PLAT上のWebGISデータに反映されている項目 ゲンジテン ジョウ ハンエイ コウモク
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																								　S-8：温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究（環境省） カンキョウショウ

																								　RECCA：気候変動適応研究推進プログラム（文部科学省）

																								　S-15：社会・生態システムの統合化による自然資本・生態系サービスの予測評価（環境省）

																								　気候変動適応研究プログラム：気候変動適応研究プログラム（国立環境研究所）　



		分野		大項目		小項目		研究プロジェクトのタイトル ケンキュウ		URL		代表研究者 ケンキュウ		研究内容 ケンキュウ ナイヨウ		気候モデル キコウ				排出シナリオ ハイシュツ				影響予測モデル
の情報 エイキョウ ヨソク		対象とする期間		時間解像度		空間解像度		対象領域 タイショウ リョウイキ		基準年		備考 ビコウ

																モデルの数 カズ		モデルの名称 メイショウ		シナリオの数 カズ		シナリオの名称 メイショウ

		農業・林業・水産業		農業		水稲		わが国における温暖化のコメ等穀物生産への影響と適応策（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group06.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(6).pdf		石郷岡康史（農業環境技術研究所）		地域ごとのコメ生産に関する詳細な統計データや水田水利用および水管理に関するデータ、および高解像度気象メッシュデータと土地利用データを整理する。また、気象、農業統計、地理情報データに基づき、コメおよびコメ以外の作物生産に関する影響評価モデルのプロトタイプを構築する。さらに、複数の気候モデル予測の不確実性を考慮に入れたより高度な評価手法により、穀物生産の広域的で確率的な影響予測と影響軽減のための方策が実施された場合の効果を評価する。		6種類のGCM シュルイ		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES、CSIRO-Mk3-6-0、bcc-csm1-1		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		国内主要15品種に適用可能なプロセスモデル		1981～2100年 ネン		20年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ		日本 ニホン		1981～2000年

				水産業		回遊性魚介類（魚類等の生態）		気候変動に伴う水産資源・海況変動予測技術の革新と実利用化（RECCA）		https://www.restec.or.jp/recca/staticpages/index/awaji.html		淡路敏之（京都大学理学研究科（元海洋研究開発機構））		本研究は、青森県の主力魚種であるアカイカを対象に、温暖化に伴う漁場や水産資源量の変動の推定を行うとともに、適応策を作るために必要な情報を青森県の漁業者に提供することを目的として、次の2つを研究テーマとして実施してきた。
　・ピンポイント漁場予測として、日々の漁場がどこにどのような形でできるのかを推定する技術を確立する
　・アカイカの漁獲量が毎年どのように変動するのか、また温暖化に伴うアカイカの増減などについて調べる ゾウゲン																						土木学会論文集G(環境) Vol.67 no.5 page.9-15 (2011)に詳細が記載されているはずだが、学会ホームページからもアクセス不可のためI列～P列は記載なし ドボク ガッカイ ロンブン シュウ カンキョウ ショウサイ キサイ ガッカイ フカ

								気候変動による日本周辺海域における海洋環境と生態系への影響評価（気候変動適応研究プログラム）		http://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-4.html		荒巻能史（国立環境研究所） コクリツカンキョウケンキュウショ		大学練習船に協力を得て、気候変動に脆弱な日本海を中心とした沿岸域における環境変化検出のためのプラットフォームを確立し、その永続的なモニタリングを開始する。地方自治体の環境研究所等と連携して、各所で収集されている動植物プランクトン、魚種・漁獲量データ、あるいは海象・気象データを整理・分析する。これら知見の統合から、気候変動による日本周辺海域における環境変化や、それに伴う海洋生態系への影響を把握する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		水環境・水資源		水環境		湖沼・ダム湖　		水源における水質影響評価（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group03.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(3).pdf		梅田信（東北大学大学院）		水源（ダム湖）の水質に関わるデータを収集、整理する。また個別のダム湖における現地調査を実施する。
ダム湖の水質の影響評価のための数値解析モデルを構築する。将来の気候シナリオに基づいて、水文条件等の変化による水質変化を検討し，全国的な水源水質の影響評価を実施する。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		2つの評価指標と流入河川の栄養塩濃度の実測 データを用いたクロロフィルa濃度の評価		2050年期(2031-2050), 2100年期(2081-2100) 		20年単位 ネン タンイ		37ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		2000年期(1981-2000)

				水資源		水供給（地表水）　		気候変動下における四国の水資源政策決定支援システムの開発（RECCA）		https://www.restec.or.jp/recca/staticpages/index/nasu.html
http://www.skr.mlit.go.jp/kikaku/mizu/pdf/17_nasu01.pdf		那須清吾（高知工科大学）		気象学、水文学、経済学等の多様な学問を統合したシミュレーションモデルを開発することで、グローバルな気候変動の情報から、四国、吉野川流域、各市町村といったローカルな地域が受ける影響を予測する方法を確立した。具体的には、地球全体の気候変動の将来予測結果に基づき、四国地方の気候が将来どのように変化するのかを予測できる気候変動予測モデルを作成した。		IPCCの気候変動報告全球規模気候変動予測モデル（25種類のモデル） キコウ ヘンドウ ホウコク ゼン キュウ キボ キコウ ヘンドウ ヨソク シュルイ				不明 フメイ				水文モデル、社会経済モデルの統合モデル シャカイ ケイザイ トウゴウ		2046～2065年 ネン		20年単位 ネン タンイ		市町村単位 シチョウソン タンイ		日本 ニホン		1981～2000年 ネン

		自然生態系		陸域生態系		高山帯・亜高山帯		温暖化が日本の主要な自然植生に及ぼす影響評価（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group05.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(5).pdf		田中信行（森林総合研究所）		植物分布データと環境データベースを用いて優占種など生態系の要となるキーストーン種の空間統計モデルを構築し、潜在生育域を予測する。予測精度を高めるために、(ⅰ)モデルに組み込む説明変数の種類、(ⅱ)応答変数と検証に使用する分布データ（点数、空間配置、解像度、標高）、(ⅲ)予測モデルの種類の３点について検討するとともに、分布移動を組み込んだモデルの構築を行う。キーストーン種の温暖化影響の伴う生態系の変化についても評価する。		20 種類の GCM		不明		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		キーストーン種の空間統計モデル(分布予測モデル)		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ		日本（吉野川流域に限定） ニホン ヨシノ ガワ リュウイキ ゲンテイ		不明 フメイ

						物質収支		山岳凍土動態変化の長期的監視と気候変動による土地脆弱性評価（気候変動適応研究プログラム）		https://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-7.html		内田昌男（国立環境研究所）		日本の山岳永久・季節凍土帯にて、凍土動態の現状把握と将来予測および凍結融解による地表面破壊の長期的監視のための技術開発を行う。また、衛星データ、地形・微気象データ、モデル解析を統合した凍土帯の凍結融解による地表面変位（凍上および沈下量）のマップを作成する。これらの知見により、現状及び将来の凍土融解による地形浸食につながる凍土の脆弱性をより正確に予測することが可能となる、より適切な気候変動適応策の推進において有益な情報の提供が期待される。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

				沿岸生態系、海洋生態系				気候変動等を考慮した将来シナリオにもとづく海域の自然資本・生態系サービスの予測評価（S-15）		http://pances.net/top/テーマ3/サブテーマ3-3/
https://www.nies.go.jp/subjects/2019/24784_fy2019.html		山野博哉（国立環境研究所）		地球環境変動にともなう水温上昇、海洋酸性化、海面上昇等が、海域の自然資本・生態系サービスに与える影響を評価。水温上昇による海洋生物の分布変化など気候変動影響に関する観測データを整備して解析を行い、気候変動に対する海洋生物の応答を明らかにする。海域の環境要因の予測結果と海洋生物の応答に基づいて、日本～アジアスケールで自然資本・生態系サービスの時間変動を評価・推定し、将来の保護区の設定などの適応策の立案につなげる。		各種気候変動モデル・シナリオに基づく								気候モデル出力結果に基づき浅海域の地形・生物の変化予測		短期（～2030年）・中期（2030〜2050年）・長期（2050〜2100年）		10年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		日本 ニホン		2000年代、2010年代 ネン ダイ ネン ダイ

								気候変動による日本周辺海域における海洋環境と生態系への影響評価（気候変動適応研究プログラム）（再掲） サイケイ		http://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-4.html		荒巻能史（国立環境研究所） コクリツカンキョウケンキュウショ		大学練習船に協力を得て、気候変動に脆弱な日本海を中心とした沿岸域における環境変化検出のためのプラットフォームを確立し、その永続的なモニタリングを開始する。地方自治体の環境研究所等と連携して、各所で収集されている動植物プランクトン、魚種・漁獲量データ、あるいは海象・気象データを整理・分析する。これら知見の統合から、気候変動による日本周辺海域における環境変化や、それに伴う海洋生態系への影響を把握する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

				分布・個体群の変動				生物・生態系の変化の検出と予測の高度化（気候変動適応研究プログラム）		https://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj2-4.html		山野博哉（国立環境研究所）		各種生物に関して、気候変動等の影響を検出するため、全国規模で過去から現在にかけての分布データの収集を行う。気候モデルの出力結果等環境変化に関するデータを用いて、将来の分布予測を行う。分布予測に関しては、生物の特性を考慮した予測の高度化を行う。また、気候変動の生物分布への直接影響に加えて、気候変動による感染症の侵入と拡大が生物多様性に与える影響も考慮する。以上より、想定される生物の変化に関する地域からの要望に対応できる体制を整える。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		自然災害・沿岸域		河川 カセン		洪水		全国の洪水氾濫リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(4).pdf		風間聡（東北大学大学院）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。過去に開発した洪水氾濫リスク推定モデルをマルチスケールに適応できるよう改良し、マルチスケールモデルの開発を行う。これを洪水氾濫の脆弱な地域において適用し、検証を行う。この際、各地域が簡便に被害を推定できる手法を提案する。豪雨のダウンスケーリングした結果を入力し、将来の洪水氾濫の被害予測をマルチスケールで行う。精緻と簡易モデルの検証ならびに改良を行う。		3種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		最大確率流量を生じさせる降雨を用いて氾濫計算を行い、日本全国における洪水被害額を算出		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		流域単位 リュウイキ タンイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

								ゲリラ豪雨の予測手法の開発（九州地域）（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group11.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-2(2).pdf		小松利光（九州大学大学院）		ゲリラ豪雨に影響を与えると考えられる都市熱環境の変化を評価するため、福岡都市圏において長期多点同時観測を行うとともに、過去の観測データとの比較により都市の発展による熱環境の変化を評価する。気象モデルおよび雲解像モデルを用いて、ゲリラ豪雨の事例解析を行い、ゲリラ豪雨の発生機構およびその特性を明らかにする。都市の熱環境の変化がゲリラ豪雨の発生頻度などへ与える影響を推定し、ゲリラ豪雨の高頻度化などに伴う都市の降雨災害の予測解析を行う。		不明 フメイ				不明 フメイ				メソ気象モデルを用いた再現シミュレーションおよび人工排熱量を3通りに変化させたシミュレーション		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1時間単位 ジカン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本（九州地方に限定） ニホン キュウシュウ チホウ ゲンテイ		不明 フメイ

				高潮・高波等		高潮・高波		全国の高潮災害リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(4).pdf		浅井正（元国土技術政策総合研究所）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。高潮災害の被害予測モデルの空間解像度を高めるとともに、対象地域を全国に拡張する。土地利用と高潮災害の関係を分析し、一部地域を対象に土地利用を考慮した高潮災害の被害予測モデルを構築する。土地利用を考慮した高潮被害予測モデルを全国に拡張し、ダウンスケーリングした気象データをもとに将来の高潮災害の被害予測を行う。		不明 フメイ				4種類のシナリオ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		護岸等の越波・越流量を、様々な平均水位と波浪条件を設定し数値波動水路でシミュレーション		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		標高15m以下の地域、893の計算セルを設定（セルの大きさは不明） オオ フメイ		日本 ニホン		2000年

						海岸侵食　		全国の沿岸侵食リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(4).pdf		有働恵子（東北大学）		全国の海岸侵食状況等に関する資料を収集し、これと数値地図情報のデータ書式を統一する。また、広域海岸海浜変形モデルの構築を行う。全国砂浜後退災害を現地データで検証した後、全国の地図データに展開する。モデルの精緻化を行い、海岸構造物を考慮した構造に改良する。全国の砂浜侵食マップを作成し、沿岸侵食リスクマップの作成を行う。精緻化されたモデルは、仙台南部海岸で構造物の侵食効果を検証する。		3種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		将来予測される海面上昇に対する全国の砂浜消失被害関数を、海面上昇量を全国一律と仮定し、設定 セッテイ		2081～2100年		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

				山地 サンチ		土石流・地すべり等　		全国の土砂災害リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.html
http://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(4).pdf		川越清樹（福島大学大学院）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。すでに開発した斜面崩壊リスク推定モデルをマルチスケールに適応できるよう改良を行う。このマルチスケールモデルの再現性と検証を行う。この際、降雨強度と被害の関係式のチャートを作成し、各地域が簡便に被害を推定できる手法（簡易モデル）を提案する。豪雨のダウンスケーリングした結果を入力し、将来の斜面災害の被害予測をマルチスケールで行う。簡易な両モデルの検証ならびに改良を行う。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		降雨変化に応じて斜面崩壊の危険性を求める斜面崩壊モデルを用い、被害額や曝露人口を予測 ヒガイ ガク バクロ ジンコウ ヨソク		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

		健康 ケンコウ		暑熱		死亡リスク　		温暖化死亡影響モデルの精緻化・簡易化（S-8）		https://www.nies.go.jp/s8_project/group/group07.html
www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(7).pdf		本田靖（筑波大学）		評価モデルに遅延効果および大気汚染の影響を組み込んだモデルのプロトタイプを完成させる。
感染症の影響を適切に評価できるモデルを完成させつつ、極端な気温における超過死亡推定の精度を高めたモデルを完成させる。気象パターンをいくつかに分け、それぞれの気象パターンごとに、数値モデルによりオゾン発生量を推定、予測を行う。対象を東アジアに広げ、モデルの問題点を確認する。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		大循環モデルに従って気温が上昇した場合の「気候変化で引き起こされる熱関連死亡数」を予測		2030年、2050年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		アジアの中の日本 ナカ ニホン		1961～1990年

				感染症		節足動物媒介感染症　		節足動物媒介性感染症に及ぼす温暖化影響評価と適応政策、国民への成果発信に関する研究（S-8）		https://www.nies.go.jp/s8_project/group/group08.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(8).pdf		倉根一郎（国立感染症研究所）		日本脳炎ウイルス増幅動物であるブタの抗体陽性率の調査を継続し、指標として、夏季の温度のみでなく、年間気温や冬季気温との関係、雨量との関係等を明らかにする。日本脳炎患者数への温暖化影響評価手法を開発し影響評価を行う。自治体レベル、アジアで行ないうる影響評価手法を開発する。さらに、アジアで影響評価が可能である日本脳炎患者数への温暖化影響評価手法を台湾とタイに技術移転し温暖化影響を明らかにする。		気候モデルは利用していない								ブタの抗体陽性率を指標として、気温あるいは雨量との関係性等を重回帰などで分析 ジュウカイキ ブンセキ		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								感染症媒介昆虫の活動に及ぼす温暖化影響に関する研究（S-8）		https://www.nies.go.jp/s8_project/group/group08.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(8).pdf		小林睦生（国立感染症研究所）		感染症媒介蚊であるヒトスジシマカの東北地方における分布地域をさらに詳細に調査し、これまでの調査結果と今回の結果から地球温暖化影響を明らかにする。媒介蚊の分布域調査に加えて、蚊の密度に及ぼす温暖化影響手法を開発し温暖化影響を明らかにする。さらに、地方自治体においても可能な影響評価手法を開発し技術移転する。また、各地方自治体との共同研究によって、新たに侵入した地域における定着と分布域拡大に対する温暖化影響について明らかにする。		1種類のGCM		MIROC K1 		2種類のシナリオ シュルイ		RCP（6.0、2.6）		GISを利用して媒介動物の分布域拡大を解析し、感染症流行の将来予測を行う		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		2014年 ネン

				その他				気候変動による日本およびアジア太平洋域の大気汚染の変化とその環境影響評価（気候変動適応研究プログラム）		https://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj2-3.html		永島達也（国立環境研究所）		アジア太平洋地域を対象として、都市域や森林火災域における大気汚染状況を観測またはデータベース化することにより汚染物質排出量や気象・反応パラメータを再評価する。また、過去における日本の観測データと大気化学モデルの計算結果を解析して気候変動に対する大気汚染の感度とその決定機構を明らかにする。植物実験を行って植生影響評価モデルの高度化に取り組み、将来の気候変動による大気汚染変化のモデル計算を行って、それを用いた健康や農作物生産への影響を評価する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		国民生活・都市生活		都市インフラ・ライフライン等 トシ		水道、交通等　		大都市における水道への影響評価に関する研究（S-8）		https://www.nies.go.jp/s8_project/group/group03.html
https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/h26/pdf/S-8-1(3).pdf		秋葉道宏（国立保健医療科学院）		大都市における水利用の長期的動向を明らかにするとともに、気温と水需要量、原水水質と薬品・エネルギー使用量との関係を明らかにする。水需要や薬品・エネルギー使用量と気温以外の気象条件との関連性について検証を行う。様々なシナリオによる都市用水需要変化や、水道事業における薬品・エネルギー使用量変化を評価できるモデルを開発する。全国の都市を対象として評価を行い、地域性、サイズファクター等の影響など明らかにする。		不明 フメイ				不明 フメイ				・ダム湖への流入河川流入量・ダム湖内濁度を予測する準分布型水文水質モデル
・ここでは、1日当たり給水制限率100%という前提を与えた		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1日単位 ニチ タンイ		市町村単位 シチョウソン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ



http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group06.htmlhttp://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.htmlhttp://www.nies.go.jp/s8_project/group/group11.htmlhttp://www.nies.go.jp/s8_project/group/group04.htmlhttps://www.nies.go.jp/s8_project/group/group08.htmlhttps://www.nies.go.jp/s8_project/group/group08.htmlhttps://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj2-3.htmlhttp://www.nies.go.jp/s8_project/group/group03.htmlhttps://www.restec.or.jp/recca/staticpages/index/awaji.htmlhttp://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-4.htmlhttp://pances.net/top/テーマ3/サブテーマ3-3/http://www.nies.go.jp/s8_project/group/group05.htmlhttps://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-7.htmlhttp://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj1-4.htmlhttps://ccca.nies.go.jp/ja/program/pj2-4.html

研究プロジェクト (2)

		気候変動影響予測に関する国等の研究プロジェクトについて（2020年3月時点） キコウヘンドウ エイキョウ ヨソク カン クニ トウ ケンキュウ ネン ガツ ジテン

																						※　　　：現時点で、A-PLAT上のWebGISデータに反映されている項目 ゲンジテン ジョウ ハンエイ コウモク

																						※各プロジェクトについて、以下表記で示す。 カク イカ ヒョウキ シメ

																						　S-8：温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究（環境省） カンキョウショウ

																						　RECCA：気候変動適応研究推進プログラム（文部科学省）

																						　S-15：社会・生態システムの統合化による自然資本・生態系サービスの予測評価（環境省）

																						　気候変動適応研究プログラム：気候変動適応研究プログラム（国立環境研究所）　



		分野		大項目		小項目		研究プロジェクト
のタイトル ケンキュウ		代表研究者 ケンキュウ		研究内容 ケンキュウ ナイヨウ		気候モデル キコウ				排出シナリオ ハイシュツ				影響予測モデル
の情報 エイキョウ ヨソク		対象とする期間		時間解像度		空間解像度		対象領域 タイショウ リョウイキ		基準年		備考 ビコウ

														モデルの数 カズ		モデルの名称 メイショウ		シナリオの数 カズ		シナリオの名称 メイショウ

		農業・林業・水産業		農業		水稲		わが国における温暖化のコメ等穀物生産への影響と適応策（S-8）		石郷岡康史（農業環境技術研究所）		地域ごとのコメ生産に関する詳細な統計データや水田水利用および水管理に関するデータ、および高解像度気象メッシュデータと土地利用データを整理する。また、気象、農業統計、地理情報データに基づき、コメおよびコメ以外の作物生産に関する影響評価モデルのプロトタイプを構築する。さらに、複数の気候モデル予測の不確実性を考慮に入れたより高度な評価手法により、穀物生産の広域的で確率的な影響予測と影響軽減のための方策が実施された場合の効果を評価する。		6種類のGCM シュルイ		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES、CSIRO-Mk3-6-0、bcc-csm1-1		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		国内主要15品種に適用可能なプロセスモデル		1981～2100年 ネン		20年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ		日本 ニホン		1981～2000年

				水産業		回遊性魚介類（魚類等の生態）		気候変動に伴う水産資源・海況変動予測技術の革新と実利用化（RECCA）		淡路敏之（京都大学理学研究科（元海洋研究開発機構））		本研究は、青森県の主力魚種であるアカイカを対象に、温暖化に伴う漁場や水産資源量の変動の推定を行うとともに、適応策を作るために必要な情報を青森県の漁業者に提供することを目的として、次の2つを研究テーマとして実施してきた。
　・ピンポイント漁場予測として、日々の漁場がどこにどのような形でできるのかを推定する技術を確立する
　・アカイカの漁獲量が毎年どのように変動するのか、また温暖化に伴うアカイカの増減などについて調べる ゾウゲン																						土木学会論文集G(環境) Vol.67 no.5 page.9-15 (2011)に詳細が記載されているはずだが、学会ホームページからもアクセス不可のためI列～P列は記載なし ドボク ガッカイ ロンブン シュウ カンキョウ ショウサイ キサイ ガッカイ フカ

								気候変動による日本周辺海域における海洋環境と生態系への影響評価（気候変動適応研究プログラム）		荒巻能史（国立環境研究所） コクリツカンキョウケンキュウショ		大学練習船に協力を得て、気候変動に脆弱な日本海を中心とした沿岸域における環境変化検出のためのプラットフォームを確立し、その永続的なモニタリングを開始する。地方自治体の環境研究所等と連携して、各所で収集されている動植物プランクトン、魚種・漁獲量データ、あるいは海象・気象データを整理・分析する。これら知見の統合から、気候変動による日本周辺海域における環境変化や、それに伴う海洋生態系への影響を把握する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		水環境・水資源		水環境		湖沼・ダム湖　		水源における水質影響評価（S-8）		梅田信（東北大学大学院）		水源（ダム湖）の水質に関わるデータを収集、整理する。また個別のダム湖における現地調査を実施する。
ダム湖の水質の影響評価のための数値解析モデルを構築する。将来の気候シナリオに基づいて、水文条件等の変化による水質変化を検討し，全国的な水源水質の影響評価を実施する。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		2つの評価指標と流入河川の栄養塩濃度の実測 データを用いたクロロフィルa濃度の評価		2050年期(2031-2050), 2100年期(2081-2100) 		20年単位 ネン タンイ		37ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		2000年期(1981-2000)

				水資源		水供給（地表水）　		気候変動下における四国の水資源政策決定支援システムの開発（RECCA）		那須清吾（高知工科大学）		気象学、水文学、経済学等の多様な学問を統合したシミュレーションモデルを開発することで、グローバルな気候変動の情報から、四国、吉野川流域、各市町村といったローカルな地域が受ける影響を予測する方法を確立した。具体的には、地球全体の気候変動の将来予測結果に基づき、四国地方の気候が将来どのように変化するのかを予測できる気候変動予測モデルを作成した。		IPCCの気候変動報告全球規模気候変動予測モデル（25種類のモデル） キコウ ヘンドウ ホウコク ゼン キュウ キボ キコウ ヘンドウ ヨソク シュルイ				不明 フメイ				水文モデル、社会経済モデルの統合モデル シャカイ ケイザイ トウゴウ		2046～2065年 ネン		20年単位 ネン タンイ		市町村単位 シチョウソン タンイ		日本 ニホン		1981～2000年 ネン

		自然生態系		陸域生態系		高山帯・亜高山帯		温暖化が日本の主要な自然植生に及ぼす影響評価（S-8）		田中信行（森林総合研究所）		植物分布データと環境データベースを用いて優占種など生態系の要となるキーストーン種の空間統計モデルを構築し、潜在生育域を予測する。予測精度を高めるために、(ⅰ)モデルに組み込む説明変数の種類、(ⅱ)応答変数と検証に使用する分布データ（点数、空間配置、解像度、標高）、(ⅲ)予測モデルの種類の３点について検討するとともに、分布移動を組み込んだモデルの構築を行う。キーストーン種の温暖化影響の伴う生態系の変化についても評価する。		20 種類の GCM		不明		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		キーストーン種の空間統計モデル(分布予測モデル)		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ		日本（吉野川流域に限定） ニホン ヨシノ ガワ リュウイキ ゲンテイ		不明 フメイ

						物質収支		山岳凍土動態変化の長期的監視と気候変動による土地脆弱性評価（気候変動適応研究プログラム）		内田昌男（国立環境研究所）		日本の山岳永久・季節凍土帯にて、凍土動態の現状把握と将来予測および凍結融解による地表面破壊の長期的監視のための技術開発を行う。また、衛星データ、地形・微気象データ、モデル解析を統合した凍土帯の凍結融解による地表面変位（凍上および沈下量）のマップを作成する。これらの知見により、現状及び将来の凍土融解による地形浸食につながる凍土の脆弱性をより正確に予測することが可能となる、より適切な気候変動適応策の推進において有益な情報の提供が期待される。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

				沿岸生態系、海洋生態系				気候変動等を考慮した将来シナリオにもとづく海域の自然資本・生態系サービスの予測評価（S-15）		山野博哉（国立環境研究所）		地球環境変動にともなう水温上昇、海洋酸性化、海面上昇等が、海域の自然資本・生態系サービスに与える影響を評価。水温上昇による海洋生物の分布変化など気候変動影響に関する観測データを整備して解析を行い、気候変動に対する海洋生物の応答を明らかにする。海域の環境要因の予測結果と海洋生物の応答に基づいて、日本～アジアスケールで自然資本・生態系サービスの時間変動を評価・推定し、将来の保護区の設定などの適応策の立案につなげる。		各種気候変動モデル・シナリオに基づく								気候モデル出力結果に基づき浅海域の地形・生物の変化予測		短期（～2030年）・中期（2030〜2050年）・長期（2050〜2100年）		10年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		日本 ニホン		2000年代、2010年代 ネン ダイ ネン ダイ

								気候変動による日本周辺海域における海洋環境と生態系への影響評価（気候変動適応研究プログラム）（再掲） サイケイ		荒巻能史（国立環境研究所） コクリツカンキョウケンキュウショ		大学練習船に協力を得て、気候変動に脆弱な日本海を中心とした沿岸域における環境変化検出のためのプラットフォームを確立し、その永続的なモニタリングを開始する。地方自治体の環境研究所等と連携して、各所で収集されている動植物プランクトン、魚種・漁獲量データ、あるいは海象・気象データを整理・分析する。これら知見の統合から、気候変動による日本周辺海域における環境変化や、それに伴う海洋生態系への影響を把握する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

				分布・個体群の変動				生物・生態系の変化の検出と予測の高度化（気候変動適応研究プログラム）		山野博哉（国立環境研究所）		各種生物に関して、気候変動等の影響を検出するため、全国規模で過去から現在にかけての分布データの収集を行う。気候モデルの出力結果等環境変化に関するデータを用いて、将来の分布予測を行う。分布予測に関しては、生物の特性を考慮した予測の高度化を行う。また、気候変動の生物分布への直接影響に加えて、気候変動による感染症の侵入と拡大が生物多様性に与える影響も考慮する。以上より、想定される生物の変化に関する地域からの要望に対応できる体制を整える。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		自然災害・沿岸域		河川 カセン		洪水		全国の洪水氾濫リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		風間聡（東北大学大学院）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。過去に開発した洪水氾濫リスク推定モデルをマルチスケールに適応できるよう改良し、マルチスケールモデルの開発を行う。これを洪水氾濫の脆弱な地域において適用し、検証を行う。この際、各地域が簡便に被害を推定できる手法を提案する。豪雨のダウンスケーリングした結果を入力し、将来の洪水氾濫の被害予測をマルチスケールで行う。精緻と簡易モデルの検証ならびに改良を行う。		3種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		最大確率流量を生じさせる降雨を用いて氾濫計算を行い、日本全国における洪水被害額を算出		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		流域単位 リュウイキ タンイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

								ゲリラ豪雨の予測手法の開発（九州地域）（S-8）		小松利光（九州大学大学院）		ゲリラ豪雨に影響を与えると考えられる都市熱環境の変化を評価するため、福岡都市圏において長期多点同時観測を行うとともに、過去の観測データとの比較により都市の発展による熱環境の変化を評価する。気象モデルおよび雲解像モデルを用いて、ゲリラ豪雨の事例解析を行い、ゲリラ豪雨の発生機構およびその特性を明らかにする。都市の熱環境の変化がゲリラ豪雨の発生頻度などへ与える影響を推定し、ゲリラ豪雨の高頻度化などに伴う都市の降雨災害の予測解析を行う。		不明 フメイ				不明 フメイ				メソ気象モデルを用いた再現シミュレーションおよび人工排熱量を3通りに変化させたシミュレーション		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1時間単位 ジカン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本（九州地方に限定） ニホン キュウシュウ チホウ ゲンテイ		不明 フメイ

				高潮・高波等		高潮・高波		全国の高潮災害リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		浅井正（元国土技術政策総合研究所）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。高潮災害の被害予測モデルの空間解像度を高めるとともに、対象地域を全国に拡張する。土地利用と高潮災害の関係を分析し、一部地域を対象に土地利用を考慮した高潮災害の被害予測モデルを構築する。土地利用を考慮した高潮被害予測モデルを全国に拡張し、ダウンスケーリングした気象データをもとに将来の高潮災害の被害予測を行う。		不明 フメイ				4種類のシナリオ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		護岸等の越波・越流量を、様々な平均水位と波浪条件を設定し数値波動水路でシミュレーション		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		標高15m以下の地域、893の計算セルを設定（セルの大きさは不明） オオ フメイ		日本 ニホン		2000年

						海岸侵食　		全国の沿岸侵食リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		有働恵子（東北大学）		全国の海岸侵食状況等に関する資料を収集し、これと数値地図情報のデータ書式を統一する。また、広域海岸海浜変形モデルの構築を行う。全国砂浜後退災害を現地データで検証した後、全国の地図データに展開する。モデルの精緻化を行い、海岸構造物を考慮した構造に改良する。全国の砂浜侵食マップを作成し、沿岸侵食リスクマップの作成を行う。精緻化されたモデルは、仙台南部海岸で構造物の侵食効果を検証する。		3種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		将来予測される海面上昇に対する全国の砂浜消失被害関数を、海面上昇量を全国一律と仮定し、設定 セッテイ		2081～2100年		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

				山地 サンチ		土石流・地すべり等　		全国の土砂災害リスクの推定とリスクマップの開発（S-8）		川越清樹（福島大学大学院）		地図情報とGCMデータの収集を行い、データ書式の統一を行う。すでに開発した斜面崩壊リスク推定モデルをマルチスケールに適応できるよう改良を行う。このマルチスケールモデルの再現性と検証を行う。この際、降雨強度と被害の関係式のチャートを作成し、各地域が簡便に被害を推定できる手法（簡易モデル）を提案する。豪雨のダウンスケーリングした結果を入力し、将来の斜面災害の被害予測をマルチスケールで行う。簡易な両モデルの検証ならびに改良を行う。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		降雨変化に応じて斜面崩壊の危険性を求める斜面崩壊モデルを用い、被害額や曝露人口を予測 ヒガイ ガク バクロ ジンコウ ヨソク		2050年、2100年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

		健康 ケンコウ		暑熱		死亡リスク　		温暖化死亡影響モデルの精緻化・簡易化（S-8）		本田靖（筑波大学）		評価モデルに遅延効果および大気汚染の影響を組み込んだモデルのプロトタイプを完成させる。
感染症の影響を適切に評価できるモデルを完成させつつ、極端な気温における超過死亡推定の精度を高めたモデルを完成させる。気象パターンをいくつかに分け、それぞれの気象パターンごとに、数値モデルによりオゾン発生量を推定、予測を行う。対象を東アジアに広げ、モデルの問題点を確認する。		4種類のGCM		MIROC5、MRI-CGCM3、GFDL CM3、HadGEM2-ES		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		大循環モデルに従って気温が上昇した場合の「気候変化で引き起こされる熱関連死亡数」を予測		2030年、2050年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		アジアの中の日本 ナカ ニホン		1961～1990年

				感染症		節足動物媒介感染症　		節足動物媒介性感染症に及ぼす温暖化影響評価と適応政策、国民への成果発信に関する研究（S-8）		倉根一郎（国立感染症研究所）		日本脳炎ウイルス増幅動物であるブタの抗体陽性率の調査を継続し、指標として、夏季の温度のみでなく、年間気温や冬季気温との関係、雨量との関係等を明らかにする。日本脳炎患者数への温暖化影響評価手法を開発し影響評価を行う。自治体レベル、アジアで行ないうる影響評価手法を開発する。さらに、アジアで影響評価が可能である日本脳炎患者数への温暖化影響評価手法を台湾とタイに技術移転し温暖化影響を明らかにする。		気候モデルは利用していない								ブタの抗体陽性率を指標として、気温あるいは雨量との関係性等を重回帰などで分析 ジュウカイキ ブンセキ		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								感染症媒介昆虫の活動に及ぼす温暖化影響に関する研究（S-8）		小林睦生（国立感染症研究所）		感染症媒介蚊であるヒトスジシマカの東北地方における分布地域をさらに詳細に調査し、これまでの調査結果と今回の結果から地球温暖化影響を明らかにする。媒介蚊の分布域調査に加えて、蚊の密度に及ぼす温暖化影響手法を開発し温暖化影響を明らかにする。さらに、地方自治体においても可能な影響評価手法を開発し技術移転する。また、各地方自治体との共同研究によって、新たに侵入した地域における定着と分布域拡大に対する温暖化影響について明らかにする。		1種類のGCM		MIROC K1 		2種類のシナリオ シュルイ		RCP（6.0、2.6）		GISを利用して媒介動物の分布域拡大を解析し、感染症流行の将来予測を行う		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		2014年 ネン

				その他				気候変動による日本およびアジア太平洋域の大気汚染の変化とその環境影響評価（気候変動適応研究プログラム）		永島達也（国立環境研究所）		アジア太平洋地域を対象として、都市域や森林火災域における大気汚染状況を観測またはデータベース化することにより汚染物質排出量や気象・反応パラメータを再評価する。また、過去における日本の観測データと大気化学モデルの計算結果を解析して気候変動に対する大気汚染の感度とその決定機構を明らかにする。植物実験を行って植生影響評価モデルの高度化に取り組み、将来の気候変動による大気汚染変化のモデル計算を行って、それを用いた健康や農作物生産への影響を評価する。																						2020年3月時点で詳細が公表されていないため、I列～P列は記載なし ジテン ショウサイ コウヒョウ レツ レツ キサイ

		国民生活・都市生活		都市インフラ・ライフライン等 トシ		水道、交通等　		大都市における水道への影響評価に関する研究（S-8）		秋葉道宏（国立保健医療科学院）		大都市における水利用の長期的動向を明らかにするとともに、気温と水需要量、原水水質と薬品・エネルギー使用量との関係を明らかにする。水需要や薬品・エネルギー使用量と気温以外の気象条件との関連性について検証を行う。様々なシナリオによる都市用水需要変化や、水道事業における薬品・エネルギー使用量変化を評価できるモデルを開発する。全国の都市を対象として評価を行い、地域性、サイズファクター等の影響など明らかにする。		不明 フメイ				不明 フメイ				・ダム湖への流入河川流入量・ダム湖内濁度を予測する準分布型水文水質モデル
・ここでは、1日当たり給水制限率100%という前提を与えた		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1日単位 ニチ タンイ		市町村単位 シチョウソン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ





学術研究論文

		気候変動影響予測に関する学術研究論文について（2020年3月時点） キコウヘンドウ エイキョウ ヨソク カン ガクジュツ ケンキュウ ロンブン ネン ガツ ジテン

																														※　　　：現時点で、A-PLAT上のWebGISデータに反映されている項目 ゲンジテン ジョウ ハンエイ コウモク



		分野		大項目		小項目		論文名称 ロンブン メイショウ		発行年 ハッコウネン		執筆者 シッピツシャ		研究内容 ケンキュウ ナイヨウ		検索方法 ケンサク ホウホウ		全文表示 ゼンブン ヒョウジ		気候モデル キコウ				排出シナリオ ハイシュツ				影響予測モデル
の情報 エイキョウ ヨソク		対象とする期間		時間解像度		空間解像度		対象領域 タイショウ リョウイキ		基準年

																				モデルの数 カズ		モデルの名称 メイショウ		シナリオの数 カズ		シナリオの名称 メイショウ

		農業・林業・水産業		農業		水稲		気候変動が日本の水資源に与える影響推計 (Ⅱ)－水需給・米生産変化と適応策－		2013年 ネン		小槻峻司（京都大学大学院）ら キョウト ダイガク ダイガクイン		提案する日本全域水資源モデルと、超高解像度GCMを用いて、気候変動が日本の水資源に与える影響を推計した。温暖化が米収穫量に与える影響を推計した結果、北・東・中日本では収量が増加するが，西日本では逆に減少する傾向が見られた。適応策として移植日の変化を検討したところ、北日本・西日本では移植遅延化により収量増加を見込めることを示した。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択 ロンブン ナカ センタク		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.1S		不明 フメイ				水需給バランスを（CWD）と呼ばれる水ストレス指標により解析		1979～2003年、2015～2039年、2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		地方単位、メッシュ単位（国土数値情報に基づく） チホウ タンイ タンイ コクド スウチ ジョウホウ モト		日本 ニホン		1979～2003年

								温暖化が水稲移植晩限日に及ぼす影響の解析と予測		2013年 ネン		中川博視（農業・食品産業技術総合研究機構）ら		温暖化が水稲の移植晩限に及ぼす影響について、移植晩限推定法を用いて解析・予測した。寒冷地においては、登熟相の低温による登熱不良を避けることが重要であるが、南下や温暖化するにつれ晩植による収量損失の重要性が高まることが示唆される。 スイテイホウ モチ カイセキ ヨソク カンレイチ トウ ジュク ソウ テイオン トウ ネツ フリョウ サ ジュウヨウ ナンカ オンダンカ バン ショク シュウリョウ ソンシツ ジュウヨウ セイ タカ シサ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								温暖化が水稲移植晩限に及ぼす影響を、前報移植晩限推定法を用いて解析・予測		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1日単位 ニチ タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								圃場における将来気候変動が水稲の収量と灌漑水量に与える影響に関する研究		2013年 ネン		辰己賢一（東京農工大学）ら トウキョウ ノウコウ ダイガク		統計的ダウンスケーリング手法等で得られた気候値を農作物収量算定モデルの入力値に用い、圃場における現在、将来の水稲収量および蒸散、灌漑投入水量等を見積もり、気候変動が水稲の収量や水収支に与える影響を評価した。河川からの取水量増加の必要性を示唆する結果などとなった．  トウ エ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-CGCM3		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2）		気候値を農作物収量算定モデルの入力値に用い、気候変動が水稲の収量や水収支に与える影響を評価 キコウ チ ノウサクモツ シュウリョウ サンテイ ニュウリョクチ モチ キコウ ヘンドウ スイトウ シュウリョウ ミズ シュウシ アタ エイキョウ ヒョウカ		2071～2100年		30年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本（松山市に限定） ニホン マツヤマシ ゲンテイ		2007～2011年

								Probabilistic evaluation of climate change impacts on paddy rice productivity in Japan		2011年 ネン		飯泉仁之直（農業環境技術研究所）ら イイズミ ヒトシ コレ スナオ		大気循環モデル（GCM）、作物モデルにおける生物物理学的および経験的パラメータ値に関連する気候予測における不確実性を説明する。2090年代の予測収量変化の不確実性に対する気候予測と作物パラメータ値の相対的な寄与も調べた。特定の都道府県では、作物パラメータの値の選択がGCMの値よりも重要になる可能性がある。 タイキ		検索結果の中からSpringerLinkページを選択し、その中の「Download to read the full article text 」をクリック		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC5、MRI-CGCM3、CSIRO-Mk3-6-0		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2）		大気循環モデル、作物モデルにおける生物物理学的および経験的パラメータ値に関連する気候予測		2046〜2065年、2081〜2100年		20年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1981〜2000年

								Adaptation of rice to climate change through a cultivar-based simulation a possible cultivar shift in eastern Japan		2015年 ネン		吉田龍平（福島大学）ら		日本の現在の涼しい気候における複数の測定基準と栽培品種に基づいて気候変動への適応を評価する。イネをモデルに、現在と将来の気候条件のために、10 kmメッシュに動的に縮小された、代表的な濃度経路を持つ全球気候モデル（MIROC5）の出力を適用した。		検索結果の中から、論文そのもの（早稲田大学研究成果、抄録のみ）を選択 ロンブン ワセダ ダイガク ケンキュウ セイカ ショウロク センタク				1種類のGCM シュルイ		MIROC5		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		気候データは稲作モデルに入力され、10の主要な栽培品種の性能が各メッシュで比較 キコウ		2081～2099年 ネン		20年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1981～2000年 ネン

						野菜 ヤサイ		Dynamic Panel Data Analysis of the Impacts of Climate Change on Agricultural Production in Japan		2015年 ネン		徳永澄憲（麗澤大学）ら		パネルデータを用いて、地球温暖化による日本の農業生産に与える影響を実証的に明示した。結果、気候変動による気温上昇と降水量、日射量の低下が気温や降水量の上昇に伴い、日本の野菜やジャガイモの生産量が減少した。 ケッカ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								3つの気象変数を組み込んだ農産物の関数を使用して、静的パネルデータ分析を実施		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1995～2006年

						土地利用型作物 トチ リヨウガタ サクモツ		ダイズ品種の発育モデルの作成と気温上昇が発育速度に及ぼす影響の広域推定		2015年 ネン		中野聡史（農研機構）ら ノウケン キコウ		発育モデルを作成し、気温上昇がダイズの発育に及ぼす影響を「メッシュ農業気象データ」を用いて広域的に推定した。発育モデルによる推定値と実測値との誤差は少しにとどまった。東日本では、気温上昇による発育速度への影響が大きくなったものと推察された。  スコ ヒガシ ニホン		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								発育モデルを作成し、気温上昇がダイズの発育に及ぼす影響を広域的に推定		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		1980～2013年

						畜産 チクサン		地球温暖化が日本における家畜の生産性に及ぼす影響評価の現状と課題		2009年 ネン		野中最子（農研機構）ら ノウ キコウ		鶏、豚、牛について生産性と環境温度の関係を検討し、その実験データをベースに日本における将来の生産性低下の予測を行った。また、温暖化に適応するための技術として、栄養管理および飼料給与などの管理技術と、畜舎設備、 施設利用に関する管理技術について着目して検討している。 ケントウ		検索結果の中から、論文そのもの（AIRIES）を選択 ロンブン センタク		○		気候モデルは利用していない								家畜の生産性と環境温度の関係を検討し、その実験データをベースに日本における将来の生産性低下を予測 カチク		2060年代 ネン ダイ		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		現在 ゲンザイ

								わが国のホルスタイン種育成雌牛の夏季増体量に及ぼす温暖化の影響 リョウ		2010年 ネン		野中最子（農研機構）ら ノウケン キコウ		ホルスタイン種育成雌牛では、現在の8月で既に西日本、東海および関東で適温期と比較して5～15%増体量が低下しているが、温暖化の進行に伴い2060年代には西日本、東海、北陸および関東まで15%以上の増体量低下を示す地域が拡大することが予測される。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		4種類のGCM シュルイ		CCSR/NIES、CGCM1、CSIRO-Mk2、ECHAM4/OPYC3		不明 フメイ				環境温度の上昇が育成雌牛の生産に及ぼす影響を試算し、日本地図上で推定 カンキョウ オンド ジョウショウ イクセイ メス ウシ セイサン オヨ エイキョウ シサン ニホン チズ ジョウ スイテイ		2020、2040、2060年 ネン		1年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1971～2000年

						病害虫・雑草		Future risk of maize orange leafhopper Cicadulina biqunctata and maize wallaby ear symptom in temperature Japan		2016年 ネン		Keiichiro Matsukuraら		循環モデルにより、日本におけるトウモロコシの病害発症、将来のリスクが予測された。回帰分析で、現在の分布に対する冬季の累積低温の有意な寄与を示した。病害発症の範囲は、特に九州、四国、および2060年代以降の本州の南部で、北方向に広がると予測された。 ビョウガイ ハッショウ ブンセキ ビョウガイ ハッショウ		検索結果の中から、論文そのもの（SpringerLink内、抄録のみ）を選択 ロンブン ナイ ショウロク センタク				不明 フメイ				不明 フメイ				循環モデルにより、日本におけるトウモロコシの病害発症、将来のリスクを予測		不明 フメイ		10年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ

						農業生産基盤　		気候変動が日本の食糧生産・水需給に与える影響評価		2012年 ネン		小槻峻司（京都大学大学院）ら		稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作の5つのモジュールから成る水資源モデルを開発し、日本全域に適用して検証を行った。また、気候変動が日本の食糧生産・水需給に与える影響を推計した。本モデルでは、適応策として耕作時期を早期化するのが良いという結果になったが、遅延化が良いとする農学系の研究もあり、より深い議論と検証が必要である。 ホン ケッカ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM20		不明 フメイ				稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作の5つのモジュールから成る水資源モデル		2015〜2039年、2075〜2099年		25年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								Nationwide assessment of the impact of climate change on agricultural water resources in Japan using multiple emission scenarios in CMIP5		2017年 ネン		工藤亮治（岡山大学）ら		気候変動が日本全国の農業用水資源に及ぼす影響について全国評価マップを作成した。この地図により、気候変動が日本の農業用水資源に与える影響を評価するための枠組みを提供し、気候変動に対して脆弱な地域を明らかにした。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC5、HadGEM2-ES、CSIRO-Mk3-6-0		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		気候モデルと水文モデルを使用して、全国の農業用水資源に対する気候変動の影響に関する全国評価マップを作成		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1981～2000年

								Fluctuations in Rice Productivity Caused by Long and Heavy Rain Under Climate Change in Japan: Evidence from Panel Data Regression Analysis		2015年 ネン		工藤亮治（岡山大学）ら		本研究では、因果関数を推定することにより、日本のコメ全体の生産性に対する長期大雨の影響を評価することを目的とする。雨の影響は常に負であり、雨に対する絶対的な生産性弾力性は、収量と質によって温度よりも低かった。また、将来の気候変動による予測降雨の変化に米の生産量が変動した。 セイサンセイ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				因果関数を推定することにより、日本のコメ全体の生産性に対する長期大雨の影響を評価		2041～2060年、
2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		2011～2030年

				林業 リンギョウ		木材生産（人工林等）　		日本全国スケールでのスギ・ヒノキ・カラマツ林炭素動態シミュレーションにおける林業振興の影響		2011年 ネン		光田靖（森林総合研究所）ら		温暖化する気候を考慮しながら林業政策を進めていくために、気象条件や森林の状態、林業政策の影響などを反映しながら森林の炭素動態を予測できるシステムと、システムを用いた比較シミュレーションが不可欠である。結果、炭素蓄積量は増加するが、炭素吸収量は減少する傾向となった。 オンダンカ キコウ コウリョ リンギョウ セイサク スス キショウ ジョウケン シンリン ジョウタイ リンギョウ セイサク エイキョウ ハンエイ シンリン タンソ ドウタイ ヨソク モチ ヒカク フカケツ ケッカ タンソ チクセキ リョウ ゾウカ タンソ キュウシュウ リョウ ゲンショウ ケイコウ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				森林情報データベースと、林分の植生について炭素循環を記述する植生炭素循環モデルから構成		2050年 ネン		1年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2005年 ネン

				水産業		回遊性魚介類（魚類等の生態）		温暖化予測モデルに基づいたアカイカ産卵場の餌環境変動予測		2015年 ネン		西川悠（海洋研究開発機構 ）ら		2100年までのアカイカ産卵場における餌環境変動を、気候変動に関する政府間パネル複数モデルのシミュレーション結果を用いて推定した。結果、21世紀を通じて産卵場は北上し、産卵場の餌量も増加することが示唆された。		検索結果の中から、論文そのもの（水産海洋学会）を選択 ロンブン スイサン カイヨウ ガッカイ センタク		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC3.2、CGCM3.1、CSIRO-Mk3.0		3種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2、B1）		アカイカ産卵場における餌環境変動を、気候変動に関するシミュレーション結果を用いて推定		～2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（緯度・経度） タンイ イド ケイド		日本近海 ニホン キンカイ		2005年 ネン

						増養殖等　		平成27年度環境研究総合推進費終了成果報告書（S-9-5）：海洋生態系における生物多様性損失の定量的評価と将来予測 (2)海藻生態系生物多様性の時空間的変動の定量評価と将来予測		2015年 ネン		環境省		我が国沿岸域の主要生態系の1つである藻場生態系を対象域として、リモートセンシングデータと生物多様性データの相互関係を記述する空間明示的なモデルを開発する。これにより、藻場生態系の生 物多様性の定量評価、今後の海藻生態系の生物多様性の変動の予測、およびEBSA選定を行う。		平成27年度環境研究総合推進費終了成果報告書のページから論文そのものを選択 ロンブン センタク		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC-ESM		2種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、2.6）		藻場生態系を対象に、リモートセンシングデータと生物多様性データの相互関係を記述する空間明示的なモデルを開発		2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1982～1999年 ネン

								Projecting the impacts of rising seawater temperatures on the distribution of seaweeds around Japan under multiple climate change scenarios		2014年 ネン		高尾慎太郎（北海道大学）ら ホッカイドウダイガク		1960年から2099年までの月間平均海面温度データ等の指標を用いて、温帯海藻エックロニアカバの適当な生息地と不適当な生息地の空間的範囲に対する海水の温暖化の影響を定量的に評価した。地球温暖化が日本の海岸に適した生息地を節約するために草食動物からクロアワビも保護地域を軽減するだけでなく重要性を強調する。 トウ		検索結果の中から、論文そのもの（北海道大学学術成果コレクション中）を選択 ロンブン スイサン カイヨウ ガクジュツ セイカ チュウ チュウセンタク		○		気候モデル診断および相互比較プログラムから取得				4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		海面温度データ等を用いて、温帯海藻生息地の空間的範囲に対する海水温暖化の影響を定量的に評価		2090年代 ネン ダイ		10年単位（月間平均海面温度データを使用） ゲッカン ヘイキン カイメン オンド シヨウ		メッシュ単位（緯度・経度） タンイ イド ケイド		日本 ニホン		2000年代 ネン ダイ

		水環境・水資源		水環境		湖沼・ダム湖　		将来の環境変化が国内のダム湖水質に与える影響の予測		2015年 ネン		梅田信（東北大学大学院）ら トウホク ダイガク ダイガクイン		本研究では、国内ダムを対象に温暖化や流域環境による将来における水質への影響を検討した。予測手法は、既往検討成果、鉛直一次元解析、流域負荷統計的モデルの3つ。植物プランクトンの増殖に関しては、気温上昇より、人口減少による栄養塩負荷減少の影響が大きいと予測されたが、流域人口が小さいダムでは、今世期末に温暖化で水質悪化の可能性が示唆された。 		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC8.5		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5）		既往検討成果、鉛直一次元解析、流域負荷統計的モデルで、将来における水質への影響を検討 ケントウ		2031〜2050年、2081〜2100年		20年単位 ネン タンイ		33ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		1981～2000年 ネン

								気候変動によるダム貯水池の水質への影響に関する研究		2015年 ネン		川﨑将生（国土技術政策総合研究所）ら		流域の流出・利水モデル、ダム貯水池の水質モデルを構築し、これに気候変動予測モデルの出力結果を入力することで、気候変動によるダム貯水池の水質・水温への影響を試算した。現在気候と将来気候の水質の変化分の解消を適応策と捉え、現在の水質改善対策を基本に、効果が想定される対策について、単独の効果を試算した。 リュウイキ リュウシュツ リスイ チョスイチ スイシツ コウチク キコウ ヘンドウ ヨソク シュツリョク ケッカ ニュウリョク キコウ ヘンドウ チョスイチ スイシツ スイオン エイキョウ シサン ゲンザイ キコウ ショウライ キコウ スイシツ ヘンカ ブン カイショウ テキオウ サク トラ ゲンザイ スイシツ カイゼン タイサク キホン コウカ ソウテイ タイサク タンドク コウカ シサン		検索結果の中から、論文そのもの（国総研資料第856号）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-NHRCM20		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		利水モデルや水質モデル、気候変動予測モデルを組み合わせて、ダム貯水池の水質・水温への影響を試算 ク ア		2080〜2100年		1ヶ月単位 ゲツ タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1984～2004年 ネン

								気候変動が水道水源ダムの水質に与える影響と水道事業における適応力の評価		2015年 ネン		川本圭彦（パシフィックコンサルタンツ）ら		全国のダム湖の年平均表層Chl-a濃度の現在と将来の値を推定、ダム湖の水質変化による影響人口を地域別に算出した。結果、将来の温暖化で水源ダム湖のChl-a濃度が増加し、給水人口に占める影響人口の割合が高まることが推定された。水道事業における適応策として、ダム湖に曝気循環施設の導入で、影響人口と高度浄水処理導入費用を低減できることが示された。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		全国のダム湖の年平均表層Chl-a濃度を推定し、ダム湖の水質変化による影響人口を算出		2050年代、2100年代 ネン ダイ ネン ダイ		10年単位 ネン タンイ		37ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		2010年代 ネン ダイ

								地球環境の変化が河川湖沼水質に及ぼす影響の評価に関する研究		2014年 ネン		岡本誠一郎（国土技術政策総合研究所）ら		過去の気象データと河川湖沼水質観測データを用 いた統計解析、土壌、底泥溶出、藻類増殖実験、湖沼モデルを用いた地球温暖化が湖沼水質に及ぼす影響の評価を行った。地球温暖化が進行した将来の湖の水質は、無機態窒素が増加し、藻類の増殖量が増大し、Fe濃度が低下すると予測され、藻類の種構成が珪藻主体から緑藻や藍藻主体に変化することが示された。  カセン コショウ		検索結果の中から、論文そのもの（土木研究所資料）を選択 ドボク ケンキュウショ シリョウ		○		回帰式より、将来の水温を推計 カイキ シキ ショウライ スイオン スイケイ								気象データと河川湖沼水質観測データを用いた統計解析や各種モデルなどで、地球温暖化が湖沼水質に及ぼす影響を評価 カクシュ		100年後 ネンゴ		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1990～2009年  ネン

								気候変動による国内のダム湖水質への影響評価		2012年 ネン		梅田信（東北大学大学院）ら トウホク ダイガク ダイガクイン		全国の多数のダム湖を対象に、気候変動による水質変化の予測・展望を行った。GCMの出力結果を用い、現在・今世紀半ば・末期におけるダム湖の鉛直水温分布の計算を行い、計算結果に基づきアオコ発生の指標と考えられる水温特性を評価した。この結果、クロロフィルa濃度が増加し、冨栄養価するダム湖の増加が予測された。 ゼンコク タスウ コ タイショウ キコウ ヘンドウ スイシツ ヘンカ ヨソク テンボウ オコナ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		ダム湖の鉛直水温分布の計算結果に基づき、アオコ発生の指標と考えられる水温特性を評価		2046〜2065年、2080〜2099年		20年単位 ネン タンイ		37ヶ所のダムごと ショ		日本 ニホン		1980～1999年

								温暖化の季節パターンの変化がダム貯水池の水質に及ぼす影響 		2012年 ネン		矢島啓（鳥取大学大学院）ら トットリ ダイガク ダイガクイン		地球温暖化による貯水池の水質への影響を評価するために、３次元水質シミュレーションモデルを用いて、気温の変化とその季節パターンに関する感度解析を行った。夏季の気温の上昇は、表層の水温が上昇し水質問題を引き起こしやすくなる。冬季の気温の上昇は、葉緑素の減少を引き起こした。 シアノバクテリアも夏の水温が最適温度よりはるかに高くなったため減少した。 ヒョウソウ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								３次元水質シミュレーションモデルを用いて、気温の変化とその季節パターンに関する感度解析		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		2010年 ネン

						河川 カセン		気候変動が流域の河川水温に及ぼす影響解析		2010年 ネン		宮本仁志（神戸大学）ら コウベ ダイガク		対象流域と河川水温の経年変化、河川水温の解析モデルと気象・水文量などの入力諸条件を示し、気候変動が河川水温の流域内分布に及ぼす影響を季節別に予測・評価する。気温変化のみならず流量の変化が河川水温の形成に大きく影響することがわかった。  シメ ヨソク		検索結果の中から、論文そのもの（水工学論文集）を選択		○		1種類の地域気候モデル		RCM20		3種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1F1、A2、B1） 		河川水温の経年変化、河川水温の解析モデルにより、気候変動が河川水温の流域内分布に及ぼす影響を評価 ヒョウカ		2080～2100年、もしくは2070～2099年		1ヶ月単位 ゲツ タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		2006年 ネン

				水資源		水供給（地表水）　		気候変動が日本の水資源に与える影響推計 (I)		2013年 ネン		小槻峻司（京都大学大学院）ら		稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作の5つのモジュールから成る水資源モデルを提案し、日本全域に適用し検証する。提案する水資源モデルは、従来の水文・水資源分野で扱われてきた水循環の解析 に加えて、稲成長や収穫量を解析可能である。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								稲成長・水文陸面・灌漑・河道流下・ダム操作の5つのモジュールから成る水資源モデルを提案		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1ヶ月単位 ゲツ タンイ		20ヶ所の一級河川ごと ショ イッキュウ カセン		日本 ニホン		1994～2003年

								気候変動による降水特性変化がもたらす水需給バランスへの影響検討		2008年 ネン		多田智和（内閣府経済社会総合研究所）ら		全国の水需給バランスへの影響について、水共同域単位での検討を行った。水需要量を現在に固定した場合の100年後と現在の変化比で、3つの指標のいずれかが危険側となる水共同域は全体で約4割を占め、これらの地域は渇水日数の長期化、渇水の深刻化の可能性が示された。		検索結果の中から、論文そのもの（国土技術政策総合研究所）を選択 ロンブン コクド ギジュツ セイサク ソウゴウ ケンキュウジョ センタク		○		1種類の地域気候モデル		RCM20		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A2）		地域気候モデルから求めた水供給量と、人口変化から推定した水需要量から将来の水需給バランスを計算 ジンコウ ヘンカ ケイサン		2081～2100年		1年単位 ネン タンイ		流域単位 リュウイキ タンイ		日本 ニホン		1981～2000年

								Nationwide assessment of the impact of climate change on agricultural water resouraces in Japan using multiple emission scenarios in CMIP5		2017年 ネン		工藤亮治（岡山大学）ら		地球規模の気候モデルと気候シナリオを用いて、気候変動が日本全国の農業用水資源に及ぼす影響について全国評価マップを作成した。本マップで、気候変動が日本の農業用水資源に与える影響を評価するための枠組みを提供し、気候変動に対して脆弱な地域を明らかにした。 ホン		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC5、HadGEM2-ES、CSIRO-Mk3-6-0		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		気候モデルと水文モデルを使用して、全国の農業用水資源に対する気候変動の影響に関する全国評価マップを作成		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1981～2000年

								全国都道府県別における将来水需給ギャップの把握		2015年 ネン		大西暁生（東京都市大学）ら トウキョウ トシ ダイガク		2050年までのセクター別（農業・工業・生活用水）の水需要を推計するシミュレーションモデルを構築するとともに、アメダスと超高解像度全球大気モデル並びに年間の水資源賦存量を用いることによって将来の水資源賦存量を都道府県ごとに推計した。各都道府県において水不足が起きる可能性があるのかどうか、また水不足が起きた場合の適切な水利用のあり方を検討した。 		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		気象庁気象研究所による		3種類のシナリオ シュルイ		BAU、高成長、低成長		水需要推計モデルの構築と、超高解像度全球大気モデル、水資源賦存量などより、将来の水資源賦存量を推計		2050年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		2000年

								Assessment of climate change impacts on river discharge in Japan using the super-high-resolution MRI-AGCM		2013年 ネン		佐藤嘉展（京都大学防災研究所）ら		河川流出に対する気候変動の影響を評価するために、超高解像度大気大循環モデルを用いて、水文シミュレーションを日本のいくつかの主要河川流域に適用した。将来降水量がそれほど変わらなくても、気温の上昇に伴い、雨量の増加、融雪量の減少、蒸発散量の増加により、河川流量は大幅に変化する。		検索結果の中から、論文そのもの（国際水文科学会IAHS）を選択 ロンブン センタク		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		水文シミュレーションや大気循環モデルを適用して、気候変動が河川流量に与える影響を評価		2075～2099年 ネン		1ヶ月単位 ゲツ タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年 ネン

								Assessment of spatiotemporal variations in the fluvial wash-load component in the 21st century with regard to GCM climate change scenarios		2015年 ネン		毛利五郎（東京大学） モウリ ゴロウ トウキョウ ダイガク		我々は、河川の微細浮遊土砂成分に対する気候変動影響の相互作用を評価した。河川の洗浄負荷は、GCM モデルで年間 23% から 165%に増加する。 カセン		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				4種類のGCM シュルイ		MIROC、MRI-GCM、HadGEM、GFDL		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		水文学的要因の変化のバランスに基づき、河川の微細浮遊土砂に対する将来の気候変動の影響を評価 ヒョウカ		2040年代、2090年代 ネン ダイ ネン ダイ		10年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								気候変動が我が国の水文循環に及ぼす影響の不確実性評価		2017年 ネン		正木隆大（京都大学大学院）ら キョウト ダイガク ダイガクイン		陸面過程モデルで、複数の未来のシナリオについて、気候変化がもたらす陸域水文諸量の変化の不確実性を評価した。降雨量について、北日本や近畿と中国地方の日本海側、九州の西側は降雨量が増加していることを示したが、逆に関東以西の太平洋側では減少傾向にあることを示した。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		不明 フメイ				陸面過程モデルで、気候変化がもたらす陸域水文諸量の変化の不確実性を評価		2075～2099年 ネン		25年単位 ネン タンイ		19ヶ所の一級河川ごと ショ イッキュウ カセン		日本 ニホン		1979～2003年

								Climate Change Impacts on the Seasonal Distribution of Runoff in a Snowy Headwater Basin, Niigata		2012年 ネン		Andrew C Whitaker（新潟大学大学院）ら ニイガタ ダイガク ダイガクイン		春の雪解け流出に関する地域気候変動シナリオに起因する季節的および毎月の流出量の変化を予測した。冬は2～3倍に増加し、春は半分に減少する。温暖化が+2.0℃に制限されても、雪と雨の割合が大きく変化するため、毎月の流出量が大きく変化する。 ゾウカ ハル		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		気候モデルは利用していない								融雪流出モデル（SRM）を適用して、毎日の融雪流出を算出 ユウセツ サンシュツ		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1日単位 ニチ タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		2000～2007年

								d4PDFを用いた年最大ピーク流量の確率分布の将来変化の分析		2017年 ネン		立川康人（京都大学大学院）ら		降雨流出モデルを介して推定した年最大時間流量の確率分布の将来変化を分析した。「気候変動により特に低頻度の雨量強度、流量強度が増加する」「1000年相当の流量は気候変動によって1.6～1.8倍増加する可能性がある」などの結果を得た。 ケッカ エ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		不明 フメイ				降雨流出モデルを介して推定した年最大時間流量の確率分布の将来変化を分析		2050～2111年 ネン		10日単位 ニチ タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1950～2011年

								気候変動による流域水環境の変動特性に関する比較		2008年 ネン		井本昂志（京都大学大学院）ら		気候変動による流域水環境への影響を世界規模で比較評価することを目的とし、大循環モデル出力をベースに分布型流出モデルを用いて、気候変動による流域水環境への時空間的影響評価を比較検討するものである。		検索結果の中から、論文そのもの（京都大学防災研究所年報）を選択 ロンブン キョウト ダイガク ボウサイ ケンキュウショ ネンポウ センタク		○		1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				分布型流出モデルを用いて、気候変動による流域水環境への時空間的影響評価を検討		2075～2084年 ネン		時間単位（1/3～1時間） ジカン タンイ ジカン		メッシュ単位（2～5km） タンイ		日本（木曽川、インドやブルガリアの河川含む） ニホン キソガワ カセン フク		1979～1988年

						地下水 チカスイ		Evaluation of drought impact on groundwater recharge rate using SWAT and Hydrus models on an agricultural island in western Japan		2015年 ネン		G. Jin（広島大学）ら ヒロシマ ダイガク		モデルを用いて、変動気候条件下での関連地下水再充填プロセスをシミュレーションし、地下水の再充電を検証する。結果、年間平均地下水の再充填量は総降水量の約33%を占めているが、年間変動量に比べて地下水の再充填と地表流出に大きなばらつきが見られた。地下水資源の年間変動は、降水量に関連することが示されている。 ジュウテン		検索結果の中から、論文そのもの（岡山大学研究成果、抄録のみ）を選択 オカヤマ ダイガク ケンキュウ セイカ				不明 フメイ				不明 フメイ				モデルを用いて、変動気候条件下での地下水再充填プロセスをシミュレーション		2015～2030年 ネン		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本（瀬戸内海に限定） ニホン セトナイカイ ゲンテイ		2003～2015年

		自然生態系		陸域生態系		高山帯・亜高山帯		気候変動による森林限界の移動とその要因		2017年 ネン		国立研究開発法人　森林研究・整備機構　森林総合研究所		高木限界の位置は主に積雪期間や降水量、最大積雪深、その他の地形要素の効果を受ける。高木限界の位置を元にした高山帯相当域の予測では、過去に比べて現在の気候条件では高山帯相当域が57.3%減少し、将来には69.7-99.1%減少すること等がわかった。  トウ		検索結果の中からKAKENページを選択し、その中の「研究成果報告書 (PDF) 」をクリック センタク ナカ		○		2種類のGCM シュルイ		MRI-3GCM3、MIROC5		不明 フメイ				気象データ、地形データをモデル化し、高木限界の位置を元にした将来予測 キショウ チケイ カ ショウライ		2076～2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		29ヶ所の山ごと ショ ヤマ		日本 ニホン		2008～2012年

						自然林・二次林		影響評価に関する最近の成果と温暖化の危険な水準		2012年 ネン		三村信男（茨城大学） イバラキ ダイガク		温暖化の影響を県レベル以下の空間スケールで定量的に予測し、気候変動の進行と影響出現の関係を示そうとしている 「温暖化影響総合予測プロジェクト」等の成果を報告する。ブナ林などの森林への影響を記載するとともに、適応策の必要性についても触れている。 トウ シンリン エイキョウ キサイ テキオウ サク ヒツヨウセイ フ		検索結果の中から、論文そのもの（metsoc日本気象学会）を選択 ロンブン ニホン キショウ ガッカイ センタク		○		2種類のGCM シュルイ		MIROC3.2、RCM2		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2）		特定の気候シナリオに沿って温暖化が進行した場合、自然林の分布適域を検討 ソ		2050年、2100年まで		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								統合評価モデルを用いた日本を対象とした温暖化影響の総合評価		2009年 ネン		肱岡靖明（国立環境研究所）ら コクリツ カンキョウ ケンキュウショ		統合評価モデル開発の一環として、複数分野に関して、気候変化量と影響量の関係を示す温暖化影響関数の実装を行い、さ らに、同モデルを適用することにより、2100年までの温暖化の進行に伴って、日本への影響がどのように拡大するかを総合的に検討した。ブナ林の分布適域は、温暖化による影響が大きいことなどが分かった。 ワ		検索結果の中から、論文そのもの（地球環境 Vol.14）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		気候変化量と影響量の関係を示す温暖化影響関数の実装を行い、ブナ林の分布適域を検討 ケントウ		2100年まで		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		1990年 ネン

								The effects of future nationwide forest transition to discharge in the 21st century with regard to general circulation model climate change scenarios		2016年 ネン		田中信行（森林総合研究所）ら		将来の気候変動とそれに対応する森林の種類と分布の変化は、流域川に脅威を与える降雨流出の変化をもたらすと予想されている。各種モデルを用い、日本全体における森林タイプの変動の影響など、今後の流出の変化を質的に評価した。 カクシュ モチ		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				4種類のGCM シュルイ		MIROC、MRI-GCM、HadGEM、GFDL		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		各種モデルを用い、日本全体における森林タイプの気候変動の影響など、今後の流出の変化を質的に評価 キコウ		2090年代		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								気候変動による森林植生への影響評価・検出および適応策の事例		2015年 ネン		松井哲哉（森林総合研究所）ら		分布予測モデルによる2081～2100年のシミュレーションでは、高山帯のハイマツや亜高山帯針葉樹のシラビソは温暖化に脆弱であると考えられた。森林の適応策を考える場合、人間が係る程度によってモニタリングや保護区の配置見直し、脆弱な地域での植栽などが考えられる。 		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				2種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、2.6）		分布予測モデルによる2081～2100年のシミュレーションで森林植生の分布を検討 ケントウ		2081～2100年		不明 フメイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

						里地・里山 サトチ サトヤマ		気候変動リスク情報創生プログラム　SOUSEI NEWS LETTER 3		2015年 ネン		文部科学省		気候変動予測情報を活用した、将来の生態系・生物多様性に関する影響及びその不確実性評価研究の概要などを示しており、生態系について、水や栄養塩などの循環が温暖化によりどう変わるのかシミュレーションを行い、リスクを分析中である。 ガイヨウ シメ		検索結果の中から、論文そのもの（JAMSTEC海洋研究開発機構）を選択 カイヨウ ケンキュウカイハツキコウ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				生態系について、水や栄養塩などの循環が温暖化によりどう変わるのかシミュレーション		2081～2100年		不明 フメイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1971～2000年

								Detecting latitudinal and altitudinal expansion of invasive bamboo Phyllostachys edulis and P. bambusoides (Poaceae) in Japan to project potential habitats under 1.5°C?4.0°C global warming		2017年 ネン		高野耕平（東北大学）ら タカノ コウヘイ トウホク ダイガク		外来の竹の急速な拡大は、在来の植物の成長を妨げることで日本の生態系における種の多様性を低下させた。地球温暖化によって促進される竹の侵入可能性は、発展途上の竹産業を持つ他の国々にも影響を与える可能性がある。竹の分布の調査や予測の結果、最近や将来の気候温暖化と関連して、外来の竹の分布が北方向に急上昇したことを示している。 ガイライ タケ ブンプ チョウサ ヨソク ケッカ ショウライ ガイライ		検索結果の中から、論文そのもの（onlinelibrary.wiley）を選択		○		気候モデルは利用していない								将来の気候データをシミュレートし、竹の潜在的な生息地分布に対する気候変化の影響を予測		2075～2099年 ネン		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		1979～2003年 ネン

						人工林 ジンコウリン		日本全国スケールでのスギ・ヒノキ・カラマツ林炭素動態シミュレーションにおける林業振興の影響		2011年 ネン		光田靖（森林総合研究所）ら		温暖化する気候を考慮しながら林業政策を進めていくために、気象条件や森林の状態、林業政策の影響などを反映しながら森林の炭素動態を予測できるシステムと、システムを用いた比較シミュレーションが不可欠である。結果、炭素蓄積量は増加するが、炭素吸収量は減少する傾向となった。 オンダンカ キコウ コウリョ リンギョウ セイサク スス キショウ ジョウケン シンリン ジョウタイ リンギョウ セイサク エイキョウ ハンエイ シンリン タンソ ドウタイ ヨソク モチ ヒカク フカケツ ケッカ タンソ チクセキ リョウ ゾウカ タンソ キュウシュウ リョウ ゲンショウ ケイコウ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				森林情報データベースと、林分の植生について炭素循環を記述する植生炭素循環モデルから構成		2050年 ネン		1年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2005年 ネン

						物質収支		温暖化にともなう森林生態系炭素収支の将来予測		2015年 ネン		山野井克己（森林総合研究所）ら シンリン ソウゴウ ケンキュウ ショ		観測サイトで温暖化シナリオに基づく森林の炭素収支の将来予測を行った。サイトにより樹種、気温、降水量などの立地条件が異なるものの、温暖化が森林の炭素吸収量へおよぼす影響は地域により異なることが示唆された。  シンリン		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		MIROC-H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		生態系プロセスモデルと温暖化シナリオを用い、温暖化条件下での2100年までの炭素収支を予測		2100年まで		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								Current and future carbon budget at Takayama site, Japan, evaluated by a regional climate model and a process-based terrestrial ecosystem model		2017年 ネン		栗林正俊（九州大学応用力学研究所）ら		一次生産 (GPP)、生態系呼吸 (ER)、純生態系などの樹冠日長と炭素収支に関する生態系モデルシミュレーションの精度に関する気象データの空間分解能の影響について検討した。将来の気候の下では、以前の葉の膨張と、現在の状態と比較して約10日間の遅れた葉の落下がシミュレートされた。		検索結果の中から、論文そのもの（Springer link中、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				不明 フメイ				気象データの空間分解能が、生物季節学の炭素収支の精度に与える影響を調査 チョウサ		2085年頃		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								森林炭素動態シミュレーションシステムを用いた気候変動が森林炭素吸収量に及ぼす影響評価の試行		2013年 ネン		鹿又秀聡（森林総合研究所）ら		森林炭素動態シミュレーションシステムを用いてシミュレーションによる気候変動リスク評価を試行した。日本全国のスギ林を対象として2050年までの炭素動態シミュレーションを行ったところ、炭素吸収量が小さくなり、炭素蓄積量も蓄積量も小さくなるという結果となった。		検索結果の中から、論文そのもの（統計数理研究所）を選択 トウケイ スウリ ケンキュウショ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC-hi 3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		森林データベースと林分成長モデルから構成される森林炭素動態シミュレーションによる気候変動リスク評価		2041～2050年		10年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1971～2000年

				淡水生態系 タンスイ		河川 カセン		水温環境の変化に伴う源流域における底生動物群集の将来変化		2014年 ネン		新井涼允（東北大学大学院）ら		異なる時期・標高の河川源流域において、底生動物群集の個体数密度および水温を測定し、河川水温が底生動物群集に与える影響を定量的に評価した。水温と底生動物群集の個体数密度に有意な相関関係が得られた場合、両者による線形単回帰モデルを作成し、将来推計も実施した。 ショウライ スイケイ ジッシ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック		○		2種類のGCM シュルイ		MIROC5.0、MRI-CGCM3.0		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		水温と個体数密度の線形回帰モデルにより、将来の底生動物群集の個体数密度空間分布を推定		2031〜2050年、2081〜2100年		20年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本（名取川流域に限定） ニホン ナトリ ガワ リュウイキ ゲンテイ		1981～2000年

								日本におけるイワナSalvelinus leucomaenisの生息適地推定と地球温暖化を考慮した保全計画への適用		2017年 ネン		竹川有哉（徳島大学大学院）ら トクシマダイガク ダイガクイン		イワナの分布モデルの構築及び温暖化が進行した場合の生息適地を予測し、現在と将来の生息適地がどの程度保護区内に存在するのかを評価した。集水面積、海までの距離及び推定地下水温、傾斜度などが大きく寄与することが分かった。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		気候モデルは利用していない								温暖化が進行した場合の生息適地を予測し、現在と将来の生息適地を評価		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		1年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		不明 フメイ

				沿岸生態系		亜熱帯 アネッタイ		Potential future coral habitats around Japan depend strongly on anthropogenic CO2 emissions		2016年 ネン		藤井雅彦（北海道大学） フジイ マサヒコ		地球炭素循環気候モデルの結果を用いて、地球温暖化と海洋酸性化の両方が将来に及ぼす影響を推定した。結果、将来のサンゴの生息地がCO2排出量に大きく依存していることを示し、サンゴの生息地への悪影響を防ぐためにCO2排出量を削減することの重要性を強調する。		検索結果の中から、論文そのもの（Springer link中、抄録のみ）を選択				炭素循環気候モデル（NCAR CSM1.4）を使用 タンソ ジュンカン キコウ				2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A2、B1）		炭素循環気候モデルにより、地球温暖化と海洋酸性化がサンゴの将来の生息地に与える影響を推定		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								地球温暖化に伴う海水温上昇が日本近海の造礁サンゴの分布と健全度に及ぼす影響評価		2009年 ネン		屋良由美子（北海道大学大学院）ら ホッカイドウ ダイガク ダイガクイン		シミュレーションで得られた月平均海面水温から見積もられた簡易指標を用いて、温暖化が日本近海の潜在的なサンゴの分布および健全度に及ぼす影響を評価した。結果、現在は南九州沿岸に存在する主なサンゴ礁の形成北限と新潟・千葉沿岸にある高緯度サンゴの分布北限が、21世紀末にはそれぞれ北部九州沿岸と青森・岩手沿岸に至る可能性が示された。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		温暖化に伴うSST上昇がサンゴの分布および健全度に及ぼす影響を評価		2090～2099年など10年ごと ネン		10年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1980～1999年

								Carbon-climate feedbacks accelerate ocean acidification.		2018年 ネン		Matear, Richard J（CSIRO）ら		4つの代表的な濃度経路（RCP）からのCO2排出シナリオと地球システムモデルを使用して、炭素気候フィードバックを含めた海洋酸性化の将来の軌跡を予測する。フィードバックにより、サンゴ礁に適した面積が40％減少し、表面の不飽和水の面積が20％増加する。		検索結果の中から、論文そのもの（Biogeosciences）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		CSIRO Mk3L		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		CO2排出シナリオと地球システムモデルを使用して、海洋酸性化の将来の軌跡を予測		2090年代 ダイ		10年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		2002年 ネン

						温帯 オンタイ		Possible change in distribution of seaweed, Sargassum horneri,in northeast Asia under A2 scenario of global warming and consequent effect on some fish		2014年 ネン		小松照久（東京大学）ら コマツ トウキョウ ダイガク		IPCCのA2シナリオの下で、褐色藻類の地理的分布を研究した。2050年と2100年の分布を予測し、2100年に東シナ海で褐色藻類が失われる可能性がある。また、褐色藻類の紛失は、沿岸の魚資源に損害を与える可能性がある。		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中）を選択 ナカ		○		不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A2）		A2シナリオの下で、褐色藻類の地理的分布を研究		2050年と2100年		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		アジアの中の日本 ナカ ニホン		2000年 ネン

				生物季節 セイブツ キセツ		生物季節 セイブツ キセツ		温暖化がサクラの開花期間に及ぼす影響		2012年 ネン		林陽生（筑波大学）ら		桜の開花日と満開日について、気温との関係に基づき、将来の気候変動が桜の開花期間にどのような変化をもたらすか評価した。開花から満開の期間を1つの生育ステージと考え、高緯度地域ほど開花期間が短いという地域特有の傾向の補正を行ったのち、開花期間を推定するモデルを構築した。 		検索結果の中から、論文そのもの（国際環境研究協会）を選択		○		6種類のGCM シュルイ		CGCM3_1、CSIRO_Mk3_0、CSIRO_Mk3_5、GFDL_CM2_0、MIROC3_2_MEDRES、MRI CGCM2 3 2		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2）		発育速度DVRの概念を適用し、開花期間を推定するモデルを構築し、将来の気候を用いた予測を行った。		2046～2065年、2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本 ニホン		1985～2009年

								Modeling daily flowering probabilities expected impact of climate change on Japanese cherry phenology.		2014年 ネン		Jenica M. Allen（コネチカット大学）ら ダイガク		多摩の森林桜から、日本の桜の木の4つの分類群からの29年の個別レベルの開花フェノロジーの時系列を評価するために、柔軟なベイジアン生存回帰モデルを開発した。各分類群について、2100年の開花日を予測した。桜の開花時期の劇的な変化は、日本および東アジアの経済的に重要な文化祭に影響を与える可能性がある。 ネン		検索結果の中から、論文そのもの（onlinelibrary.wiley、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		開花フェノロジーの時系列を評価するため、生存回帰モデルを開発し、2100年の桜開花日を予測 サクラ		2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

				分布・個体群の変動 ブンプ コタイグン ヘンドウ		分布・個体群の変動 ブンプ コタイグン ヘンドウ		Climate change and the northward shift of Cryptotympana facialis in Japan: evidence from national survey data		2016年 ネン		斎藤正幸（東京大学）ら サイトウ マサユキ トウキョウ ダイガク		気候変動と種の北方移動との関係、北部地域における潜在的生息地の存在、日本における種分布モデルを開発した。西日本の現在の種の範囲よりも北部の方が潜在的な生息地が多いことが示された。また、すべての気候変動シナリオの下で増加する適切な生息地の領域を示した。		検索結果の中から、論文そのもの（inter-Reserch中、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				不明 フメイ				種分布モデルを開発し、すべての気候変動シナリオの下で増加する適切な生息地の領域を検討 ケントウ		2070年 ネン		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								気候変動とサケ属魚類バイオマス変動シナリオ		2008年 ネン		帰山雅秀（北海道大学大学院） ホッカイドウダイガクダイガクイン		サケ属魚類と長期的気候変動との関係、北海道シロザケの長期的な成長変動を解説し、気温上昇予測モデルによる温暖化シナリオに基づく100年後のシロザケ分布結果を示す。2095年までには分布域を失う可能性が示唆された。 チョウキテキ キコウ ヘンドウ カンケイ ホッカイドウ チョウキテキ セイチョウ ヘンドウ カイセツ キオン ジョウショウ ヨソク オンダンカ モト ネンゴ ブンプ ケッカ シメ ネン ブンプイキ ウシナ カノウセイ シサ		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		気温上昇予測モデルによる温暖化シナリオに基づく100年後のシロザケ分布を検討 ケントウ		2050年と2095年		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		2005年 ネン

								Climate change alters the optimal wind-dependent flight routes of an avian migrant		2017年 ネン		Elham Nourani（長崎大学）ら ナガサキ ダイガク		相対モデリングアプローチのアンサンブルを用いて、渡り鳥の移住経路に対する気候変動の影響を予測し、地域気候モデルから得られた現在および将来の大気データを予測する。風に依存して生態学的障壁を越える種、および暴露される種に対する風のサポートにおける気候変動による妨害の結果を調査する必要がある。		検索結果の中から、論文そのもの（Royalsociety）を選択		○		1種類の地域気候モデル		HadGEM3-RA		2種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5）		相対モデリングアプローチを用いて、渡り鳥の移住経路に対する気候変動の影響を予測		2046～2055年、2091～2100年 ネン ネン		10年単位 ネン タンイ		観測地点単位 カンソク チテン タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		2006～2013年 ネン

								Assessment of global warming impact on biodiversity using the extinction risk index in LCIA: a case study of Japanese plant species		2017年 ネン		比嘉基紀（高知大学）ら		単位CO当たりの個々種の絶滅リスクを判定する方法で、2216種の日本の血管植物の絶滅リスクの試験計算を行った。また、この方法を用いて、局所的および世界的な絶滅リスク要因を決定する可能性についても検討した。結果、分布領域は、100年間で40～85%減少すると推定された。 ケッカ		検索結果の中から、論文そのもの（Springer link中）を選択 ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				単位CO当たりの個々種の絶滅リスクを判定する方法で、日本の血管植物の絶滅リスクを試験計算		2100年		1年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ		2000年

		自然災害・沿岸域		河川 カセン		洪水		AGCM20とCMIP３マルチ気候モデルを用いた日本の主要河川における流域災害予測		2010年 ネン		佐藤嘉辰（京都大学防災研究所）ら		全球大気モデル（AGCM20）と第３次結合モデル比較実験（CMIP３）の結果を利用し、将来の日本の主要河川における流域災害予測を試みている。結果、ほとんどの流域で、現在よりも規模の大きな洪水が発生すると予測されている。 ゼン キュウ タイキ ダイ ジ ケツゴウ ヒカク ジッケン ケッカ リヨウ ショウライ ココロ ケッカ リュウイキ ゲンザイ キボ オオ コウズイ ハッセイ ヨソク		検索結果の中から京都大学リポジトリページを選択し、その中の「PDF見る/開く」をクリック キョウト ダイガク センタク ナカ ミ ヒラ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM20		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		全球大気モデルと第３次結合モデル比較実験の結果を利用し、将来の主要河川における流域災害を予測		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		7ヶ所の河川ごと ショ カセン		日本 ニホン		1981～2000年

								気候変化が日本の河川流量に及ぼす影響の予測		2011年 ネン		立川康人（京都大学大学院）ら		日本列島全域を対象とする分布型流出モデルを構築して、将来の河川流量の変化を分析した。データは、格子大気モデルによって計算された現在気候実験や気候推計情報である。主要な分析結果として、時間最大流量など明瞭な変化が見られる流域が存在し、それらの変化は一様ではなく、大きな地域性が見られたことなどである。		検索結果の中から、論文そのもの（京都大学リポジトリ）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AM20		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		格子大気モデルによって計算したデータで分布型流出モデルを構築して、将来の河川流量の変化を分析		2015～2039年、2075～2099年 ネン ネン		1年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								非定常水文頻度解析手法を用いた極値降水量の変化予測–地球温暖化予測情報への適用		2015年 ネン		立川康人（京都大学大学院）ら		気象庁地球温暖化予測情報を用いて将来の極端な降水量変化を推定するために、非定常水文周波数解析法を適用した。結果、100年間の年間最大24時間降水量は、ほとんどの日本の島で増加傾向を示すことがわかった。 また、バイアス補正された降水量データを使用すると大きくなる。 ケッカ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		将来の極端な降水量変化を推定するために、非定常水文周波数解析法を適用		2016～2035年、2076～2095年		1年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1980～1999年

								気候変化が日本の洪水発生に及ぼす影響の推定		2010年 ネン		立川康人（京都大学大学院）ら		日本列島全域を対象とする分布型流出モデルを構築して、将来の河川流量の変化を分析した。データは、格子大気モデルによって計算された現在気候実験や気候推計情報である。主要な分析結果として、洪水流量など明瞭な変化が見られる流域が存在し、それらの変化は一様ではなく、大きな地域性が見られたことなどである。 コウズイ		検索結果の中から、論文そのもの（京都大学リポジトリ）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AM20		不明 フメイ				格子大気モデルによって計算したデータで分布型流出モデルを構築して、将来の洪水流量の変化を分析 コウズイ		2015～2039年、2075～2099年		1年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								Quantification of increased flood risk due to global climate change for urban river management planning		2011年 ネン		森田勝（芝浦工業大学）		地球規模の気候変動による洪水リスクの増加を都市洪水リスク管理において定量化する手法を提案している。洪水被害予測モデルを使用して、洪水被害を計算しており、地球規模の気候変動シナリオのシミュレーションによって得られる強度、持続時間などから算出される。 エ サンシュツ		検索結果の中から、論文そのもの（NOVATECH）を選択		○		1種類の地域気候モデル		RCM20		不明 フメイ				洪水被害予測モデルを使用して、都市洪水リスク管理において定量化する手法を提案		2031～2050 年、 2081～2100 年  ネン ネン		不明 フメイ		50mメッシュ単位 タンイ		日本（神田川流域に限定） ニホン カンダ ガワ リュウイキ ゲンテイ		1981～2000年、1900～2000年  ネン ネン

								気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018～日本の気候変動とその影響～		2018年 ネン		環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁		気候変動予測データを用いて、平均降雨量の将来変化倍率を整理し、さらに、治水基準地点における目標安全度レベルの洪水流量の変化倍率、それによる超過洪水（氾濫）発生可能性の変化倍率、氾濫リスクを吸収するために必要となる河川整備必要労力の変化倍率を調べている。 シラ		検索結果の中から環境省ホームページを選択し、その中で該当レポートをクリック カンキョウショウ センタク ナカ ガイトウ		○		気象庁気象研究所の4モデル				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		気候変動予測データを用いて、平均降雨量の将来変化倍率や、河川整備必要労力の変化倍率を推定 スイテイ		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		109箇所の流域ごと カショ リュウイキ		日本 ニホン		1979～2003年

				沿岸		海面上昇　　		Impact of global warming on coastal structures in shallow water		2013年 ネン		磯部雅彦（高知工科大学） イソベ マサヒコ		地球温暖化が沿岸域の外部環境に与える影響と、単純な式と図に基づく沿岸防衛構造について、大まかな定量的評価を述べる。地球温暖化の影響 (特に海面上昇の) は、沿岸構造、波の越、装甲ブロックと防波堤の安定性に関する波の実行について調査されている。増沿岸構造を地球温暖化に適応させるための対応策を提案する。		検索結果の中から、論文そのもの（ScienceDirect中、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				不明 フメイ				地球温暖化が沿岸域の外部環境に与える影響と、沿岸防衛構造について大まかな定量的評価		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								RCP・SSPシナリオに基づく全球沿岸域での海面上昇による浸水影響評価		2017年 ネン		四栗瑞樹（パシフィックコンサルタンツ）ら		最新の気候シナリオおよび社会経済シナリオを用いて海面水位上昇量および潮汐変動を考慮した全球規模の浸水影響を評価した。結果、大潮の満潮時に海面上昇を考慮した場合の2100年における潜在的浸水面積は約37万～42万km2，影響人口は約5,530万人～1.06億人という推計値を得た。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC-ESM		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		気候シナリオ、社会経済シナリオを用いて海面水位上昇量、潮汐変動を考慮した浸水影響を評価		2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（緯度・経度） タンイ イド ケイド		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		2000年 ネン

						高潮・高波		確率台風モデル、高潮モデルおよびニューラルネットワークを用いた高潮偏差の長期評価		2016年 ネン		岩部紫織（三井物産）ら ミツイ ブッサン		確率台風モデルとニューラルネットワークを用いて、三大湾を対象とした気候変動を考慮した高潮の長期評価を行った。台風の将来変化を考慮した高潮偏差の将来予測を行い、高潮偏差の出現確率分布及び再現期間の将来変化を推定した。 		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		不明 フメイ				確率台風モデルとニューラルネットワークを用いて、気候変動を考慮した高潮の長期評価を実施 ジッシ		不明 フメイ		不明 フメイ		3ヶ所の湾ごと ショ ワン		日本 ニホン		1950～2008年 ネン

								全球60kmAGCMを用いた大規模アンサンブル気候予測実験とこれを用いた高潮長期評価		2016年 ネン		森信人（京都大学防災研究所）ら		大気気候モデルを用いて、台風と高潮偏差の長期評価を実施した。100倍以上の時間積分を行うことにより、これまで評価の難しかった数十年に一度以下の極低頻度の台風や高潮の長期評価を可能とした。東京湾、大阪湾に対して高潮偏差の将来変化を評価した結果、100年確率値で+0.5m程度の将来変化が推定された。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5）		大気気候モデルを用いて、台風と高潮偏差の長期評価を実施		2051～2110年		60年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1951～2010年

								MRI-AGCM3.2H アンサンブル実験を用いた高潮の将来変化予測に関する研究		2016年 ネン		安田誠宏（関西大学）ら カンサイ ダイガク		水平解像度60km全球気候モデルを用いたアンサンブル気候変動予測実験の出力にバイアス補正を適用して高潮計算を行い、気候実験条件が高潮予測結果に及ぼす影響を検討するとともに、不確実性を考慮した高潮のアンサンブル将来変化予測を行った。気候予測実験の初期値の相違に伴う台風経路の変化によって高潮の空間分布は変化することなどが分かった。 ワ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		アンサンブル気候変動予測実験から高潮計算を行い、気候実験条件が高潮予測結果に及ぼす影響を検討		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報告書 -河川・海岸分野の気候変動適応策に関する研究- 沿岸に作用する外力に見込まれる気候変動影響		2017年 ネン		国土交通省		超高解像度全球大気循環モデルで得られた現在気候と将来気候の予測計算結果から、台風の将来変化の特徴を確率密度関数として抽出し、将来気候における10,000年分の台風を作成した。その上で、三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪湾）に来襲する台風について高潮偏差を推算した。 チョウ コウカイゾウド ゼン キュウ タイキ ジュンカン エ ゲンザイ キコウ ショウライ キコウ ヨソク ケイサン ケッカ タイフウ ショウライ ヘンカ トクチョウ カクリツ ミツド カンスウ チュウシュツ ショウライ キコウ ネンブン タイフウ サクセイ ウエ サンダイ ワン トウキョウワン イセワン オオサカ ワン ライシュウ タイフウ コウ チョウ ヘンサ スイサン		「国総研プロジェクト研究報告 第 56 号」で検索し、その中の「第Ⅱ部　河川・海岸の整備と管理に関わる気候変動影響の評価」をクリック ケンサク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		GCM20		不明 フメイ				現在気候と将来気候の予測計算結果から、将来の台風を作成し、三大湾に来襲する台風の高潮偏差を推算 ショウライ		2075～2999年		不明 フメイ		観測地点単位		日本 ニホン		1951～2009年

								気候予測モデルの結果を用いて算出した三大湾の将来高潮偏差の変化特性		2011年 ネン		野口賢二（国土技術政策総合研究所）ら		台風特性の地球温暖化による変化を解析し、既往台風から確率台風モデルにより発生させた10,000年分の台風に変化解析結果を適用させ将来気候における10,000年分の台風を作成。結果、現在では高潮偏差が大きくない場所でも、将来、中程度以上の高潮偏差の頻度が上がる可能性がある。 ケッカ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		GCM20		不明 フメイ				将来の台風に変化解析結果を適用させ将来気候における10,000年分の台風を作成し、台風の高潮偏差を推算 ショウライ		2075～2999年		不明 フメイ		観測地点単位		日本 ニホン		1951～2009年

								地球温暖化に伴う極大波高の将来変化予測		2010年 ネン		森信人（京都大学防災研究所）ら		解析対象を現在気候と将来気候の海上風速U10および有義波高Hsにしぼり、現在気候と将来気候を比べることにより、U10とHsの将来変化を予測する。全球スケールでは、海域の強風、高波の明確な強大化とその強風、高波海域が移動または拡張するという結果が得られた。 		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				現在気候と将来気候を比べ、海上風速と有義波高の将来変化を予測		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（緯度・経度） タンイ イド ケイド		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2003年

								地球温暖化による高潮変化シナリオを使った浸水被害の予測		2011年 ネン		鈴木武（国土技術政策総合研究所）ら		地球温暖化による高潮浸水被害リスクの変化の予測を行った。地球温暖化による海面上昇と台風の強大化を、中期を2040年および2060年、長期を2100年として予測した。被害指標を浸水面積、浸水人口、浸水被害額とし、高潮浸水被害を予測した。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1FI、A1B）		地球温暖化による高潮浸水被害リスクの変化（浸水面積、浸水人口、浸水被害額）の予測 チキュウ		2100年 ネン		1年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本（伊勢湾に限定） ニホン イセワン ゲンテイ		2010年 ネン

								Evaluation of future storm surge risk in East Asia based on state-of-the-art climate change projection		2014年 ネン		安田誠宏（関西大学）ら カンサイ ダイガク		特に熱帯低気圧の再現性に高い性能を持つ大気一般循環モデルを採用し、将来の台風特性変化を表示する。また、今後の高潮リスクの変化を定量的に評価した。		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				大気一般循環モデルを採用、将来の台風特性変化を表示し、今後の高潮リスクの変化を定量的に評価		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								地球温暖化による沿岸外力変化を考慮した防波堤の滑動量解析		2013年 ネン		辻尾大樹（パシフィックコンサルタンツ）ら		地球温暖化に伴って変化すると予測される設計供用期間内の外力変化を考慮した防波堤の滑動量解析を行い、沿岸外力特性の変化が防波堤の滑動安定性に及ぼす影響を検討した。本研究の設定条件では、地球温暖化を考慮すると期待滑動量が0.2m～1.8m増加し、温暖化を考慮しない場合と比べて60～200%増加した。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		外力変化を考慮した防波堤の滑動量解析を行い、沿岸外力特性の変化が防波堤の滑動安定性に及ぼす影響を検討		2075～2100年		25年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		現在気候25年 ゲンザイ キコウ ネン

								海面気圧の主成分を考慮した統計的波高推定法の高度化と波高の将来変化予測		2017年 ネン		岸本理紗子（清水建設）ら シミズ ケンセツ		大気場の情報から平均波高を予測する統計的波高推定手法を開発した。主な将来変化として、全球では北太平洋北部で増加、北大西洋、赤道の北側で優位な波高減少が見られた。日本近海では、北海道・東北地方周辺で波高増加、それ以外の海域で波高減少傾向が予測された。 タイキ バ ジョウホウ ヘイキン ハコウ ヨソク トウケイテキ ハコウ スイテイ シュホウ カイハツ オモ ショウライ ヘンカ ゼン キュウ キタ タイヘイヨウ ホクブ ゾウカ キタ タイセイヨウ セキドウ キタガワ ユウイ ハコウ ゲンショウ ミ ニホン キンカイ ホッカイドウ トウホク チホウ シュウヘン ハコウ ゾウカ イガイ カイイキ ハコウ ゲンショウ ケイコウ ヨソク		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		大気場の情報から平均波高を予測する統計的波高推定手法を開発し、波高の将来変化を評価 ナミ タカ ショウライ ヘンカ ヒョウカ		2075～2100年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2004年

								非静力学領域気候モデルによる気候変動予測結果を用いた日本沿岸における高潮の将来変化予測		2013年 ネン		安田誠宏（京都大学防災研究所）ら		高潮非静水圧地域気候モデルによる5kmグリッド（RCM5）による気候変動実験のダウンスケーリングを直接用いて、日本の沿岸周辺の高潮の将来の変化の影響を評価する。高潮の増加は一様に起こるわけではなく、台風の軌跡や震度の変化の影響を受ける地域への強い依存性があることが分かった。  ワ		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		不明 フメイ				気候変動実験のダウンスケーリングを直接用いて、日本の沿岸周辺の高潮の将来の変化の影響を評価		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		5kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								MRI-AGCM3.2H アンサンブル実験にもとづく気候変動による極大波浪の将来変化予測		2014年 ネン		志村智也（京都大学）ら		気象研究所が開発した大気循環モデルMRI-AGCM3.2H および米国海洋大気局の波浪モデルWAVEWATCH IIIを使用し、極大波浪の将来変化について解析を行う。北西太平洋では、台風の平均通過個数の減少に対応して、生起確率の比較的高い1年確率波高は広い範囲で減少傾向を示した。  		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		不明 フメイ				大気循環モデル および波浪モデルWAVEWATCH IIIを使用し、極大波浪の将来変化について解析		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2003年

								北太平洋における冬季の波候と大規模循環場の将来変化予測		2015年 ネン		志村智也（京都大学）ら		単一の気候モデルと波浪モデルを用いた複数の実験条件によるシングルGCMアンサンブル実験、マルチGCMアンサンブル実験にもとづき、温暖化条件下の波候の将来予測を実施し、これらの（不）確実性の評価を行った。北西太平洋北緯30°付近の冬季における平均波高の減少が予測され、その傾向はアンサンブル間で非常に整合性があること等が分かった。 トウ ワ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		2種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）、RCP（8.5）		気候モデルと波浪モデルを用い、温暖化条件下の波候の将来予測を実施		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2009年

								Future Projection of Ocean Wave Climate: Analysis of SST Impacts on Wave Climate Changes in the Western North Pacific		2015年 ネン		志村智也（京都大学）ら		平均波気候の将来の変化と海面温度(SST)条件に対する波の気候の感度を推定し、波気候変動のメカニズムを理解することを目的としている。結果、約±0.3m以内の年間平均波高の将来の変化をもたらす。熱帯低気圧の変化の影響を受ける西北太平洋の夏季波高の将来の変化は、SSTの状態に非常に敏感である。 モクテキ		検索結果の中から、論文そのもの（journals.ametsc）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		平均波気候の将来の変化と海面温度条件に対する波の気候の感度を推定し、波気候変動のメカニズムを理解		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979〜2009年

								Future Projections of Extreme Ocean Wave Climates and the Relation to Tropical Cyclones: Ensemble Experiments of MRI-AGCM3.2H		2015年 ネン		志村智也（京都大学）ら		極端な波の高さの将来の変化は、地球規模の気候モデルの性能に強く依存していることを示し、低性能モデルを採用した研究の結果がそうでないことを認める必要性を示した。波の高さは南洋と中央北太平洋の中高緯度上で増加し、中緯度と北大西洋上で減少するが、極端な波の高さの将来の変化の大きさは平均波よりも大きい。		検索結果の中から、論文そのもの（journals.ametsc）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		4つの海面水温、3つの摂動物理学のアンサンブル実験で実施極端な海洋表面波気候の将来を予測		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979〜2009年

								Projection of tropical cyclone‑generated extreme wave climate based on CMIP5 multi‑model ensemble in the Western North Pacific		2017年 ネン		志村智也（京都大学）ら		特に西北太平洋の熱帯低気圧(TC)が発生した極端な波の予測を見て、大気海洋GCM(AOGCM)駆動波気候予測における極端な(年間最大)波の気候の表現を調査した。TCをシミュレートするAOGCMのパフォーマンスが向上し、極端な波の気候の表現が大幅に改善された。		検索結果の中から、論文そのもの（Springer link中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				熱帯低気圧が発生した極端な波の予測を見て、波気候予測における極端な波の気候の表現を調査		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

								Statistical modeling of global mean wave height considering principal component analysis of sea level pressures and its application to future wave height projection		2017年 ネン		岸本理紗子（清水建設）ら シミズ ケンセツ		大気データを説明変数として用いる線形多回帰モデルにより、月間平均波高を推定する。低緯度のうねりの表現は、PCAから大規模な大気情報を導入することによって大幅に改善される。今後の波高の変化は、北太平洋の増加と北大西洋、中緯度、太平洋の熱帯の減少を示している。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		大気データを説明変数として用いる線形多回帰モデルにより、平均波高を推定		2075～2100年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2009年

								Variability and future decreases in winter wave heights in the Western North Pacific		2016年 ネン		志村智也（京都大学）ら		全球気候モデルを強制した動的スペクトル波モデルを使用して、歴史的および予測された将来の波気候の両方のシミュレーションのアンサンブルを作成した。 将来の波高の減少は、西太平洋のパターンの変化と大きく関係している。		検索結果の中から、論文そのもの（agupubs.onlinelibrary）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		3種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）、RCP（8.5、4.5）		動的スペクトル波モデルを使用して、将来の波気候のアンサンブルを作成		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2009年

								Projected changes in wave climate from a multi-model ensemble		2013年 ネン		Mark A. Hemer（連邦科学産業研究機構）ら		将来の風の波の変化は、沿岸、近海、近海の産業や生態系に大きな影響を及ぼし、予想される沿岸地域の海面上昇をさらに悪化させる可能性がある。今回、波-気候予測の最初のコミュニティ派生マルチモデルアンサンブルからの結果を提示する。世界の海域の25.8％を超える年間平均有意波高（HS）の減少が予測されている。 コンカイ		検索結果の中から、論文そのもの（nature climate change、抄録のみ）を選択				不明 フメイ				不明 フメイ				波-気候予測の最初のコミュニティ派生マルチモデルアンサンブルからの結果を提示		2070～2100年		30年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		世界の中の日本 セカイ ナカ ニホン		1979～2009年

						海岸侵食　		気候変動に伴う沿岸外力変化が汀線変化へ及ぼす影響評価―海面水温アンサンブル実験を用いた検討―		2013年 ネン		林健太郎（三井海洋開発）ら ミツイ カイヨウ カイハツ		既往の現地調査や航空写真解析から推察された長期的な沿岸特性を考慮した計算条件及び汀線変化モデルを構築した。そのモデルをベースとして、長期的な気候変動に伴う今世紀末の海水面温度の違いによる解析パターンを用いた波浪予測結果を用いて、汀線の将来変化を推定し、汀線への影響を検討した。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		汀線変化モデルをベースとして、気候変動に伴う波浪予測結果を用いて、汀線の将来変化を推定		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

								日本の5海岸における過去の長期汀線変化特性と気候変動による将来汀線変化予測		2012年 ネン		吉田惇（東北大学）ら トウホクダイガク		日本の5つの海岸の長期的な海岸線の変化を調査し、将来の気候変動による海面上昇がビーチに与える影響を推定する。 将来の予測では、海面上昇に加えて波の高さと沈下について考慮されたルールを使用して、海岸線の変化を推定した。 結果、5つの海岸で10 mを超える海岸線が後退した。 カイガン カイガン		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		長期的な海岸線の変化を調査し、将来の気候変動による海面上昇がビーチに与える影響を推定		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		1981～2000年

				山地 サンチ		土石流・地すべり等　		気候システムの温暖化による斜面崩壊と影響人口の関係に関する推計		2012年 ネン		川越清樹（福島大学）ら		各年代の再現年の降雨極値を求め、斜面崩壊発生確率を検討した。この結果と人口分布データを照合し、斜面崩壊による影響人口の関係性を求めることで、空間的、定量的な人的リスクの推計を試みた。現在気候で斜面崩壊の影響を受ける人口が総人口の1%である結果を得、温暖化により、各都道府県で現在比10%の増加となる。 カク ミヤコ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		4種類のGCM シュルイ		MIROC3.2Medres, MRI-CGCM2.3.2, GFDL CM2.1, CSIRO MK3.0		3種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B、A2、B1）		降雨極値、斜面崩壊発生確率の検討結果と人口分布データを照合し、斜面崩壊による人的リスクを推計		2020年、2050年、2090年		1年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン		日本 ニホン		2000年

								気候モデルを用いた将来の土砂災害被害額推計		2014年 ネン		川越清樹（福島大学）ら		気候モデル・RCPシナリオを用いて2050年、2100年における土砂災害の一般資産被害額予測と適応策検討を試みた。一般資産被害額予測の結果として、RCPシナリオに関わらず2050年の一般資産被害額は現在比で約15億から25億円増となる。対策を講ずれば、現在比で上限20億増以内の一般資産被害額でおさめることのできる可能性が求められた。		検索結果の中から、論文そのもの（J-STAGE中）を選択		○		4種類のGCM シュルイ		MIROC5.0, MRIC GCM3, GFDL CM3.0, HadGEM2-ES		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		将来の土砂災害における斜面崩壊発生確率と資産額からの一般資産被害額予測と適応策の検討を試行 ショウライ シャメン ホウカイ ハッセイ カクリツ シサン ガク イッパン シコウ		2031～2050年、 2081～2100年  ネン ネン		20年単位 ネン タンイ		1kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1981～2000年

								地球温暖化が全国の裸地斜面の凍結融解特性に与える影響評価		2010年 ネン		泉山寛明（京都大学大学院）ら キョウト ダイガク ダイガクイン		裸地斜面を対象にした熱伝導計算により地中温度の推定を行い、凍結融解特性を求め、土砂生産量の推定を試みた。熱伝導計算は地表面熱収支を考慮することで一般的な気象データを入力データとして用いることが出来る。結果、凍結融解特性の全国分布が得られ、気温上昇により土砂生産量は減少することが予想された。		検索結果の中から、論文そのもの（京都大学防災研究所年報）を選択 キョウト ダイガク ボウサイ ケンキュウショ ネンポウ		○		気候モデルは利用していない								裸地斜面を対象にした熱伝導計算により地中温度の推定を行い、凍結融解特性を求め土砂生産量を推定		特定の期間は定めていない トクテイ キカン サダ		不明 フメイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		2008～2009年

								Future change of the potential landslide disasters as evaluated from precipitation data simulated by MRI‐AGCM3.1		2013年 ネン		奥勇一郎 （兵庫県立大学）ら オク ユウイチロウ ヒョウゴ ケンリツ ダイガク		全球大気モデルを用いて、日本の気候変動の影響による将来の潜在的な地すべり災害の数を評価した。浅い地すべりの発生の可能性は、21世紀の終わりに現在の可能性と比較して20％増加し、深層地すべりの可能性は最大30％増加する。		検索結果の中から、論文そのもの（Wiley onlinelibrary中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.1		不明 フメイ				全球大気モデルを用いて、日本の気候変動の影響による将来の潜在的な地滑り災害の数を評価		21世紀終わり セイキ オ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ		不明 フメイ

				その他		強風等 キョウフウ トウ		日本周辺における台風来襲特性の将来変化に関する検討		2016年 ネン		横田雅紀（九州産業大学）ら キュウシュウ サンギョウダイガク		気候予測値から台風を抽出し、周辺海域に来襲する台風の平均的な強度や経路の出現特性の将来変化について検討した。結果、海面水温分布の変化パターンによらず日本列島の周辺における台風の平均的な強度は増加するものの、個数については必ずしも将来で減少しないことが明らかになった。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2H		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		全球大気モデルの気候予測値から台風を抽出し、来襲する台風の強度や経路の出現特性の将来変化を検討		2075～2099年		25年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1979～2003年

								Future increase of supertyphoon intensity associated with climate change		2015年 ネン		坪木和久（名古屋大学）ら ツボキ カズヒサ ナゴヤダイガク		21世紀後半の地球温暖化の気候の中で、どの程度までスーパー台風が激しくなるかという問題に取り組んだ。 超高解像度ダウンスケール実験や、暖かい気候の20 kmメッシュ全球シミュレーションから得られた30の最も強い台風に対して行った。 ダウンスケール実験では12個のスーパー台風が発生した。		検索結果の中から、論文そのもの（agupubs.onlinelibrary）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.1		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		雲解像モデルを使用した高解像度のダウンスケール実験で、スーパー台風がどの程度激しくなるか研究 ケンキュウ		2074～2087年		14年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1979～1993年

								高解像度ダウンスケーリングによる将来台風の強度予測		2015年 ネン		坪木和久（名古屋大学） ツボキ カズヒサ ナゴヤダイガク		台風の高解像度シミュレーションを行い、構造や発達メカニズムを明らかにし、擬似温暖化実験や力学的ダウンスケーリング実験、さらに環境場に対する感度実験により、気候変動に伴い将来台風が強度や到達緯度についてどのように変わるのかを明らかにし、これにより将来、日本を含む中緯度地域の台風リスクがどのように変わるのかについて明らかにする。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				擬似温暖化実験や力学的ダウンスケーリング実験等で、気候変動に伴う台風リスクの変化を予測 トウ ヘンカ ヨソク		2074～2087年		14年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1979～1993年

								Projection of future typhoons landing on Japan based on a stochastic typhoon model utilizing AGCM projections		2010年 ネン		安田誠宏（関西大学）ら ヤスダ マコト ヒロシ カンサイ ダイガク		現在および将来の気候条件における台風の特性を推定するための確率的台風モデル（STM）を提示する。 モンテカルロシミュレーションを利用した結果、特に3つの主要な湾岸地域における日本の台風上陸の頻度は減少し、台風中心気圧の平均値は大きく変化しないことが分かった。  ワ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		モンテカルロシミュレーションを利用して台風モデルを提示し、将来の台風を気候変動信号として検討 ケントウ		2015～2031年、 2075～2100年  ネン ネン		25年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		1979～2004年

								海面水温の将来変化パターンによる近未来の台風特性の相違に関する研究		2018年 ネン		井手喜彦（九州大学大学院）ら ヒコ		大規模アンサンブル気候予測データベースを用いて，将来気候における台風特性を評価した。結果、台風の存在頻度は将来の海面水温分布によって異なることや、将来気候での台風強度が現在気候での強度よりも高まる程度は将来の海面水温上昇量が大きな場合に顕著であることなどを明らかにした。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5）		大規模アンサンブル気候予測データベースを用いて，将来気候における台風特性を評価		2051～2111年		60年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		日本近海 ニホン キンカイ		1951～2011年

								Changes in Potential Intensity of Tropical Cyclones Approaching Japan due to Anthropogenic Warming in Sea Surface and Upper-Air Temperatures		2010年 ネン		筒井純一（電力中央研究所） ツツイ ジュンイチ		モデルに基づいて、日本に上陸または接近する熱帯低気圧（TC）の強度と、これらの強度の地球温暖化による変化の可能性を調査した。日本の主要な島の近くの比較的高緯度での傾向は、TCの発達が温暖化した環境でより長い季節にわたってより広い地域で起こることを示唆している。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		不明 フメイ				1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		モデルに基づいて、日本に上陸または接近する熱帯低気圧の強度と、地球温暖化による変化の可能性を調査		2080～2099年		20年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本近海 ニホン キンカイ		1980～1999年

								大規模アンサンブル気候予測データを用いた爆弾低気圧の将来変化		2018年 ネン		高裕也（金沢大学）ら カナザワ ダイガク		大規模アンサンブル気候予測データ（d4PDF）を用いて、日本海沿岸における低頻度気象災害要因の一つである爆弾低気圧に対する気候変動の影響評価を実施した。現在気候および将来気候からの爆弾低気圧抽出結果から、発生個数にはほとんど将来変化はないが、最低中心気圧の強度は将来的に増加する傾向があることがわかった。		検索結果の中から、論文そのもの（土木学会論文集）を選択 ドボク ガッカイ ロンブン シュウ		○		不明 フメイ				不明 フメイ				大規模アンサンブル気候予測データを用いて、爆弾低気圧に対する気候変動の影響評価を実施		2050～2111年		60年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		1950～2011年

		健康 ケンコウ		暑熱		熱中症		A study of urban thermal environment in Tokyo in summer of the 2030s under influence of global warming		2016年 ネン		菊本英紀（東京大学生産技術研究所）ら		2030年前後の日本における熱障害のリスクに対する気候変動の影響を推定するため、グローバル循環モデルと地域気候モデルを用いた数値気候シミュレーションを行った。結果、8月の1日あたりの救急車の熱中症による平均輸送人数は63%増加すると予測された。 ケッカ ネッチュウ ショウ		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				1種類のGCM シュルイ		不明 フメイ		不明 フメイ				数値気候シミュレーションにより、熱障害のリスク（熱中症輸送人数等）に対する気候変動の影響を推定		2026～2035年		10年単位 ネン タンイ		不明 フメイ		不明 フメイ		2001～2010年

								Summer heatstroke risk prediction for Tokyo in the 2030s based on mesoscale simulations by WRF		2017年 ネン		葛西正孝（国立感染症研究所）ら カサイ マサタカ コクリツ カンセンショウ ケンキュウジョ		熱中症リスクについて、ハザード、脆弱性、曝露の重複を評価することにより定量化した。ハザードインデックスとして、1日の最大湿球温度（WBGT）を選択した。2030年代の沿岸地域では、湿度の増加などの気候条件の変化により、リスクは20以上増加した。		検索結果の中から、論文そのもの（Academic Article）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC4h		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		熱中症リスクについて、ハザード、脆弱性、曝露の重複を評価することにより定量化		2031年 ネン		1年単位 ネン タンイ		60kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2007年 ネン

								WBGTに基づいた日本の暑熱環境の将来予測		2015年 ネン		鈴木パーカー明日香（筑波大学）ら ツクバ ダイガク		暑熱指標WBGTに基づき、将来の日本の暑熱環境予測を行なった。結果、将来の暑熱環境は現在よりさらに悪化し、特に中部以西の多くの地点で 8 月中 20 日以上が「危険レベル」になると予測された。例えば将来の秋田市は現在の大阪市のような気候になる可能性が示唆された。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC5		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		全球気候モデルによる予測データのダウンスケール手法を用て、暑熱指標 WBGTに基づく暑熱環境を予測		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1991～2010年

				感染症		水系・食品媒介性感染症　		Modeling Future Projections of Temperature-Related Excess Morbidity due to Infectious Gastroenteritis under Climate Change Conditions in Japan.		2019年 ネン		小野塚大介（国立循環器病研究センター研究所）ら オノヅカ ダイスケ		2090年代の気候変動に伴い、気候変動シナリオごとに、感染性胃腸炎の罹患率を予測することを目指した。日本において、感染性胃腸炎による罹患率について、温度上昇とともに減少する可能性があることが予測された。  イチョウ エン ニホン オンド ジョウショウ ヨソク		検索結果の中から、論文そのもの（Environmental Health Perspectives）を選択		○		5種類のGCM シュルイ		GFDL-ESM2M、HadGEM2-ES、IPSL-CM5A-LR、MIROC-ESM-CHEM、NorESM1-M		4種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、6.0、4.5、2.6）		気候変動シナリオごとに、適応と人口の変化がないと仮定し、感染性胃腸炎の罹患率の変化を予測		2090～2099年		10年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		2010～2019年

				その他				Estimation of excess mortality due to long-term exposure to PM2.5 in Japan using a high-resolution model for present and future scenarios		2016年 ネン		五藤大輔（国立環境研究所）ら		現在および将来について、日本でPM2.5をシミュレートするために、グローバルから地域への大気輸送モデルを使用した。PM2.5レベルのシミュレーションは、大気輸送モデルの解像度によって異なるが、将来の過剰死亡率の推定は、PM2.5レベルと社会的加齢に依存する。		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC-AOGCM		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		現在および将来について、大気輸送モデルを使用し、日本のPM2.5をシミュレート		2030年		1年単位 ネン タンイ		10kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2000年

		国民生活・都市生活		都市インフラ・ライフライン等 トシ		水道、交通等　		全国都道府県別における将来水需給ギャップの把握		2015年 ネン		大西暁生（東京都市大学）ら トウキョウ トシ ダイガク		2050年までのセクター別（農業・工業・生活用水）の水需要を推計するシミュレーションモデルを構築するとともに、アメダスと超高解像度全球大気モデル並びに年間の水資源賦存量を用いることによって将来の水資源賦存量を都道府県ごとに推計した。各都道府県において水不足が起きる可能性があるのかどうか、また水不足が起きた場合の適切な水利用のあり方を検討した。 		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-AGCM3.2S		不明 フメイ				水需要推計モデル構築と、水資源賦存量を用い、将来の水資源賦存量を推計 コウチク		2015～2039年		25年単位 ネン タンイ		都道府県単位 トドウフケン タンイ		日本 ニホン		1979～2003年

								Assessment of spatiotemporal variations in the fluvial wash-load component in the 21st century with regard to GCM climate change scenarios		2015年 ネン		毛利悟朗（東京大学） モウリ ゴロウ トウキョウ ダイガク		気候変動が微細浮遊土砂に及ぼす影響の相互作用を評価した。将来の森林移行が検討された。GCMモデルでは、河川の微細浮遊土砂が年間23％から165％に増加し、毎月の分析では、台風シーズン中に大きな影響が現れることが示された。		検索結果の中から、論文そのもの（Sciencedirect中、抄録のみ）を選択				4種類のGCM シュルイ		MIROC、MRI-GCM、HadGEM、GFDL		3種類のシナリオ シュルイ		RCP（8.5、4.5、2.6）		排出シナリオを考慮したアンサンブル分析の結果から、微細浮遊土砂の年次および季節変動を評価		2040年代、2090年代 ネン ダイ ネン ダイ		10年単位 ネン タンイ		メッシュ単位（メッシュの大きさは不明） タンイ オオ フメイ		日本 ニホン		不明 フメイ

				その他		暑熱による生活への影響（ヒートアイランド）		2070年代8月を対象とした東京・名古屋・大阪における熱中症および睡眠困難の将来予測		2013年 ネン		日下博幸（筑波大学）ら		WRFモデルを用いて、東京、名古屋、大阪の夏季の将来の気候を予測し、気候変動が人間の健康に与える影響を、条件付評価法に基づく中間点影響評価によって評価する。 結果、3つの大都市で、日中最高気温が35℃を超える日数が2070年代には2倍になることが分かった。 熱ストレスを避けるための支払意志額を測定し、それは、熱中症と比較して睡眠障害に対して高い。 ワ ソクテイ		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		3種類のGCM シュルイ		MIROC3.2、MRI-CGCM2.3、CSIRO-Mk3.0		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		WRFモデルを用いて、気候変動が人間の健康に与える影響を、中間点影響評価によって評価		2070年代 ネン ダイ		10年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		2000年代 ネン ダイ

								IPCC SRES A2 シナリオ下での三大都市圏の夏季気候の将来予測: WRF-UCMによる力学的ダウンスケーリング		2012年 ネン		髙根雄也（筑波大学大学院）ら		三大都市圏を対象に、これまでほとんど行われてこなかった都市気候の将来予測を実施する。初期値・境界値には、将来最も高温となることが予測されているSRES A2 シナリオに基づき将来予測を行った結果を使用する。2070年代の5時には2000年代と同様に三大都市圏に広域ヒートアイランドが出現した。		検索結果の中から、論文そのもの（日本ヒートアイランド学会論文集）を選択 シュウ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A2）		最も高温となることが予測されているSRES A2 シナリオに基づき、都市気候の将来予測を実施		2070～2079年 		10年単位 ネン タンイ		観測地点単位		日本 ニホン		1990～1999年

								WBGTに基づいた日本の暑熱環境の将来予測（再掲） サイケイ		2015年 ネン		鈴木パーカー明日香（筑波大学）ら ツクバ ダイガク		暑熱指標WBGTに基づき、将来の日本の暑熱環境予測を行なった。結果、将来の暑熱環境は現在よりさらに悪化し、特に中部以西の多くの地点で 8 月中 20 日以上が「危険レベル」になると予測された。例えば将来の秋田市は現在の大阪市のような気候になる可能性が示唆された。		検索結果の中からJ-STAGEページを選択し、その中の「PDFをダウンロード」をクリック センタク ナカ		○		1種類のGCM シュルイ		MIROC5		1種類のシナリオ シュルイ		RCP（4.5）		全球気候モデルによる予測データのダウンスケール手法を用て、暑熱指標 WBGTに基づく暑熱環境を予測		2081～2100年		20年単位 ネン タンイ		20kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		1991～2010年

								Assessment of the Impact of Metropolitan-Scale Urban Planning Scenarios on the Moist Thermal Environment under Global Warming: A Study of the Tokyo Metropolitan Area Using Regional Climate Modeling		2015年 ネン		Asuka Suzuki-Parker（筑波大学）ら ツクバダイガク		高解像度の地域気候モデルを使用して、地球温暖化下の湿潤熱環境に対する大都市規模の都市計画シナリオの影響を定量化する最初の試みを提供する。2070年代の将来の予測では、現在の気候と比較して、昼間の平均WBGTが2〜4℃増加することが示されている。		検索結果の中から、論文そのもの（Hindawi）を選択		○		1種類のGCM シュルイ		MRI-CGCM2.3.2		1種類のシナリオ シュルイ		SRES（A1B）		高解像度の地域気候モデルを使用し、地球温暖化の下での都市計画シナリオと湿気熱環境の影響を定量化		2070～2079年		10年単位 ネン タンイ		27kmメッシュ単位 タンイ		日本 ニホン		2000～2009年







地域ブロック・分野別に、気象情報や気候変動の影響に関する研究を整理してい
ます。例えば、地域特性を踏まえた適応を検討する際、関連する研究成果を見つ
けるきっかけとしていただけます。
○地域ブロックごとの分野別影響等に関する研究論文マトリックス（2020年3月時点）イメージ（計338論文）
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HOME > 地域の適応 > 地域支援 > 科学的知見の収集・整理 > 地域ブロック・分野別の研究成果
https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/local_research.html

地域ブロック・分野別の影響情報の収集
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/local_research.html


気候変動影響の経済的な評価（貨幣換算）に関する研究成果やマニュアルを整
理しています。例えば、費用対効果の観点から適応を検討する際、関連する研究
成果を見つけるきっかけとしていただけます。

○経済評価に関する国等の研究プロジェクトについて（2020年3月時点）イメージ（計9論文）

○経済評価に関する国の評価マニュアル等について（2020年3月時点）イメージ（計9件）

HOME > 地域の適応 > 地域支援 > 科学的知見の収集・整理 >経済的な評価に関する研究成果/マニュアル
https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/economic_assesment.html

農業・林
業・水産
業

農業
麦、大豆、
飼料作物等

気候変動による穀物生産への影
響評価と適応策の費用便益分析
（S-14）

西森基貴（農業・食品
産業技術総合研究機
構）

地球規模の気候変動適応策の効果と費用便益に焦点をあてた研究を担当す
る。穀物生産に関する影響を対象に、地球規模の気候変動影響と、実施可能
と想定される適応策の費用便益の検討を行う。本テーマでは、地球規模の適
応策実施の技術的経済的検討と課題等の整理を行うとともに、緩和策と適応
策の統合的モデルの構築に必要な知見も提供する。

分野 大項目 小項目 研究プロジェクトのタイトル 代表研究者 研究内容

分野 項目 名称 作者 年次 手法の概要

農業・
林業・
水産業

農業 新たな土地改良の効果算定マニュアル 農林水産省 2007

土地改良事業（排水施設や農道の新設等、区画整理、農用地の造成・改良・
保全など）において発揮される、食料の安定供給の確保に関する効果、農業
の持続的発展に関する効果、農村の振興に関する効果、多面的機能の発揮に
関する効果の便益測定などが示されている。
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経済的な評価に関する研究成果/マニュアル
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/economic_assesment.html


①市民参加型情報収集用の携帯電話等での
情報収集の仕組み

②地域ごとの気候変動や影響情報
の発信の仕組

10

GISを用いた情報発信
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM



滋賀県茨城県

長野県

③収集したデータに基づくグラフ作成や集計による可視化ツール

11*最長2年は国環研ライセンスを利用可。以後は要購入。

GISを用いた情報発信
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM



地域気候変動適応センターや自治体の職員が、講演や話題提供等で使用できるプ
レゼンテーション資料のひな形を提供しています。
「一般向け」と「自治体・企業向け」の2種類のスライド集があり、必要なページを抜粋、
順番を変更、別資料と組み合わせるなどして、目的にあったプレゼンテーション資料を作
成できます 。

12

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

「適応」とは？

92

• 気候変動の影響が現れるのをただ待つだけではなく、社会や生活のあり
方を変えて、影響に備える

⇒高温に強い農作物の開発、災害から身を守る備え、熱中症の予防など

出典：気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT) 気候変動と適応（https://adaptation-platform.nies.go.jp/climate_change_adapt/index.html）

5. 気候変動への適応

企業にとっては、社会に役立つ
新たなビジネスの開拓など、
潜在的な要素も秘めている

HOME > 地域の適応 > 地域支援 > 普及啓発、ステークホルダーへの情報提供 > プレゼンテーション支援（ガイドブック、スライド集）
https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/guidebook.html

一般向け／自治体・企業向けスライド集
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/guidebook.html


地域気候変動適応センターや自治体の職員が、講演や話題提供を行う際の参考とな
るガイドブックを提供しています。前頁のプレゼンテーション資料と連動しており、スライド
の見方やテーマの選び方、対象者別のプログラム例などを紹介しています。

HOME > 地域の適応 > 地域支援 > 普及啓発、ステークホルダーへの情報提供 > プレゼンテーション支援（ガイドブック、スライド集）
https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/guidebook.html

13

プレゼンテーション・ガイドブック
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

https://adaptation-platform.nies.go.jp/jichitai/support/guidebook.html
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分野ごとの適応策の可視化（インフォグラフィック）
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM



遮光資材（樹上） 遮光資材（果実） 散水・細霧冷房 改植（同樹種） 改植（別樹種）
方
法

農薬散布や着色管理の邪魔にな
らない樹上に、丈夫な紐で遮光
資材（遮光率10～20％程度）の
裾を既存の支柱等に結び付けて
被覆する。

日焼けを起こしそうな果実
（南側等）に遮光性資材を
被覆。強い直射日光が当た
るのを防ぎ、果実表面温度
の極端な上昇を抑える事で、
日焼けの発生を軽減する。

樹冠上部に設置したノズルから
細霧を散布し、樹体周囲の気温
と果実表面温度の上昇を抑え、
日焼け果の発生を減少させる方
法で近年技術が確立（夏季干ば
つ時のかん水も兼ねる）

温度が高くても比較的着色のよい品種（「紅
みのり」「錦秋」「秋映え」等）や、緑黄色
で着色の問題が発生しない品種（「もりのか
がやき」等）に改植する。

都道府県の果樹農業振興計画等で
長期的な展望を持ちながら、各品
種（みかん、ぶどう等）の将来適
地予測マップや産地ブランド戦略
等も考慮し、採用する品種を決定
する事が考えられる。

時
期

8月以降、晴天で日焼け発生の
可能性がある最高気温30℃以上
(真夏日)と予想される前日まで
に被覆

・取り付け：気温や日射量
が増える7月上旬頃

・取り外し：病害虫やサビ
の発生リスクを避ける為
に8月下旬～9月上旬頃に
実施

７月以降の日焼けの危険性があ
る期間
（最高気温30℃が目安、おおよ
そ7月～9月）

主に秋植え
根の活着の面から休眠期中の秋植えが望まし
い。積雪や土壌凍結の影響、野ウサギ・野ネ
ズミの被害が大きい場合は春植えを実施

地域ブランドが確立している場合
も多く、樹種転換は最後の手段。
苗木の生産体制整備、植え付けか
ら収穫までの期間等を考慮すると、
10年以上前から対策の検討を開始
する必要がある。

効
果

現地試験において、果面温度を
2～6℃程度抑制、無処理と比較
し日焼け果の発生も軽減。年に
より、着色がやや遅れることが
ある点に注意が必要。

現地試験では被覆なしと比
較し表面温度が約3℃程度
低下、果実の日焼け発生率
も半減

現地試験では細霧なしと比較し、
果実表面温度（平均）が約2.8℃
程度低下、日焼け果の発生率も
半減（日焼け程度も軽減）

植え替えには手間とコストが掛かるが、同じ
樹種である為、栽培しやすいと考えられる。
改植後数年間は収入が得られない為、園地の
一部を高温耐性品種へ植え替えする等、計画
的に対応する事が望ましい。

樹種によるが、早いものでも成園
まで3～4年以上要する事が多い。
園地の一部を樹種転換する等、収
入を継続しながら計画的に対応す
る事が望ましい。また、流通・加
工等の周辺産業への影響も大きい
事から、段階的・計画的な検討が
必要と考えられる。

コ
ス
ト

＜参考価格＞
・遮光率８％資材：110,000 円

/10ａ（試作品のため原反価格、
税抜き）

・遮光率22％資材：150,000 円
/10ａ（税抜き）

（青森県産業技術センター(2018)）

＜参考価格＞
・カサ状（ポリエステル製
織物）：25円/枚程度（3
年以上使用可）

・筒状伸縮性あり（ポリエ
ステル製織物）：15円/
枚程度（3年以上使用
可）

（石川県農林総合研究センター
農業試験場（2018））

＜参考価格＞
わい化栽培モデル（品種「ふ
じ」）の場合で約105,000円
/10a【内訳：細霧冷房装置（耐
用年数５年）約67,000円+水道
料金38,000円】。自己施行可。

（富山県農林水産総合技術センター
園芸研究所果樹研究センター
（2018））

＜参考価格＞
・わい化栽培導入：約140万円/10a(伐採・
伐根、整地、トレリス、苗木、初年度管理
費等)※伐採・伐根、苗木の準備等を自力又は共
同、木の支柱活用等の工夫により40万円/10a程
度まで削減可能。（農林水産省（2008））

・新わい化栽培（園地整備）：約150万円
/10a（トレリスの設置、苗木の購入、植え
付けの人件費等。助成等は含まない）

（公益財団法人 中央果実協会（2019））

樹種転換に加え栽培方法の知見取
得も必要な為、同樹種への改植よ
りコストを要する。

りんご（農業・林業・水産業分野／農業／果樹） 裏

【現時点の考え方】果樹農業においては労働生産性の向上や後継者育成等の課題への取組みが進められている。高温対策については各地の試験研究機関や生産現場等で多くの知見が蓄積されており、
それらの活用が有効であると考えられる。

【気候変動を考慮した考え方】改植の際には現在の状況だけでなく、将来の気温上昇も考慮に入れ、樹種を選択する必要がある。また、果樹が周辺産業と結びついている場合も多く（りんご収穫後の
長期貯蔵施設等）、果樹園と周辺産業の両方に配慮し、計画的に適応策を進めていく必要があると考えられる。

【気候変動を考慮した準備・計画】果樹は永年性作物であり、結果するまでに一定期間を要すること、また、需給バランスの崩れから価格の変動を招きやすいことから、他の作物にも増して、長期的
視野に立って対策を講じていくことが不可欠である。したがって、産地において、温暖化の影響やその適応策等の情報の共有化や行動計画の検討等が的確に行われるよう、主要産地や主要県との
間のネットワーク体制の整備を行う必要がある。（農林水産省2018）

適応策の進め方

時期 現在 現在～中期 ～長期
対応方法 現在の樹で栽培技術により対応 同じ品種で高温耐性品種を利用 樹種転換・園地移動

分類 栽培技術による対応（日焼け果対策） 高温耐性品種への改植 樹種転換
対応主体 【狭】生産者レベル 【広】産地レベル（周辺産業への影響等も検討）

15



分野 大項目 小項目 適応策カテゴリ 取組内容

全般 全般 全般 教育 学校教育で活用可能な副読本の作成
全般 全般 全般 教育 周知啓発活動を担う人材の育成

農業、森林・林業、水産業農業 野菜 品種改良 高温に強い品種の開発や施設内の栽培環境を改善する技術な

農業、森林・林業、水産業農業 野菜 品種改良 施設園芸での高温対策技術導入、高温障害に強い品種への転

農業、森林・林業、水産業農業 野菜 品種改良 耐暑性品種や低温要求量の少ない品種の導入検討

自然災害・沿岸域 沿岸 高潮・高波 調査研究
海岸に関する取組み：（災害リスクの評価と災害リスクに応
スクの高い箇所の把握と災害リスクの明確化を行うための支

自然災害・沿岸域 沿岸 高潮・高波 ハザードマップ 高潮氾濫から人命を守るため、高潮で浸水が想定される区域

自然災害・沿岸域 沿岸 高潮・高波 ハザードマップ
海面上昇や台風の強度の増大等による高潮・高波が懸念され
整備を行うほか、水防法改正に対応し、想定し得る最大規模
指定及び水位情報の提供等のソフト対策に取り組みます。

自然災害・沿岸域 沿岸 高潮・高波 ハザードマップ
＜ソフト対策＞最大クラスの高潮による浸水想定区域図を作
との連携や支援により、ハザードマップや避難勧告発令の判
とともに、災害リスクに対する住民理解の促進を図る。

 

気候変動適応法に基づいて位置付けられた地域適応計画にて明示される適応策を
事例集として集約し提供。新たに計画を策定する際や適応策の検討時の参考資料
（作成中）。
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適応策事例集
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM



国環研 地域適応センター

研究課題、方法、内容に

ついて十分な協議

研究者 研究者

提案書を作成
(合意)

所属センター長の

承認を得る

適応センター・推進室

委員会＊
＊適応センター長及び適応センター

長が指名する者で構成する委員会

提案書提出

提案書審議

（地域適応センター長

の内諾を得ておく）

①

②

③

④

⑤ ＊「参加機関追加提案」であって研究支援費額

の変更を伴わない場合は、簡易な確認をもって

審査とする（研究支援費額の変更を伴う場合は、

委員会審議を行う）。

＊採択決定後に参加機関を追加する提案

(以下「参加機関追加提案」という)。は、

修正した提案書を改めて作成する。
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採否の決定

提案書を地域適応センター

長等宛てに送る（共同研究
の依頼）

＊参加機関追加提案について、
決定済み機関には参考として送付。

その場合同意書は不要。

提案書を担当研究者に送る

国環研研究者に結果を

知らせる
同意する場合同意書を送る

共同研究を開始

(採択の場合)

地域適応センター長等

研究者

適応センター長

適応センター幹事会に報告

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

共同研究（適応型）：応募スキーム
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM



課題名 参加機関

１ 適応推進に資する科学情報提供に向けた共創
プラットフォームの構築 長野県環境保全研究所

２ 気候変動による暑熱・健康等への影響に関する
研究

香川県、川崎市、
静岡県、福岡県の各地域気候変動適応
センター

３ 気候変動影響検出を目的としたモニタリング体制
の構築

長野県環境保全研究所
静岡県環境衛生科学研究所

４ 気候変動と都市化による河川の水温・水質への
影響 千葉県環境研究センター

５ 日本各地の自然湖沼における気候変動影響の
観測と影響評価

参加機関調整中（北海道、秋田県、茨
城県、滋賀県、鹿児島県を予定）
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共同研究（適応型）：今年度動きつつある研究
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM



LCCACが各地域での適応策を検討・実施するにあたり、実務レベルでの
情報共有・支援が十分ではない

担当者（LCCAC・CCCA）間での密なコミュニケーションが必要

省庁・研究機関の動き、
適応関連ニュース等を集約

A-PLAT Labのご紹介
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地域の適応を進める上で有用な情報や知見の
集約・共有を目的としたオンラインプラットフォーム
・他センターの事例
・適応関連機関の動向

・専門的/技術的な情報
など

ポータルサイト Microsoft Teams

チャット、センターの事例・動向など
の情報を投稿、WEB会議が可能

ファイルのアップ・ダウンロード
、
アンケートの配布・収集が可能

観測・予測データの
GIS表示、編集、
ダウンロード

ArcGIS Online（検討中）

課題

A-PLAT Labの構成・機能

コミュニケーション

最新情報の入手 情報・データ共有
観測・予測データ
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国の研究機関等の連携強化
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応推進会議 気候変動適応に関する研究機関連絡会議

＜議長＞ ＜副議長＞
環境大臣 環境副大臣
＜構成員＞
内閣官房、内閣府、金融庁、
総務省、外務省、財務省、
文部科学省、厚生労働省、
農林水産省、経済産業省、
国土交通省、環境省
防衛省

気候変動適応法及び気候変動適応計画に基づき、関係研究機
関の連携協力を深めることにより気候変動適応の情報基盤を充実・
強化し、国・地方公共団体による適応に関する施策や事業者・国民
による適応に関する活動の支援の推進を図る

気候変動等に関する調査研究または技術開発を行う国の機関また
は独立行政法人の代表者（理事クラス）

国立環境研究所

目的

構成

庶務

開催状況等
の報告

我が国の研究機関の英知を集約し、
情報基盤を整備する

（法第11条及び計画第４節基本戦略③）

関係行政機関の緊密な
連携協力体制を確保する

（法第３条及び計画第４節基本戦略⑦）

気候変動適応法、気候変動適応計画

＋気候変動適応の研究会
（実務者会合）

• 研究機関の連携・協力体制を強化し、適応策を推進するため、国の機関・独立行政法人で構成される
連絡会議を設置

• 21の機関が参加する「気候変動適応の研究会」を開催（2020年度は計３回開催予定）

2020年度に３回開催予定
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気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応センターの設置状況

(2020年10月９日現在)

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地方公共団体の適応

計25センター

民間の機関

地方公共団体（庁内横断組織等）

地方環境研究所
大学

環境部局と地方環境研究所

那須塩原市

川崎市



仙台市

堺市

22

計22府県28区市町

新規策定

気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応計画の策定状況

(2020年10月9日現在)

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地方公共団体の適応

既存計画を位置付け

横須賀市

名古屋市
春日井市
一宮市

佐賀市

横浜市

福岡市

尼崎市

島田市
＜都道府県＞

＜市町村＞
青：既存計画を位置付け
黄：新規策定

広島市
下関市

静岡市

日光市

新潟市

那須塩原市

八王子市

相模原市
川崎市

鶴岡市

柏市
葛飾区

富山市

豊川市

大阪市

北九州市 福山市



まとめ

地域気候変動適応センターはもとより、
地方公共団体の皆様のご意見・ご要望を幅広く伺いながら、

支援策の充実を図ってまいります
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